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[論文中の記号] 
2章 
A   ：断面面積 [㎡] 
Cp     ：標準状態空気の比熱 [kJ/kgK] 
D    ：火源代表寸法、本論文中では火源の一辺の長さとした。[m] 
L    :火源と柱との水平距離 [m] 
Lf     ：実際に計測した火炎片高さ [m] 
Lf
*    ：実験式から導いた火炎片高さ [m] 
Tf     ：火炎温度 [℃] 
Tｓ     ：実際に計測した柱表面温度 [℃] 
Tｓu    ：入射熱から定常一様加熱を仮定して計算した柱表面温度 [℃] 
To    ：周囲空気温度 [K] 
Q   ：発熱速度 [kW] 
Q*    ：無次元発熱速度 [-] 
ｇ    ：重力加速度(=9.8) [m/s
2] 
ｋ   ：火炎の吸収係数 [m 
-1] 
    :平均光路長 [m]q   ：入射熱 [kW/㎡] ml
z    ：火源面からの計測点高さ [m] 
ε   ：放射率 [-] 
εf   ：火炎の放射率 [-] 
σ   ：ステファン・ボルツマン定数（=5.67×10
-8） [W/㎡K4] 
ρ   ：標準状態空気密度 [kg/m
3] 
λ  ：熱伝導率 [kcal/m2h℃] 
 
3 章 
Lf    ：実際に計測した火炎片高さ [m] 
Ta    ：実験場内の周壁平均温度 [Ｋ] 
Tf0    ：試験体周囲の空気温度 [Ｋ] 
Ts     ：試験体表面温度 [Ｋ] 
Tg    ：熱流計表面温度 [Ｋ] 
h  ：対流熱伝達率[kW/㎡ K] 
qg   :熱流計が示す入射熱 [kW/㎡] 
qnet  :試験体表面への正味の入射熱 [kW/㎡]  
qr   :火炎の放射強度 [kW/㎡] 
z   ：火源面からの計測点高さ [ m] 
αs  ：試験体表面の吸収率[-] 
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αg  ：熱流計表面の吸収率[-] 
εs  ：試験体表面の放射率[-] 
εg   ：熱流計表面の放射率[-] 
σ   ：ステファン・ボルツマン定数（=5.67×10
-8）[W/㎡K4] 
ψf    :試験体から見た火炎の形態係数[-] 
 
4 章 
A  ：断面面積[mm2] 
Ｂ  ：柱幅[mm] 
E   :ヤング率[Pa] 
Lf     ：火炎長さ[m] 
Nb   :圧縮材の座屈の長期許容応力[N] 
Nt   :長期許容応力[N] 
Pk   :弾性座屈荷重[N] 
Q*    ：無次元発熱速度[-] 
fb   :圧縮材の座屈の許容応力度[N/ mm
2] 
ft   :長期許容応力度[N/ mm
2] 
I    :断面二次半径[mm] 
     :試験体長さ（加熱前）[mm] l
     :火源側側面の長さ[mm] 1l
     :裏面側側面の長さ[mm] 2l
     :座屈長さ[mm] kl
ʌ   ：限界細長比[-] 
λ  ：細長比[-] 
δa～d ：各計測点での変位計測値 [mm] 
δhnet ：試験体柱頭の正味の水平方向変位 [mm] 
δvnet ：試験体柱頭の正味の鉛直方向変位 [mm] 
θ  ：柱頭回転角[rad] 
γ  ：熱膨張率[K-1] 
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１．１ 研究の背景 
  
 近年の建築技術の発展に伴い、我々はより多様な、より大規模な建築空間を創造す
ることが可能になり、用途や意匠的試みから内部に大空間を擁するものも多い。耐火
性能の視点から建築を考えた場合、このように建築物においてひとつの区画が十分広
い場合や、駐車場、鉄道線路上空の建築物などのように、開口面積が十分に広い場合、
その火災は燃料支配型となるため、構造部材に対する加熱は局部にとどまるはずであ
り、その温度上昇は部材全体が加熱される場合より小さいことが予想される。さらに
本研究において対象としている鉄骨や、ステンレス、アルミニウム合金などの金属構
造物は、鉄筋コンクリートといったほかの材料に比べて熱伝導率が高いので、もし金
属構造物が局部的な火災を受ければ、部材全体を通じた熱伝導によって部材温度の平
均化が促進され、加熱を直接受ける部分の温度上昇が抑制される可能性がある。 
これに対して、旧法に定められていた耐火性能を算出する場合に用いられる、従来
の火災盛期性状モデルは、耐火性能を火災の規模や鋼材の種類にかかわらず、耐火時
間と断熱性能から一律に評価するもので、空間容積に対して可燃物量が少ない建築物
や、可燃物が制御できる用途の建築物に対して過剰な火災加熱を与えることは明白で
ある。このような建物の火災安全性は、局部火災加熱の概念を前提としてはじめて検
証可能となったり、普遍的な耐火方法の確立が可能となる。 
また、近年の耐火鋼の開発や耐火塗料、鋼管コンクリート、耐腐食性の良いステンレ
ス等の導入に見られるように、構造物の火災安全性を確保しながら構造部材への耐火被
覆の軽減や省略を行ったり、被覆の方法を多様化させることを前提とした試みが各方面
で進められ強い関心が寄せられているが 1）2）、これまでは、法令上の制約により、特殊
な事例や小規模な計画に限られていた。この様な背景から、現在、耐火設計に関して、
建設工事における工期短縮、コストダウンや意匠的あるいは構造的要求として、金属構
造物の耐火被覆の省略または軽減、ステンレスやアルミニウムをはじめ新しい構造材料
の開発や未利用素材の構造材料への利用等の技術に対して、火災安全性を評価するため
に必要となる合理的な耐火設計法を実現することが切望されている。これらが実現可能
となれば、建物の解体や部材の再利用が格段に容易になり、意匠的表現や設計の自由度の
向上が図れるばかりでなく、例えば交通施設のように振動による耐火被覆の剥落・劣化が
予想されたり、海洋建築物のように工事の短期化・軽量化が重要な施設に適した耐火設計
手法の誘導が可能となる。 
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１．２ 局部火災を考慮した耐火設計法の流れと本研究の位置づけ 
１．２．１ 建築基準法防火規定 
 ここではまず、現状で建築基準法において規定されている耐火設計法についてまとめる。
建築基準法改正によって防火規定がどのように変わったか、特に金属構造物の耐火設計に
関連する部分について注目し、その可能性、および限界について検討したい。 
１） 耐火性能の定義改正と[耐火性能検証法]の導入 
 旧法においては、耐火構造は、「鉄筋コンクリート造、レンガ造等の構造」と、構造材
料を仕様的に制限して耐火時間が定められていたが、耐火性能が何を表すかについては、
「仕様的に決められた時間以上耐える性能」としか書かれておらず、部材の耐力・非耐力
の違い等も考慮されていなかった。法改正により、耐火構造、耐火建築物を規定する基本
的概念である｢耐火性能｣は、 
｢当該部分に通常の火災による火熱が(中略)表に挙げる時間加えられた場合に、構造耐力上
支障のある変形、溶解、破壊その他の損傷を生じない｣(施行令第１０７条) 
のように、火災でも倒壊しない構造であるという概念として明確化された。 
 
２) 新法による耐火設計の枠組 
 旧法では、耐火設計は、鉄筋コンクリート造・鉄骨造等の不燃構造を対象として、部材
ごとに建築基準法で仕様的に規定された耐火時間を守るように耐火被覆を選択するという
ことに尽きていた。それによらずに耐火建築物としなければならない場合は旧法第３８条
の建設大臣特認によっていた。 
新法では第３８条が撤廃され、耐火設計の手段として次の３通りの技術的基準が示され
ている。 
A 法第２条七[耐火構造]、法第２条九のニ[耐火建築物]ィ(１)、令第１０７条[耐火性能
に関する技術的基準]にもとづく仕様的耐火設計 
B 法第２条九の二イ(２)、同ロ、令第１０８条の３[耐火性能に関する技術的基準]一、
同第２項、平成１２年建設省告示第１４３３号[耐火性能検証法に関する算出方法を
定める件]にもとづく計算機よる耐火設計 
C 法第２条九の二イ(２)、同ロ、令第１０８条の３[耐火性能に関する技術的基準]ニに
もとづき国土交通大臣認定を受ける耐火設計 
簡単に上記の３通りの耐火設計法について説明すると、A は旧法の仕様的耐火設計の延長
線上にあるものであり(通称ルート A)、B は告示に示された計算式による設計法(ルート B)、
C は B に掲げられている基準に適合するものとして国土交通大臣の認定を受けるという位
置付けになっている(ルート C)。 
 本研究で扱う局部火災を想定しての耐火設計を考えた場合、前述のように建築内の可燃
物量や分布、開口部形状などにかかわらず仕様的に耐火時間を定めるルート A では、過剰
な耐火性能を要求することは明白である。 
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部材性能・形状 
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仮定構造 
部分ごとの表面積 
部分ごとの熱慣性 
有効開口因子 
火災室内可燃物の 
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屋内火災保有
耐火時間  tfr
部材近傍火災温度上昇係数
部材温度上昇係数
完
 図１．１ ルートBに基づく耐火設計(柱の場合) 
 
 
 ルート B による耐火設計は告示に示されている計算式にもとづいて行なわれる。これは
令第１０８条の３にある耐火性能検証法により、主要構造部および外壁の安全性を検証す
るというものである。この耐火性能検証法とは、柱や梁といった主要構造部に関していえ
ば、「該当建築物の屋内において発生が予測される火災の継続時間」と構造部材の「屋内
火災保有耐力時間」とを告示に示された算定法で計算し、火災継続時間が保有耐力時間以
下になることを確認する、という検証方法である。この検証法(柱の場合)を簡単にまとめ
ると図 1.1 のようになる。これをみると、建築内の可燃物発熱量や、開口因子、部材の床
面からの高さなどが考慮してあり、本研究の対象である局部火災もある程度視野に入れた
耐火設計であることが伺える。しかし、この耐火性能検証法の「屋内火災保有耐火時間」
算定法(建設省告示第１４３３号)を詳しく検討すると、柱に関してこの検証法では部材内
の熱伝導および温度分布までは考慮していない。また、部材近傍火災温度上昇係数(条件に
よっては本係数を使用しない場合もある)を床面からの高さによって変化させることで、加
熱の高さ方向の局部性を表現しており、これは旧法に比べると非常に画期的な点だと考え
るが、その係数自体は発熱速度などに関係なく、床面からの高さにより仕様的に決められ
るものである。以上のことから、ルート B による耐火設計においても、局部火災を想定し
得る建築に対して過剰な耐火性能を要求してしまう可能性は否めない。 
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１．２．２ 局部火災を想定した耐火設計法の流れと本研究の位置づけ 
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図１．２ 局部火災を想定した耐火設計法の流れ 
 
 局部火災加熱を想定した耐火設計法の流れは、上のようになる。ルートＢに基づく耐火
設計法では、火災継続時間と保有耐火時間との比較によってその合否を判定するのに対し、
本耐火設計法では部材の挙動を直接検証することとなる。この設計法には、大きく分けて
以下の 4 つの技術的段階が存在する。 
① 火源の火炎性状の予測 
まず、区画内の可燃物量、配置条件などから出火源を想定し発熱速度・火炎高さを
算出、接炎の有無、入射熱などを計算し近隣の未燃可燃物への延焼の可能性を検討す
る。燃え移りが危惧される場合には、それを加味して再び火源を想定し直す。 
また、同時に区画形状・開口条件と算出された発熱速度から、火災性状が局所火災
に留まるのか、盛期火災にまで進展しうるのかを検討する。 
② 部材の加熱性状の予測 
 ①において、局部火災と判定された場合、次に想定火源からの各部材の加熱性状
を予測する。これは想定された火源と部材との幾何学的関係と発熱速度・火炎高さな
どから部材各部位への入射熱分布を予測するものである。 
③ 部材温度分布の予測 
②での出力情報である部材各位への入射熱分布を境界条件とし、有限要素法あるい
は差分法などで部材の温度分布を計算する。計算の結果、部材の最高温度がある程度
以下であれば、力学的応答解析なしで構造耐力上支障のある変形を生じないと判断で
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きると思われるが、熱応力による架構の変形の影響、たとえば初期不正の増大による
座屈荷重の低下などが生じる恐れがあるため、検討が必要である。 
④ 力学的応答の予測 
③で計算された温度分布を有限要素法などの構造解析モデルに入力し、部材の力学
的応答を計算する。その結果から、架構に構造上支障のある変形が生じるかどうかを
検討する。 
 
技術
①火炎性状
②加熱強度
③温度応答
④力学的応
 
 
 上記の各技
はその前段階
とつで大きな
車場における
球戯場などの
家具などにつ
は、火源条件
研究の現段
ータを整備す
火災継続時間
ー等の代表的
非定常温度解
場合、架構の
の③,④の二つ
  
 
 
 的段階 検討課題 入力 出力 ツール
の予測 ・燃え移りの検討 ・可燃物量 ・火源条件 ・調査
・局所or盛期 ・火災成長率 ・発熱速度 ・実験
・可燃物の配置 ・火災性状 ・計算
・区画、開口条件
の予測 ・入射熱のモデル化 ・火源発熱速度 ・部材への入射熱分布 ・実験
・火源寸法　 ・部材表面温度 ・数値流体解析
・幾何学的条件
予測 ・温度計算モデル ・部材形状 ・部材の温度分布 ・有限要素法
・入力入射熱の補正方法 ・材料特性 ・差分法
・部材表面の熱伝達係数 ・入射熱境界
答予測 ・熱・応力連成解析 ・材料力学特性 ・設計耐力 有限要素法など
・拘束条件
・温度分布  
表１．１ 局部火災を想定した耐火設計法の技術的検討課題 
術的段階と検討課題などをまとめると表１．１のようになる。各段階の出力
の出力情報をもとに導き出される形となる。①の火炎性状の予測は、それひ
研究課題であり、これまでに多くの研究・調査が行われている。たとえば駐
乗用車やアトリウム、エントランスホールなどに置かれるソファー、劇場、
観客席などは、実験により燃焼性状が把握されており、それ以外のものでも、
いては酸素消費法などによる発熱速度の測定法が確立されている。本研究で
が特定された後の②～④の技術的段階をその研究対象とする。 
階では、部材温度は定常状態のものを想定しているが、可燃物燃焼性状のデ
ることにより、火災成長率、最大発熱速度を予測することが可能となれば、
を考慮した非定常温度解析を行うことが可能となる。現状においてもソファ
な可燃物であればこれは可能であり、この火災の成長および衰退を考慮した
析では、定常での解析よりも大幅に温度を低く見積もられると考える。この
力学的挙動は部材温度の時間変化と連動して解析する必要があるため、上記
の解析をまとめて熱―構造連成解析を行う必要がある。 
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１．３ 既往の研究 
 
局部火災加熱を受ける建築部材の熱的性状に関連する実験研究がこれまでにもいく
つか行われている。局部火災加熱を受ける平坦な天井面 3）4）・梁 5）6）7）・壁 8）9)の
熱的性状、局部火災加熱を受ける建築部材の熱的性状予測手法の開発などがそれであ
る。これらの実験研究において、火炎高さと火源寸法・火源発熱速度の関係、局部火
災加熱を受ける天井面・梁・壁の入射熱・温度分布と、火源の状態、火源と部材の位
置関係との関係が示され、また、入射熱分布の実験式を入力条件として有限要素法に
より、一般的な形状の梁の温度分布を再現することに成功している。 
 しかし、この手法においては、対象とする部材の形状・部材と火炎の幾何学的条件
が大きく異なる場合、新たに実験を行い入射熱分布の情報を得なければいけないため、
計画の自由度は向上するが、その利点を生かすにはなお多くの実験が必要である。 
 
１．４ 研究の目的 
 火源条件まで考慮した、合理的な耐火設計法を実現するには、構造部材の局部火災加
熱による熱的性状・力学的性状を把握することが重要である。しかし、これまでの研究
では、部材全体が一様に加熱される換気支配型燃焼に関してはかなり体系化されている
が、耐火鋼や新しい耐火方法に関する設計に用いられる加熱性状モデルは、その換気支
配型燃焼に基づくものや、部材入射熱の測定が実用化される以前の研究に基づいたもの
がほとんどであり、局部火災によって形成される構造部材の加熱性状に関する研究報告
は近年の限られたものだけである。さらに、局部火災を想定した場合の部材の力学的応
答について研究した事例もほとんど見受けられない。また、その近年の局部火災加熱に
よる熱的性状に関する研究も、梁を対象にしたものに限られている。 
しかし、火災時の構造部材としての重要性を考えてみると、梁は強度が低下したり座
屈しても、その被害は梁が支える床部分に限られるのに対して、柱が座屈すれば建物全
体に重大な影響を及ぼすため、柱は梁よりも耐火計画上、より詳細な検討を必要とする
はずである。構造表現上も、柱などの鉛直部材は梁よりも視覚に訴える力が強く、構造
部材における力の流れを視覚化する手段として金属構造を選ぶような場合、耐火被覆の
省略は、柱部材においてこそ本質的な効果をあげるものと考えられる。 
 従ってこの実験研究では、局部火災を想定した耐火設計手法の確立をその最終目標と
し、局部火災における柱部材の熱的性状・力学的性状に焦点を置き、一般性を失わぬよ
うな形での模型実験を通して、部材の加熱性状と熱的応答性状・力学的応答性状を明ら
かにする。一般の耐火設計では、火災時の部材の安全性評価は部材の温度と崩壊温度と
の比較によってなされる場合が多いが、局部火災の場合は部材の力学的挙動を有限要素
法などの数値解析によって求めることでなされると考えられる。そのため、まずは局部
火災加熱されたときの柱の加熱性状を、実用に耐える予測精度で計算するモデルを誘導
 12
 13
することを目的とし、計算モデルの境界条件となる部材各位の入射熱量を、火源の大き
さ、発熱速度および火源と部材との位置関係から予測できる関係を導く。つぎにこれら
の入射熱データを用いて有限要素法による解析を行ない、局部火災を受ける鉄骨柱に関す
る熱伝導現象を有限要素法により解くために考慮すべき事項について検討する。 
 その後、局部火災加熱をうける鉄骨柱の載荷実験を行い、その力学的挙動を把握する。
それとともに、同条件での有限要素法による構造解析を行い、計算方法、計算モデル、材
料特性などの設定の妥当性を検討する。 
 
  
 
 
 
第２章 
局部火災加熱を受ける 
角型鋼管の加熱性状 
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 ２．１ 拡散火炎に近接する角型鋼管の加熱性状 
２．１．１ 目的 
 
耐火設計において、前述の性能規定を基準に部材の安全性を評価する場合でも、火災時
の部材の温度を把握することは必要不可欠である。これは部材の力学的応答を予測するた
めには、部材の温度データが必要となるためである。局部火災を想定した場合、部材内部
には大きな温度差が生じる可能性があり、それに起因して「熱伝導によって部材温度の平
均化がなされ、被加熱部の温度上昇が抑制される」という効果が期待できるが、そのぶん
部材温度分布予測も困難となる。部材温度は火源から受ける入射熱に支配され、その入射
熱は、基本的には火源の発熱速度、火源と部材との距離、および位置関係によって支配さ
れる。すなわち、局部火災を想定して耐火設計を行なう場合、被加熱面の加熱性状を把握
することが最も基本であると考えられる。 
 そのため本章では、局部火災加熱を受ける鉄骨柱部材の熱的性状に焦点をおき、模型規
模の実験を行った。本実験では、柱面が火源から受ける入射熱を、火源の発熱速度、火源
と部材との距離、および位置関係を変化させながら計測し､それらとの関係を分析した。
さらに、局部火災加熱された時の柱の加熱性状を、計算モデルの境界条件となる部材各部
位の入射熱量を発熱速度及び火源と部材の位置関係から予測できる関係を導くとともに、
柱の耐火設計における加熱の局部性の効果や、柱の加熱を軽減するための基本的考え方に
ついて考察した。 
 
２．１．２ 模型規模実験概要 
 柱部材が局部的な火災により加熱される様
態は、壁や天井等との位置関係により種々の
場合が考えられるが、ここでは、加熱性状の
把握が比較的明瞭な条件として、図２.１の
ように自由空間中にある、壁や天井から独
立した柱が局部的な火災加熱を受ける状
態を想定した模型規模の実験を行い、部材
全体の加熱性状と熱的応答性状を明らかにす
る。実験から得たデータを分析する段階に
おいて、火炎高さに関してビデオ撮影によ
り視覚的に得た値、ならびにその近似式か
ら求められる値、および既往の研究により
定義されている自由空間における乱流拡散
火炎の高さ Lf*(m)を使用し、入射熱分布の
特性を考察する。 図 2.1 実験装置 
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 表 2.1 実験条件 
ガス流量
(l/min) 
発熱速度 
:Q(kW) 
Q* 
（－） 
Lf * 
（ｍ） 
部材との水平距離 
:L(mm) 
35 52 0.26 0.72 0, 25, 50, 125  
70 105 0.53 1.15 0, 25, 50, 125 
105 157 0.79 1.51 0, 25, 50, 125 
140 210 1.06 1.79 0, 25, 50, 125, 250 
170 255 1.29 1.94 0, 25, 50, 125, 250 
 
１）  実験装置および実験条件 
 柱面の加熱性状および熱的応答性状を把握するため、図２.1 に示す装置で実験を行った。 
 火源は、過去の天井、梁、壁等の火炎による加熱性状の実験例にならい、一辺 500(mm)
の正方形の拡散型バーナーを使用した。燃料には燃料用プロパガスを使用し、その流出を
一定に保つためにグラスウールの上に砂を敷いた。 
柱部材として、厚さ 4.5(mm)、一辺 150(mm)、高さ 2500(mm)の正方形断面で内部が空洞
の角型鋼管部材を２つ用意し、一方を温度計測に、もう一方を入射熱量計測に用いた。こ
れらの中空柱は、柱内部の圧力上昇を避けるため上端を半密閉状態とした。このように２
つの部材で温度計測と入射熱計測を別々に行うことで、熱流計の冷却水の影響による部材
表面温度の低下が熱電対の指示温度に影響するのを防ぐことができるのだが、火炎と部材
の位置関係がどちらに対しても同じくなるように、風などの影響に気を配る必要がある。 
壁・天井などの部材が火炎に曝露された時の加熱性状を支配する要因は、部材に沿う火炎長
さLfｍで3)7)、柱のように火源と部材の間に隙間が生じ得るような場合には、さらに火源と部材
との距離が影響すると考えられる。              
ここで、火炎長さLfは、部材の条件別に 
 
   Q*≡Q／ρCpTog1/2D5/2      （2.1） 
 
で定義される無次元発熱速度Q*に支配されるので7)、本実験では、柱の加熱性状も火炎長さ
等に支配されると予想して、火源の大きさを一定とし、発熱速度Q によってQ*を変化させ、
火源と部材との水平距離Ｌを実験条件として変化させた。実験条件を表2.１に示す。表中の発
熱速度はプロパンガスの流量によって制御し､完全燃焼を仮定して算出した値を示しLf*は、Q*
から自由空間中の正方形火源上の火炎高さの実験式 
 
  Lf *=3.5Q*n・D          （2.2） 
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  (ただし、Q*≧1.0のとき n=2/5, Q*＜1.0 のとき n=2/3) 
で導かれる参考値である11)。また､火源と部材との水平距離 Lはバーナー辺長 D に対して、
L/D=0, 0.05, 0.10, 0.25, 0.50の 5段階となるように設定した。火源が柱から遠ければ柱
の加熱が弱まるだけでなく、火炎も自由空間と変わらない性質を示すと思われるが、L/D
が小さくなると、火炎自体が柱の影響を受けることが予想される。本実験の前に行った予
備実験でも、L/D がある程度小さい値の場合､火炎が柱に沿うように形成され火源直上と柱
面の二手に分かれる現象が見られた。こういった場合に温度計測部材と入射熱計測部材の
両方を配置していると、火炎はどちらの部材にも分かれることになり、結果的に火炎高さ
・入射熱などの値に影響を与えることが考えられるので､実験の際には片方の部材ごとに
計測を行った。 
 温度計測部材での温度計測は、火源側の部材表面において150(mm)間隔､側面、裏面、お
よび内部(中空)では300(mm)間隔で行った。また、入射熱計測部材では、150(mm)間隔で計
測を行った。 
本実験は特定の用途・条件の建物を想定したものではないが、以上の相似則のもとで実験の
縮率を実大の１／３と仮定すると、発熱速度はQ=105kW の場合、実大規模で1636 kW、 
Q=255kW の場合、4000kW 程度に相当し、乗用車、大型家具等の炎上にほぼ該当することに
なる。 
 
２） 測定項目および実験方法 
①測定項目 
 本実験では、局部火災加熱を受ける柱部材の温度・入射熱分布、および各実験条件にお
いての火炎高さを計測した。入射熱は熱流束計からの値をデータロガーを通してパソコン
で計測し、温度に関しては熱電対からの値を同様に計測し、加えてサーモビュアー（赤外
線熱映像装置）による計測を行った。また、火炎高さは、各条件での実験を録画したデジ
タルビデオの映像をコマ送りにしながらその平均値を求める、という形で算出している。 
熱流束計は直径 15mm の Schmidet-Boelther 型熱流束計（最大レンジ 150kW/㎡）を使
用した。熱電対は直径 0.1ｍｍの K-type 熱電対を使用した。 
―温度計測部材における熱電対の配置― （図 2.2 参照のこと） 
・ 火源面   ：１５箇所 (@150mm  最下点高さ 300mm) 
・ 側面    ：８箇所 (@300mm  最下点高さ 300mm) 
・ 裏面    ：８箇所（@300mm  最下点高さ 300mm） 
            (いずれも外側表面) 
・ 部材内部空間：8 個所（@300mm  最下点高さ 300mm） 
―入射熱計測部材における熱流束計の配置ー （図 2.2 参照のこと） 
・ 火源面 ：1３箇所（@150mm  最下点高さ 600mm(火源面から 50mm) 
(側面の入射熱計測時には部材を９０度回転し計測) 
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サーモビュアーは、火炎が立ち上って
示してしまう。そのためサーモビュア
達した時点で、一度燃料供給バルブを
瞬間に行っている。 
温度測定は､過去の多くの実験では
で変形等した場合に試験体表面から剥
が生じた時間を確認するのが困難なた
ビュアーも使用したのは、最も重要な
である。 
 
②実験方法 
 柱と火源との位置関係に関して、実
125, 500（mm）の５通り設定し、それ
210, 255 (kW) とした場合の値を計測
 入射熱の計測を目的とする実験では
的にそれぞれの発熱速度 Q において、
入射熱の時間平均を算出する際には、
 （裏面、内部中空部中央で火源側用 入射熱測定用
度および入射熱測定位置 
側面と同じ高さで計測）
いる状態では部材表面ではなく火炎の表面温度を表
ーによる部材表面温度の計測は、部材温度が定常に
短時間閉鎖し､柱部材が火炎に隠れないようにした
熱電対を使って行われているが､熱電対は部材が高温
離する可能性があり、剥離が生じたかどうかや剥離
め､測定の信頼性に不安がつきまとう。今回サーモ
安定状態での部材表面温度の把握を確実にするため
験条件として柱と火源との距離 L を L=0, 25, 50, 
ぞれの条件で発熱速度 Q を、Q=52.5, 105, 157.5, 
した。 
、発熱速度 Q を小さい順に段階的に変化させ、連続
2 秒間隔で２分間づつ計測を行った。各計測点での
ビデオ映像および入射熱グラフを参照しながら、発
18
 熱速度を上げた直後等、火炎形状（入射熱）の安定しない時期を避けて、およそ１分間の
平均を求めた。 
 温度計測実験では、熱電対により2秒間隔で計測しつつ、それぞれの発熱速度で、部材
表面温度が定常に達したと思われるまで加熱を続け、発熱速度を上げる前に一度火炎を小
さくしてサーモビュアーでの計測も行った。温度報告値は定常状態での１分間の平均値で
ある。また、ビデオ映像から火炎の安定した時期を選んで、およそ０.5秒間隔で30秒間、
写真２．１ 実験風景 （Q=105kW） 
火炎片高さを測定し、その平均を求めて、火炎高さの報告値とした。 
写真２．２ 実験風景 （Q=255kW）
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 ３） 実験結果 
①火炎高さ 
 柱の加熱性状を支配する要因として、火炎長さ Lf(m)、火源と部材との距離 L(m)が考え
られる。前述のように、火炎長さ Lf（ｍ）は一般に、 
 
  Q*=Q／ρCpTog1/2D5/2         (2.1) 
 
で定義される無次元発熱速度 Q*に支配され自由空間中の正方形、円形等の火源上の火炎
長さは、火炎片到達高さの平均値（いわゆる「間欠火炎域」高さ）では、次式で算出され
る。 
  Lf=3.5Q*n・D            (2.2) 
 
ただし、Q*≧1.0 のとき n=2/5, Q*＜1.0 のとき n=2/3 
また、本文中ではこの算出された火炎長さを Lf*（理論値）と表記している。 
 図2.3は、L/D=0,0.1および0.25において、実験により測定された火炎高さLfを火源寸法
Dで無次元化したものとQ*との関係を示したものである。図中に各条件における累乗近似
曲線および2.2式を示す。前述のようにL/DとQがある程度小さい場合、火炎が火源軸上と
柱に沿うように形成され、二手に分かれることが観察されたが、火炎高さ自体は、火源か
らの水平距離Ｌによる影響をあまり受けていない。火炎高さは2.2式に比べ、Q*が小さい
範囲からQ*2/5に比例する傾向を示し、Q*＜0.7では2.2式よりも大きく、また、Q*＞0.7で
は2.2式よりもやや小さくなっている。 
0
1
2
3
4
0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4
Q* (-)
Lf
/D
 (-
)
L/D=0                         
L/D=0.1
L/D=0.25
累乗 (L/D 0
(L/D=0) Lf/D=3.16Q*0.46 
(L/D=0.1)Lf/D=3.27Q*0.48 
(L/D=0.25) Lf/D=3.13Q*0.41 
Lf*/D=3.5Q*n 
図 2.3 火炎長さと発熱速度の関係
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 ②柱正面の垂直方向入射熱分布  
、高さ位置zを火炎高さLfにより無次元化し、入射熱分布についてまとめている8）。
関係を示す。また表2.2にそれぞれの
件での入射熱の数値データを示す。 
、 L/D=0.5の場合を除き、L/Dが増すほ
z/Lf＊の値が大きい位置で入射熱が最大となっている。各条件とも入射熱が最大となる高さ以上
=0の場合、入射熱分布はほぼz/Lf＊のみの関数となっている。壁面上の火炎からの入射熱分
向かって急減しているのが目立つが、
に接する場合は、柱側からも空気を巻き込んで、柱基部が冷却されるためと考えられる。  
が減少している。着目すべきは
ｚ 比べて同
形態係数に依存するようになり、発熱速度が大きく、
Lfが大きくなるほど入射熱が増大するものと考えられる。このことは、発熱速度が小さくても柱
と火源が接する場合には、強い加熱を受ける可能性があることを示している。なお、図2.4～2.7
のLf*に火炎高さ実測値を代入しても、図の様相には特記するほどの変化は生じなかった。 
壁の実験では
ここでは、壁の場合と同様に無次元高さz/Lf＊を用い、入射熱分布をまとめた。図2.4～図2.7に、
それぞれL/D=0、0.10, 0.25, 0.50の場合のz/Lf＊と入射熱の
条
各図ともz/Lf＊が0.2～0.4の範囲で入射熱が最大を示し
ど
では、z/Lf＊が大きくなるほど、つまり、火炎高さに対する高さ位置が高くなるほど部材への入射
熱は減少している。 
L/D
布8)9)に比べると、火炎基部（z/Lf＊<0.2）で、入射熱が下方に
柱
火源と部材の水平距離で比較すると、L/Dが大きくなるほど入射熱
/Lf＊が1以下の強い加熱を受ける領域で、L/Dがわずか0.1であっても、L/D=０の場合に
じ高さ位置での入射熱がほぼ半減している点である。また、L/D=0においては、発熱速度が異なっ
ても各z/Lf *での入射熱に大きな差は見られないのに対して、L/Dが0.1以上になると入射熱分布は
発熱速度に応じて系統的なずれを示している。火炎に接する面の入射熱が発熱速度に大して依存
しないことは、壁面上の火炎でも報告されており8)9)、火炎のふく射能自体は発熱速度には大きく
依存しないと考えられる。L/D＝0で柱正面入射熱がＱにあまり依存しないのは、受熱面が接炎し
ていて、その入射熱は火炎のふく射能に支配されるのに対して、L/D >0では火炎が加熱面から離
れるため、入射熱の放射成分は火炎に対する
 21
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図 2.4 火源正面の z/Lf＊と入射熱の関係  (L/D=0) 
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図 2.5 火源正面の z/Lf＊と入射熱の関係  (L/D=0.1) 
 22
  
 
 
0
5
10
15
20
25
30
35
40
45
50
0 0.5 1 1.5 2 2.5 3
z/Lf* (-)
入
射
熱
　
(k
W
/㎡
)
Q=52kW
Q=105kW
Q=157kW
Q=210kW
Q=255kW
0
2
4
6
8
10
12
14
16
18
20
0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2
z/Lf* (-)
入
射
熱
　
(k
W
/㎡
)
Q=210kW
Q=255kW
＊ 5) 
図 2.6 火源正面の z/Lf＊と入射熱の関係  (L/D=0. 5) 
図 2.6 火源正面の z/Lf と入射熱の関係  (L/D=0.2
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  表２．２ 柱への入射熱 
(1) 柱の火源正面への入射熱（L/D=0) 
 (２) 柱の側面への入射熱（L/D =0) 
z：火源面からの高さ 
発熱速度　Q (kW) 52.5 105.0 157.5 210.0 255.0
無次元発熱速度 Q* (-) 0.27 0.53 0.80 1.06 1.29
入射熱 高さ z＝0.05(m) 36.7 39.9 44.9 47.0 42.9
[ｋW/㎡］ 0.20 46.6 60.7 63.6 67.1 60.2
0.35 30.2 49.3 54.7 60.8 56.5
0.50 22.8 36.0 54.6 64.3 60.3
0.65 14.5 33.2 40.0 55.8 56.5
0.80 6.1 13.6 21.6 35.7 38.4
0.95 3.8 8.5 13.6 25.6 30.8
1.10 2.8 7.7 14.1 25.3 33.5
1.25 1.5 5.4 10.4 18.9 26.8
1.40 1.5 3.3 6.6 11.8 17.0
1.55 1.3 2.7 5.1 9.4 14.2
1.70 1.3 2.3 4.3 8.4 12.5
1.85 1.4 2.2 4.0 7.4 11.1
発熱速度　Q (kW) 52.5 105.0 157.5 210.0 255.0
無次元発熱速度 Q* (-) 0.27 0.53 0.80 1.06 1.29
入射熱 高さ z＝0.05(m) 0.5 0.9 1.7 2.4 2.5
[ｋW/㎡］ 0.20 0.4 0.8 1.6 2.4 2.4
0.35 1.3 1.8 2.8 3.7 3.7
0.50 2.2 5.6 5.3 7.2 8.5
0.65 2.5 6.8 8.2 12.2 20.7
0.80 1.6 3.9 4.9 10.4 16.2
0.95 1.0 2.9 3.6 9.2 14.2
1.10 1.0 2.9 3.2 8.6 14.3
1.25 1.0 2.4 3.1 7.7 11.6
1.40 0.8 1.5 2.4 5.4 7.6
1.55 0.6 1.2 2.1 3.9 6.2
1.70 0.7 1.3 2.0 3.3 4.9
1.85 0.7 1.7 2.2 2.9 4.4
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(3) 柱の火源正面への入射熱（L/D =0.1) 
(4) 柱の火源正面への入射熱（L/D =0.25)
発熱速度　Q (kW) 52.5 105.0 157.5 210.0 255.0
無次元発熱速度 Q* (-) 0.27 0.53 0.80 1.06 1.29
入射熱 高さ z＝0.05(m) 14.9 22.3 27.8 27.7 25.7
[ｋW/㎡］ 0.20 17.4 28.4 37.5 36.9 34.9
0.35 13.6 24.1 33.8 35.7 33.9
0.50 12.4 25.3 39.5 43.5 43.9
0.65 8.1 18.8 32.0 39.2 41.1
0.80 4.6 11.8 19.5 29.8 30.7
0.95 3.0 8.5 15.0 24.4 26.1
1.10 2.5 7.0 13.8 24.1 27.7
1.25 2.1 5.4 10.5 19.1 22.9
1.40 1.6 3.8 7.6 13.0 15.9
1.55 1.3 2.9 5.1 9.5 12.7
1.70 1.3 2.7 4.9 8.6 11.2
1.85 1.2 2.3 4.1 7.4 9.6
発熱速度　Q (kW) 52.5 105.0 157.5 210.0 255.0
無次元発熱速度 Q  (-) 0.27 0.53 0.80 1.06 1.29
入射熱 高さ z＝0.05(m) 8.4 14.4 17.6 18.6 18.9
[ｋW/㎡］ 0.20 9.8 18.3 23.4 25.4 25.4
0.35 7.4 15.5 21.5 24.0 24.3
0.50 6.8 16.4 24.6 30.1 29.7
0.65 4.8 12.1 20.9 27.7 28.4
0.80 2.8 7.6 14.5 20.7 23.7
0.95 1.9 4.9 11.1 18.9 28.5
1.10 1.5 3.8 8.9 17.0 24.6
1.25 1.4 3.5 8.4 14.9 21.9
1.40 0.9 2.1 5.6 10.1 15.1
1.55 0.9 1.7 3.5 6.8 12.0
1.70 0.9 1.6 3.1 5.8 10.9
1.85 1.0 1.5 2.8 4.7 9.2
*
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③柱側面の垂直方向入射
L/D=0に対する柱側面の
熱は、発熱速度が大きい
れるのがz/Lf*≒0.4と、柱
が上方ほどやや水平方向
熱速度に比例して大きく
大きさにしたがって系統
 図 2.8 柱側面の z/Lf＊と入射熱の関係 熱分布 
入射熱分布を、z/Lf*で整理して図2.8、表2.2(２)に示す。最大入射
ほど大きく、Ｑ≧210ｋＷでは１０ｋＷ/㎡を超えている。最大値が現
正面(図2.4)よりも高い位置となっているのは、連続火炎域では火炎
に広がる傾向を示すからであろう。この火炎の水平方向への拡大は発
なると考えられ、実際、柱側面への入射熱分布を見ると、発熱速度の
的なずれを生じている。 
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図 2.9 柱部材の火源正面温度の比較 
関係 
L/D=0,0.1、Q＝52kW, 255kW について、柱正面の表面温度が定常状態に達したときの値を
示す。縦軸は温度測定値（Ts）、横軸は温度測定位置で測定された入射熱に対して、
材全体が定常かつ一様に加熱され、表面から再放射されると仮定して下式から求めた温度 
Tsu）である。  
     ｑ＝εσ（Tsu＋２７３）４     (2.3) 
だし、ここでは火炎からのすすの付着する柱表面は黒体に近いと考えて柱表面の輻射率ε＝
とした。この計算から求まる温度は部材内の熱伝導による影響を含んでおらず、この温
は基本的には、加熱を一様定常と仮定し、加熱の局所性を無視して得られる表面温度で
る。従って、実測温度とこの方法で算出された温度のずれは、加熱の局所性と熱伝導の
響と見ることが可能である。 
TsとTsuを比較すると、L/D=0の場合Ts/Tsuは最大で0.9、最小で0.5程度、 L/D=0.1の場
にはTs/Tsuは最大で0.6、最小で0.3程度となり、実験値は定常一様加熱を仮定した場合よ
低いことがわかる。これは鋼材の熱伝導率が大きいため、不均一な加熱を受けると部材温度
平均化されて、局部的な温度上昇が抑制されるという、局部加熱を受けることの効果を示し
いる。梁を用いた実験でも、同様の比較を行っており、この時のTs/Tsuは最大で0.9、最小
0.6程度であった5）。今回の実験でL/D＝0.10においてTs/Tsu値が顕著に小さくなっている
は、L/D＝０に比べて柱側面の加熱が弱いため、直接加熱される柱正面からの熱損失がより
きくなるからと考えられる。 
た、一概には言えないが、温度勾配の小さい低温部においては、算出された温度と実測
度の差は小さくなる傾向がある。これは熱伝導による伝熱量が、対象領域の温度勾配に
2.9に
 
27
 比例することに起因する。熱伝導の伝熱量を式であらわすと、 
 
Q=λA（T1－T2）τ/x          (2.4) 
 
となる。即ちこれは火災が局所的なものにとどまり、入射熱の分布が一様でなく偏りが大きいほど
鋼材の熱伝導による局部的な温度の上昇を抑制する効果が大きい、ということを示している。また、
高温部において、算出された温度と実測温度の差が少ない部分がいくつかあるが、ここで図２．８・
図２．９を見てほしい。 これらはＱ＝５２ｋＷ，２５５ｋＷそれぞれの場合の部材表面温度分布を表し
ている。これをみると、実測温度は算出された温度よりもなだらかな分布をしており、熱伝導が実際
に温度差を縮める方向に影響していることがわかる。そして、算出温度が急速に変化（減少）する
部分では、この部材温度の平均化の影響により、実測温度との差が小さくなっていると推測される。 
さらに、同程度の入射熱が並んで分布しているところにおいても差が小さくなっている。これも前
述の熱伝導による伝熱量が温度差に比例する、ということの影響であり、即ちこれは局部火災加熱
においても、たとえば火炎が壁に沿うことで火炎長さが伸びる等の影響で、入射熱の大きい部分が
広範囲に分布し、高温部が広く分布する場合などでは、熱伝導による部材温度上昇の抑制効果
が期待するほど得られないことがある、ということを示唆している。 
 
⑤柱垂直方向の温度分布 
2.10～2.13にQ＝52kW,255kW における、L/D=0とL/D =0.10の場合の柱部材各表面と中空部
の垂直方向の温度分布を示す。図中に参考のため、図2.9と同様の方法で定常一様加熱を仮定し
て求めた温度分布を示す。図より、火源に正対する表面の温度が最も高く、柱内部と側面温度は
ほぼ同様の変化を示していることが分かる。各条件とも火源に正対する表面では垂直方向にかな
り大きな温度差が生じており、 L/D=0, Q=255kWの場合、同一垂直面で最大約500℃の差が生じて
いる。 
また、水平方向にも大きな温度差が生じており、L/D=0, Q=255ｋＷの場合,z/Lf =0付近で正面
とそれ以外の間に約400℃の差が生じている。各条件とも火源に正対する表面は、z/Lf が0.5以下
の 続火 域で、最も高い温度を示しているが、L/D=0、Q=255ｋＷでは、他の条件に比べて、側
面・裏面の温度上昇が目立っている。これは、図2.8に見られるように、火源が柱に接する場合、
その発熱速度が大きいと、火炎が柱側面にまわり込むことの影響を表すと考えられる。床面上の
火炎に曝露される梁では、部材断面方向の温度分布は比較的均一で、その予測も、梁軸方向のみ
格子分割した差分法で比較的良好な精度が得られたが7）、柱の一面が加 れる場合、断面方向に
このように大きな温度差が生じるのであれば、少なくとも差 よる温度予測は困難と思われ
る｡連続火炎域（z/Lf *≦0.5）の正面温度も、図2.10より図2.12のほうが顕著に大きいのは、側面
の加熱・温度上昇により加熱の局部性に由来する熱損失が抑制されるのが一因だろう。 
図
＊
＊
連 炎
熱さ
分法に
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２．１．３ 実大規模実験概要 
 ２．１．２項では、壁や天井から独立した柱が局部的な火災加熱を受ける状態を想定
した模型規模の実験を行い、部材全体の加熱性状と熱的応答性状を明らかにした。それらの
結果は高さを火炎高さで除した無次元高さでまとめられているため、既往の研究により定義さ
れている自由空間における乱流拡散火炎の高さ Lf*(m)と、Q*との関係を用いれば、縮尺の
異なる場合にも火源寸法、発熱速度から火炎高さを求めることで、入射熱分布などを推定
することが出来る。ただし、これは Q*が同じならば火炎からの加熱強度も同じとなること
が前提であり、実際には火炎の見かけの放射率の違いなどから、さらに規模が大きくなる
と加熱強度も大きくなる恐れがある。 
 以上のことを踏まえ、実大規模の実験を行い、火源正面への入射熱、温度分布などを計
測した。実験から得たデータは、火炎高さ計測が不可能であったことから自由空間中の正
方形火源上の火炎高さの実験式を用い算出した値についてまとめた。 
１） 実験装置および実験条件 
 実大規模での柱面の加熱性状および熱的応答性状を把握するため、図２.1 に示す装置で
実験を行った。 
 火源は、模型規模実験の場合の２倍である一辺 1.0(ｍ)の正方形の拡散型バーナーを使
用した。燃料には燃料用プロパガスを使用し、その流出を一定に保つためにグラスウール
の上に砂を敷いた。
柱部材として、厚さ 16(mm)、一辺 450(mm)の正方形断面で内部が空洞の角型鋼管部材を
使用し、それらと梁・天井面からなる実験用架構を組んだ。柱の一方は熱流束計設置孔を
開け入射熱計測に、もう一方は熱電対を設置し温度計測に用いた。 
図 2.14 実大規模実験実験装置 
 
角型鋼管 
450×450×3000×16（ｍｍ） 
角型拡散火炎バーナー 
1000×1000（ｍｍ） 
 
 前述のように火炎に曝露される部材の加熱性状を支配する要因は、部材に沿う火炎長さLf（ｍ
）と考えられており、２．１．２項の模型実験においてもその加熱性状は高さを火炎高さで除
したz/Ｌｆで上手くまとめることができた。火炎長さLfは、部材の条件別に無次元発熱速度
Q*に支配され10)、ここでは、前項の実験との比較を容易にするため、Q*が同じ値となるよう
に発熱速度Q*(kW) を変化させた。実験条件を表２．３に示す。 
 
表２．３ 実験条件 
ガス流量 (l/min) 発熱速度 Q*(kW) Q*（－） Lf *（ｍ） 
182 274 0.26 1.44 
372 558 0.53 2.30 
554 831 0.79 3.00 
743 1115 1.06 3.58 
1051 1578 1.50 4.11 
1402 2103 2.00 4.62 
 
表中の発熱速度はプロパンガスの流量によって制御し､その完全燃焼を仮定して算出した値と
なっている。また、 f は自由空間中の正方形火源上の火炎高さの実験式で から導かれる参考
値である。 
また､火源と部材との水平距離 Lはバーナー辺長 に対して、 =0, 0.05, 0.10の３段階
となるように設定し、それぞれの において上記の発熱速度にて計測を行った。 
 温度計測部材での温度計測は、火源側の部材表面において225(mm)間隔､側面・裏面では
450(mm)間隔で行った。また、入射熱量計測部材では、225(mm)間隔で計測を行った。前項
の模型規模での実験では、局部火災加熱を受ける角型鋼管の加熱性状を把握するために、
柱側面の加熱性状についても計測を行ったが、本実験での計測は火源正面のみとした。 
 
L * Q*
D L/D
L
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 ２） 測定項目および実験方法 
①測定項目 
 本実験では、局部火災加熱を受ける柱部材の温度・入射熱分布を計測した。ただし、温
度分布計測は L＝０の場合についてのみ行った。 
入射熱は熱流束計からの出力を、温度に関しては熱電対からの値をデータロガーを通し
てパソコンで計測し、加えてサーモビュアー（赤外線熱映像装置）による計測を行った。 
熱流束計は直径 15ｍｍの Schmide （最大レンジ 150ｋW/㎡）を
使用し、計測面が測定面と水平かつ同一面となるように設置した。熱電対は直径 0.2ｍｍ
の K(クロムアルメ 電対を使用し、測 からおよそ の深さに設置した。 
 
 
―温度計測部材に 熱電対の配置― 2.2 参照のこ
・ 火源面  ３箇所  (@225 ) 
・ 側面   箇所   (@450mm  100mm) 
・ 裏面    ：７箇所  （@450mm  最下点高さ 100mm） 
            (いずれも外側表面) 
 
 
―入射熱量計測部材における熱流束計の配置ー 2.2 参照のこと） 
・ 火源面    ：６箇所 （@450mm  最下点高さ 550mm(火源面から 50mm)） 
 
 
サーモビュアーは、火炎が立ち上っている状態では部材表面ではなく火炎の表面温度を表
示してしまう。そのためサーモビュアーによる部材表面温度の計測は、部材温度が定常に
達した時点で、一度燃料供給バルブを短時間閉鎖し､柱部材が火炎に隠れないようにした
瞬間に行っている。 
温度測定は､過去の多くの実験では熱電対を使って行われているが､熱電対は部材が高温
で変形等した場合に試験体表面から剥離する可能性があり、剥離が生じたかどうかや剥離
が生じた時間を確認するのが困難なため､測定の信頼性に不安がつきまとう。今回サーモ
ビュアーも使用したのは、最も重要な安定状態での部材表面温度の把握を確実にするため
である。 
t-Boelther 型熱流束計
ル)熱 定面 0.5mm
おける  （図 と） 
 ：１ mm  最下点高さ 100mm
 ：７ 最下点高さ
（図
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②実験方法 
 柱と火源との位置関係に関して、実験条件として柱と火源との距離 L を L=0, 50, 100 
（mm）の３通り設定し、それぞれの条件で発熱速度 Q を、Q=274, 558, 831, 1115 1578, 
21
的
間
の平均を求めた。 
 度計測実験では、熱電対により２秒間隔で計測しつつ、それぞれの発熱速度で、部材
げる前に一度火炎を小
さくしてサーモビュアーでの計測も行った。温度報告値は定常状態での１分間の平均値で
あ
 
 
 
 
 
03(kW) とした場合の値を計測した。 
 入射熱の計測を目的とする実験では、発熱速度 Q を小さい順に段階的に変化させ、連続
にそれぞれの発熱速度 Q において、2 秒間隔で１０分間づつ計測を行った。各計測点で
の入射熱の時間平均を算出する際には、ビデオ映像および入射熱グラフを参照しながら、
発熱速度を上げた直後等、火炎形状（入射熱）の安定しない時期を避けて、およそ１分
温
表面温度が定常に達したと思われるまで加熱を続け、発熱速度を上
る。 
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 ３） 実験結果 
直方向入射熱分布①柱正面の垂  
f
とめた。本実験では、火炎高さの計測が不可能であったため、火炎高さ実測値のかわりに自由空
f い、前項の場合と同様に無次元高さz/Lf＊について入
f
関係を示す。 
f
f 、
つまり、火炎高さに対する高さ位置が高くなるほど部材への入射熱は減少している。 
f
発熱速度の小さい =274Ｗの条件のみ、それ以上の発熱速度の場合と比較して非常に小さい値とな
っている。これは が小さいため、火炎の水平方向への拡大範囲も小さく、あまり火炎が試験隊
表面に接しなかったためである。火炎に接する面の入射熱が発熱速度に大して依存しないことは、
面上の火炎でも報告されており8)9)、火炎のふく射能自体は発熱速度には大きく依存しないと考
られるのだが、発熱速度の違いにより火炎の水平方向への拡大性状に差が生じ、接炎の有無に
響すると、入射熱は大きく異なるようである。 
また、模型規模実験では火炎基部（z/Lf *<0.2）で、入射熱が下方に向かって急減する現象が見
れたが、本実験でも同様の現象が見られる。これは柱側からも空気を巻き込んで、柱基部が冷
されるためと考えられる。  
火源と部材の水平距離で比較すると、模型規模実験ではL/Dが大きくなるほど入射熱が減少して
おり、ｚ/Lfが1以下の強い加熱を受ける領域では、L/Dがわずか0.1であっても、L/D=０の場合に
比べて同じ高さ位置での入射熱がほぼ半減していた。しかし、本実験ではL/Dが0から0.05となっ
ても入射熱はあまり変化せず、大きな発熱速度の条件では入射熱がむしろ増大している点も見受
けられる。さらにL/Dが大きくなり0.1となると、入射熱は減少し、強い加熱を受ける部分では
L/D=0の場合と比較しておよそ75％程度となっている。 
入射熱の値自体は模型規模実験の場合よりも大きく、L/D=0.05、Q＝1558ｋＷで最大値約110ｋ
Ｗ/㎡となり、強い加熱をうける部分全体を考えても模型規模実験と比較して３５％ほど増大して
いる。また、Q*が同じ条件同士を比較しても同様のことが言えるため、拡散火炎内の温度分布が
発熱速度によらないとするのであれば、これは火炎の厚みの差に起因する火炎の見かけの放射率
の違いによるものである。 
 
 
 
前項では、壁の実験8）に倣い高さ位置zを火炎高さL により無次元化し、入射熱分布についてま
間中の拡散火炎の実験式で算出した値L *を用
射熱分布をまとめた。図2.15～図2.17に、それぞれL/D=0, 0.05, 0.10の場合のz/L ＊と入射熱の
各図ともz/L ＊が0.1～0.4の範囲で入射熱が最大を示すが、発熱速度の小さい条件では最大発熱
速度は小さくなっている。各条件とも入射熱が最大となる高さ以上では、ｚ/L ＊が大きくなるほど
L/D=0の場合、模型規模実験では入射熱分布はほぼz/L *のみの関数となっていたが、本実験では
Q
Q*
壁
え
影
ら
却
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図 2.15 火源正面の * 射熱の関係  (L/D=0) 
図 2.16 火源正面の z/Lf*と入射熱の関係  (L/D=0.05) 
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 図 2.17 火源正面の z/Lf*と入射熱の関係  (L/D=0.1) 
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 ②柱正面温度と入射熱の関係 
L/D=0の場合の各発熱速度について、柱正面の表面温度が定常状態に達したときの値を図
2.18に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
縦軸は温度測定値(Ts)、横軸は温度測定位置で測定された入射熱に対して、部材全体が定常か
つ一様に加熱され、表面から再放射されると仮定して下式から求めた温度 Tsuである。  
 
      ｑ＝εσ（Tsu＋２７３）４     (2.3) 
 
ただし、ここでは火炎からのすすの付着する柱表面は黒体に近いと考えて柱表面の輻射率ε＝
１とした。この計算から求まる温度は部材内の熱伝導による影響を含んでおらず、この温
度は基本的には、加熱を一様定常と仮定し、加熱の局所性を無視して得られる表面温度で
ある。従って、実測温度とこの方法で算出された温度のずれは、加熱の局所性と熱伝導の
影響と見ることが可能である。 
TsとTsuを比較すると、Ts/Tsuは最大で0.85、最小で0.3程度となり、実験値は定常一様加
熱を仮定した場合より低いことがわかる。また、模型規模実験での値と比較すると、本実験の
方がさらに低い値となっている。これは鋼材の熱伝導率が大きいため、不均一な加熱を受ける
と部材温度が平均化されて、局部的な温度上昇が抑制されるという、局部加熱を受けることの
効果を示しており、模型規模実験との対比から、部材の寸法や材厚が大きくなるにつれこの温
度上昇抑制効果も高くなることがわかる。 
図 2.18 柱部材の火源正面温度の比較 
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③柱垂直方向の温度分布 
図2.19～2.24にL/D=0の場合の、各発熱速度における柱部材各表面の垂直方向温度分布を示す。
より、火源に正対する表面の温度が最も高く、柱内部と側面温度はほぼ同様の変化を示してい
ことが分かる。火炎長さの非常に大きいQ=2103kＷの条件では、火源正面で最高温度はおよそ
0℃、柱上端でも450℃と非常に高い温度となっていが、火源面高さよりも下部では温度上昇値
かなり小さくなっている。また、模型規模実験での最大発熱速度であるQ＝255kＷの条件では、
源正面において最高温度となる高さがz/Ｌｆ＝0.25付近であり、火源面高さ付近での巻き込み空
による温度低下が顕著であったが、実大規模実験においては最高温度となるのがｚ/Ｌｆ＊＝0.1
近とさほど顕著ではない。これはおそらく、模型規模実験の場合は試験体幅と火源寸法の比が
3であったのに対して、本実大規模実験では0.45と大きくなっていることが原因として考えられ
。すなわち、火源寸法に対する柱幅の比が小さい場合、柱裏面方向からの巻き込み空気により
炎基部付近では火炎が柱から離れる方向に移動するが、比が大きくなると次第に火炎は壁に火
が接する場合の形状に近くなり、加熱強度も増大すると考えられる。 
部材の水平方向の温度差に注目すると、模型規模実験と同様に火源正面と裏面では非常に大き
温度差が生じている。その温度差は、Q＝2103ｋＷにおいておよそ550℃、Q＝274ｋＷにおいて
よそ400℃と、あまり発熱速度間で差が無いのがわかる。模型規模実験ではQ＝255ｋＷにおいて
よそ400℃、Q＝52ｋＷにおいて280℃であり、同程度の となる条件と比較すると温度差は大
280
程度となっており、火源正面の温度がほぼ同じであるのに対して前者では側面の温度が高くな
きいと、火炎が柱側面にまわり込む
との影響を表すと考えられる。本実大実験では、試験体側面への入射熱計測は行っていないが、
図
る
80
が
火
気
付
0.
る
火
源
な
お
Q*お
きくなっている。また、柱側面と火源正面の温度差に注目すると、たとえばQ＝2103ｋＷではｚ/
Ｌｆ＊＝0.3付近で火源正面が615℃、側面で330℃、Q＝1578ｋＷでは火源正面が605℃、側面で
℃
っている。これは火源が柱に接する場合、その発熱速度が大
こ
模型規模実験と同様に実大規模においても発熱速度により、側面の加熱性状に差が生じているこ
とがわかる。 
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図 2.20 火源正面の z/Lf*と部材表面温度の関係  
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図 2.22 火源正面の z/Lf*と部材表面温度の関係  
 (L/D=0、Ｑ＝831ｋＷ) 
図 2.21 火源正面の z/Lf*と部材表面温度の関係  
 (L/D=0、Ｑ＝1115ｋＷ) 
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図 2.23 火源正面の z/Lf*と部材表面温度の関係  
 (L/D=0、Ｑ＝558ｋＷ) 
図 2.24 火源正面の z/Lf*と部材表面温度の関係  
 (L/D=0、Ｑ＝274ｋＷ) 
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 ２．２ 拡散火炎に囲まれる角型鋼管の加熱性状 
２．２．１ 目的 
第２章２．１項、「拡散火炎に近接する角型鋼管の加熱性状」では、鉄骨柱部材の局部加熱
の最も典型的な様態として、柱の一辺に火源が直面する条件について実験を行い、計算モ
デルの境界条件となる部材各位の入射熱を、発熱速度および火源と部材との位置関係から
予測できる関係を導いた。その結果、火源が柱に接する場合でも、加熱の局部性に由来す
る部材温度の抑制効果は、梁と同様程度に期待できることが分かった。 
本項では２．１項をさらに進めて、局部火災としては最も過酷な条件である、部材が火
源に囲まれる状態を想定し，模型規模の実験を行った。これにより火源に囲まれる角型鋼
管の加熱性状を明らかにし、計算モデルの境界条件となる部材各位の入射熱を、発熱速度およ
び火源と部材との位置関係から予測できる関係を導く。さらに、２．１項の結果と比較するこ
とで加熱の局部性と部材温度分布との関係について考察する。 
 
２．２．２ 実験概要 
 柱が局部的な火災により加熱される様態は、壁や天井等との位置関係により種々の場合が考
えられ、２．１項では、最も基本的な条件として、壁や天井から独立した自由空間中にある柱
と水平に一辺0.5mの正方形の拡散型バーナーが設置された状態を想定した実験を行った。本実
験では最も過酷な火源設置条件として、図2.25のように柱が火源で囲まれた状態を想定した実
験を行い、部材全体の加熱性状と熱的応答性状を測定した。本実験においては、計測した火炎
高さと既往の研究11)により定義されている自由空間における乱流拡散火炎の高さLf*(m)と
の間に比較的大きな相違が見られたため、実験から得た入射熱および温度データを分析する
際には、実際に計測された火炎高さを用い無次元化を行なった。 
 
1) 実験装置および実験条件 
 火源に囲まれる柱面への入射熱・温度分
布を把握するため、図 2.25 に示す装置で実
験を行った。前章と同じく、柱部材には□150
×150×4.5(mm)、高さ2500(mm)の普通鋼鉄骨
柱部材を２つ用意し、一方を温度測定用に、
もう一方を入射熱量測定用に用いた。中空柱
は、柱内部の中空部分の圧力上昇を避けるた
め上端を半密閉
断面と同じ一辺0.15(m)の正方形の
ナーを8個使用し、柱を取り囲むように隙間
なく設置した。燃料には燃料用プロパンを使
用し、ガスの放出がバーナー表面で一定にな
図 2.25 実験装置概要 
状態とした。火源には、柱の
拡散型バー
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 る
f
f
   Q*≡Q／ρCpTog1/2D5/2           (2.1) 
 
Q* 10)
Q* Q 。
L L *  
L *=3.5Q*n D
だし､Q*≧1.0のときｎ=2/5, Q*＜1.0のとき ｎ=2/3) 
Q*  
ものではないが、実験の縮率を実大の１／３と仮
Q で 1264ｋＷ、Q=108kW の場合 1685 kW 程度とな
様に調整した。 
前述のように火炎に曝露される部材の加熱性状を支配する要因は、部材に沿う火炎長さL（
ｍ）と考えられている。 
ここで、火炎長さL は、部材の条件別に 
 
で定義される無次元発熱速度 に支配される 。ここでは、前章の実験との比較を容易にす
るため、 が前回と同じになるように発熱速度 (kW) を変化させた。実験条件を表2.4に示す
表中の発熱速度はプロパンガスの流量によって制御し､完全燃焼を仮定して算出した値を示す。
また、 fは実際に測定された火炎高さで、 f は自由空間中の正方形火源上の火炎高さの実験式
 
  f ・               (2.2) 
 
(た
で から導かれる参考値である。
本実験は特定の用途・条件の建物を想定した
定すると、発熱速度は =81kW の場合実大規模
る。 
2) 測定項目および実験方法    
①測定項目 
実験では、柱部材の入射熱量・温度、お
ロメル－アルメル）熱電対（φ .2mm）を用
および内部中空部分では300mm間隔で行った
度燃料供給バルブを閉鎖し柱部材が火炎に隠
赤外線熱映像装置）による部材表面の温度
ｍのSchmidt -Boelther型熱流計（最大15
600mmで火源面から50mmの位置で測定を行っ
よび火炎高さを測定した。温度測定は、K（ク
0 い、部材表面において150mm間隔で､側面、裏面、
。また、部材温度が定常に達した時点で、一
れないようにした瞬間に､サーモビュアー（
分布の測定を行った。入射熱量は、直径１５ｍ
W/c㎡）を使用し150(mm)間隔、最下点は、高
た。 
験条件 
ス流量 発熱速度 Q* Lf(m) Lf* (m) 
表2.4 実
ガ
(l/min) :Q(kW) (-) (実測値) (理論値) 
27 40.5  0 .26 0 .68 0 .65 
54 81.0  0 .53 1 .00 1 .04 
81 121.5  0 .79 1 .19 1 .36 
108 162.0  1 .06 1 .44 1 .65 
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 ②測定方法 
 入射熱測定用部材、温度測定用部材それぞれにバーナーを設置し測定を行った。入射熱
量の測定を目的と では れの 速度 づつ い順に連
続して測定を行った。各測定点での入射熱量の報告値を算出する際には、ビデオ映像およ
び入射熱量グラフを参照しながら、プロパンガスの流量を増加させた直後等、入射熱量の
安定しない時期を避けて、およそ１分間の平均を求めた。また、ビデオ影像から同様の時
期を選んで平均火炎 求め 度測 でも、 から大へ せ、それぞ
材表面温度が定常に達するまで加熱を続けた。各測定点の温度報告値は、
消
 
する実験 、それぞ 発熱 Qで２分間 、Qの小さ
高さを た。温 定実験 Qを小 変化さ
れの発熱速度で部
火直前の30秒間の平均値である。 
 
 
写真 3 実験風景（Q=40.5kW）       写真 4 実験風景 （Q=121kW） 
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３） 実験結果 
 
①火炎高
 前述の
定された
図中に理
炎高さL
測値とを
ことがわ
間中の火
高さとL
 0
1
2
0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2
Q*(-)
図2.26　火炎長さと発熱速度の関係
Lf
/D
実測値
理論式
累乗 (理論式)
累乗 (実測値)
（理論式）
y = 3.5x0.667
y = 3.0525x0.5266
3
4
(-
)
さ 
ように火炎高さLf（ｍ）は一般に、無次元発熱速度Q*に支配される。図2.26は測
火炎高さLfを火源寸法Dで無次元化したものとQ*との関係を示したものである。 
論式と示されているのは、前述の2.4式によってQ*から導かれる自由空間中の火
f *である。図中に累乗近似曲線および近似式を示す。理論式から導かれた値と実
比較すると、Q*が大きくなるにつれて火炎高さが2.4式上より小さくなっている
かる。前章では、柱への入射熱や温度分布を整理する際に、観測高さzを自由空
炎高さLf *を用いて無次元化したが、本章の条件では上記のように測定された火炎
f *の傾向が異なるため、測定された火炎高さを用い無次元化を行なう。 
46
 ②部材垂直方向の入射熱分布  
置zを、各発熱速度において計測した火炎高さLfにより無次元化し、入射
熱との比較を行った。図2.27に、z/Lfとそれぞれの発熱速度における入射熱の関係を示す。
また、表2.5にそれぞれの条件での入射熱の数値データを示す。 
図2.27を見ると、どの発熱速度でもz/Lfが0～0.2の範囲で入射熱が最大を示し、入射熱
が最大となる高さ以上では、ｚ/Lfが大きくなるほど、つまり、火炎高さに対する高さ位置
が高くなるほど部材への入射熱は減少している。図2.4の火源が接する条件での分布では、
入射熱が最大となる高さがz/Lf*=0.2～0.4であり、またz/Lf*=0付近では極端に入射熱が減
少している。この今回と前項の条件での入射熱分布の相違は、火炎への空気の巻き込みに
よるものである。 
前項の条件すなわち、柱の一方の側面に火源が接する場合では、部材側から火炎へと巻
き込まれる周囲の空気は、熱伝達により部材を冷却しつつ、火炎を部材から離す方向の流
れを作る。火源より多少高い位置になるとプリュームの水平方向への拡大によって火炎と
部材は接する。以上のような要因から入射熱分布は、火源高さ付近では低く、z/Lf*=0.2～
0.4付近で最大となる図2.4のようなものになる。しかし今回の条件、柱が火源に囲まれて
いる状態では、火炎へと巻き込まれる空気は火炎が柱に接するようになる向きに作用する。
その結果、柱基部は冷却されないため、入射熱最大値は火炎の基部に出現することになる。
火炎内での入射熱は、本実験の範囲では、概ね発熱量が大きいほど、大きい値を示す傾向
見られた。z/Lf>1では、入射熱は10kW/㎡未満にとどまっている。 
ここでは高さ位
が
0
5
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図 2.27  z/Lfと入射熱の関係 
  
 
 
 
*
入射熱 高さ z＝0.05(m) 36.7 40.2 42.8 42.2
[ｋW/㎡］ 0.20 26.2 35.6
 
 
 
 
 
 
0.35 15.9 28.8 40.2 46.1
0.50 7.7 20.9 34.9 42.6
0.95 4
1.10 2.2 3.0 9.2 10.9
 
 
 
 
最大入射熱に着目すると、まず、発熱速度の相違に比べて最大入射熱には大きな差が見
られないことが特徴的である。40.5ｋＷから162ｋＷと発熱速度が４倍になっても最大入
射熱はおよそ20％しか差がない。これは火炎が部材に接する場合に顕著な現象である。ま
た、前項の条件の場合と比較すると、値そのものが70％ほどになっている。これは、今回
の条件では火源設置条件の違いから、柱のすべての側面に火炎が分散
1.40 1.3 2.0 4.6 5.8
z：火源面からの高さ
表 2.5 火源に囲まれる角型鋼管への入射熱 
発熱速度　Q (kW) 40.5 81.0 121.5 162.0
無次元発熱速度 Q  (-) 0.27 0.53 0.80 1.06
42.7 46.0
0.65 4.0 10.4 23.0 29.9
0.80 3.9 8.4 19.1 26.7
3.1 .9 13.2 16.1
1.25 2.1 3.2 7.4 9.1
1.55 1.3 2.0 4.1 5.1
1.70 1.1 1.8 2.6 3.7
 
しているため火炎厚
さ、火炎の幅が小さくなっているためである。今回の実験では、柱の各面に放射を及ぼし
得る範囲にあるバーナー火炎の部分発熱量は全体の3/8であり、今回の最大発熱量Q=162kW
に対しては約60kWである．この値は前項実験の最小値52ｋWに近いが、図2.27，2.4による
と、入射熱の最大値がどちらも約46kW/㎡で近い値になっている。 
③柱正面温度と入射熱の関係 
 実験条件それぞれについて、柱部材表面温度が定常状態に達したときの値を図2.28に示す。
縦軸は温度測定値(Ts)、横軸は温度測定を行った位置に対応する位置で測定された入射熱を用
いて、部材全体が定常かつ一様に加熱され、表面から再放射されると仮定して2.4式から算出し
た温度Tsuである。  
火源が角柱の一辺に接する前章の条件では、実測温度は実測入射熱による定常加熱を仮定し
た場合より低くなったが、図2.28を見ると本実験の条件、柱が火源に囲まれた状態では、実測
温度と入射熱から求めた温度に大きな相違は見られない。 
つまり柱の各面に、高さごとに一様な加熱が加わると、前章の条件で見られたような温度上昇抑
制の効果はあまり見られない。今回実験に用いたような形状の鋼材では、鉛直方向の熱伝導によ
る温度上昇抑制効果はあまり大きくないことが分かる。逆にいえば、前章の条件のように加熱が主
に部材の一方からなされる場合、熱伝導により水平方向に熱が逃げることで部材の温度上昇が抑
制される割合が大きいことが、本実験の結果からあらためてわかる。 
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④柱部材垂直方向の温度分布 
図2.29～2.32にそれぞれの発熱速度における柱部材垂直方向の温度分布を示す。図中には図
2.28と同様の方法で入射熱から求めた温度分布を示してある。各発熱速度で、垂直方向に大きな
温度差が生じており、火源から上の部分だけを見てもQ=162ｋＷで約400℃の温度差がある。いず
れの場合もz/Lf=0～0.5の連続火炎が存在する領域で最も高い温度を示している。各計測点での温
度は、火源高さ付近を除き入射熱から求めた温度とほぼ一致している。この点は前項の条件での
温度分布と大きく異なっていて、局部加熱に対する鋼材の効果があまり
図 2.28 柱部材温度の比較 
発揮されていないことが
わ 前項の条件に比べかなり高くなっている。 
に留まっている。 
かる。また、内部空間の温度も
本実験では部材内の熱伝達についてまで相似側を考慮したわけではないが、今回の条件、柱が
火源に囲まれるような状態が想定される場合、Q=40.5ｋＷで部材最高温度は500℃を超え、
Q=121.5ｋＷでは650℃程度にもなるため、耐火鋼であっても慎重な検討が必要となる。しかし、
ｚ/Lf>1では300℃以下
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図2.32　柱垂直方向の温度分布(Q=162kW)
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 ２．３ 角型鋼管の加熱性状に関する考察と実火災への適応 
 
第２章２．１項、２．２項において、局部火災加熱を受ける角型鋼管の加熱性状につい
て実験を行い、鉄骨柱部材に対する自由空間中の拡散火炎による加熱強度分布が把握され
た。しかしながら、火源寸法の異なるこれらの実験での結果を比較すると、火炎性状を支
配するQ*と計測点の相似的位置をあらわすz/Lfが同じ条件であっても、入射熱に大きな差
が見られることがわかる。 
自由空間中の拡散火炎内の温度分布は、長谷見や寺井・新田、McCaffreyなどにより調
査されており、火炎が常に存在する連続火炎領域では一定値、間欠火炎が及ぶ間欠火炎息
では高さに反比例し、基本的に発熱速度には支配されないとされるようである。２．１．
２項の考察にもあるように、火炎の温度分布が発熱速度によらずほぼ同じであるのなら、
これら実験間での計測入射熱の差は火炎の放射率によるものであるといえる。 
火炎の放射強度（ｑｒ）は、火炎温度 Tf が一様で、火炎の放射率が火炎の厚さに依存す
ると仮定すると、簡易に下式にて表される。 
 
εf :火炎の放射率 k:火炎の吸収係数、ℓｍ：平均光路長 
と近似することができる。ℓｍは本実験において火炎形状を直方体で近似すると 0.9D、円
筒で近似すると 0.8 D（D は火炎の代表寸法）となる。 
ｋは燃料や燃焼状態、すなわち Q*が同じならほぼ同一の分布を示し、一定の値で代表さ
れると考えられるが、εf は光路長の長さ、即ちスケールの影響を受ける。プロパンガス火
炎ではｋは 0.9～1.9 程度とされ 12）、２．１．１項の模型規模実験において、火炎を直方
体にて近似し、ｋ＝1.9 とするとεf＝0.57 となる。また、同様に実大のものを、求めると、
0.82 となる。 
 ここで、これら実験値からεf＝1 の場合の入射熱分布を求めるには、それぞれの実験
値をそれぞれの放射率で除してやればよい。このようにして算出した、εf＝1 の場合の入
射熱分布（L/D=0 の場合）を、図 2.32 に示す。 
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 これ
実際の建築物等に適応する場合、想定する火源条件から火
導かれる入射熱にその放射率を乗じることで、実際の入射
 仮に各入射熱データを包括的に近似することを考えると
 
f＜
 
 
図 2.33 火源正面の z/Lf＊と入射熱の関
 (εｆ＝1 を想定した
は、前述のように火炎の放射率が 1 である場合の z
z/L 0.4 
 ｑ＝120  （ｋＷ/㎡） 
 
z/Lf≧0.4 
ｑ＝20（z/Lf）-1.95  （ｋＷ/㎡）  ・・・（2.6） 
  ｑ＝20（ｚ/Ｌ ）－1.95 120 ｑ＝1 10
射熱の関係であるので、 
炎の放射率を算出し、上図から
熱を得ることとなる。 
、以下のように表される。 
ｆ
係  
場合) 
/Lfと入
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２．４ 加熱性状に関するまとめ 
  局部火災加熱を受ける鉄骨柱部材の表面入射熱量分布、表面温度分布を測定した結果、以下の
様な知見
 
① 柱の一側面に火源が近接する条件において、火災加熱の局部性に由来する柱部材温度上昇
の抑制効果が確認された。即ち、実験により測定された柱表面の温度は、柱全体が同じ入
射熱で定常一様加熱を受けると仮定する場合よりも低く、模型規模実験では計算値に対し
て L/D=0の場合、最大で９割、最小で５割程度、 L/D=0.1の場合には最大で６割、最小で
３割程度であった。また、実大規模実験では、L/D=0の場合、最大で９割、最小で３割程
度であり、両者の比較から幅厚比が大きいほど加熱の局部性に由来する温度上昇抑制効果
は顕著となることを確認した。また、柱が火源に囲まれる条件ではこの温度上昇抑制効果
はほとんど見られないことから、これらは加熱を受ける側面から非加熱面への熱移動が主
たる原因であることがわかる。 
 
②  柱の一側面に火源が近接する条件において、連続火炎域での柱の加熱性状には壁面上の
火炎とは明瞭の相違があった。即ち、火源正面の柱表面入射熱は、壁面のそれよりも低く、
また壁面では、連続火炎域の入射熱がほぼ一定であるのに対して、柱では各実験条件とも、
/Dが
大きくなるほど入射熱量が減少し、ｚ/Lf＊が1以下の強い加熱を受ける領域では、火源と部
間にL/Dで0.1だけでも隙間が存在すると、 L/D＝０の場合に比べて同じ高さの入射
し、実大規模実験においてはL/D＝0.05の場合の入射熱はL/D＝０
の場合とほとんど相違が無く、上記の現象はL/D＞0.1程度で生じるものと考える。 
かなり大きな温度差が生じ、
L/D=0, Q=255kWの場合、同一垂直面で最大約500℃，同一水平面で最大約400℃の差が
生じた。また、 L/D=0の場合Q=52kWでも部材最高温度は500℃を越え、Q=255kWでは約
700℃となるが、L/D =0.1の場合、Q=255kWでも部材最高温度は約400℃であった。 
 
⑤  火炎の放射率についての考察から、柱の一側面に火源が近接する条件での火源正面
の加熱性状を火源寸法から導く方法を示した。即ち、火源寸法をD（正方火源）とす
ると火源正面の加熱強度ｑは、 
z/Lf＜0.4 の範囲で ｑ＝120×(1－e－k×0.9D) （ｋＷ/㎡） 
z/Lf≧0.4 の範囲で ｑ＝20×(1－e－k×0.9D)×（z/Lf）-1.95  （ｋＷ/㎡）となる。 
を得た。 
無次元高さz/Lf＊が0.2～0.4の範囲で入射熱が最大を示し、L/Dが増すほどz/Lf＊の値が大
きい位置で入射熱が最大となった。 
 
③  火源と柱の距離が、柱の加熱の緩和に著しく効果的であることが分かった。即ち、L
材との
熱がほぼ半減する。ただ
 
④  各条件とも垂直方向および水平方向いずれにも、
  
 
 
第３章 
有限要素法による角型鋼管の温度分布予測法 
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３．１ 目的 
 第 2 章では拡散火炎に近接する角型鋼管について、部材の加熱条件を測定し、床上の火
源の発熱速度と火源・部材の幾何学的条件との関係で整理した。また、同様に拡散火炎に
囲まれる角型鋼管の加熱性状についてまとめた。局部火災加熱される構造部材の耐火設計
における応力計算を考える場合、これらの入射熱データを伝熱に関する数値計算モデルに
入力して部材の温度を予測することができれば、より様々な材質、部材形状への応用が可
能となる。熱伝導解析に関しては、有限要素法や差分法等が挙げられるが、本研究では金
属のように物性値や高温時の特性が比較的良く把握されている材料に用いられる有限要素
法による解析を行なった。有限要素法は工学的諸問題の実際的の数値解析手法として、構
造力学、熱、流体、電気などの方面に良く用いられるが、本研究における熱伝導現象を有
限要素法により解くためには、以下のような問題を解決する必要がある。 
 試験体表面への正味の熱伝達は、試験体表面温度自体に依存する。しかし実験において
用いた熱流計は水冷されているために、その表面温度は試験体のそれとは大きく異なる。
したがって、有限要素法の計算モデルに実験から得た入射熱データを入力する場合、試験
体と熱流計の表面温度の差異による対流および放射の誤差を、何らかの方法で修正する必
要がある。 
 また、解析モデル上の対流熱伝達境界の設定時に定義する対流熱伝達率 h は、周囲流体
の温度、成分、流速、さらに物体表面の形状等に依存する。それゆえ本実験のような条件
でどのような値をとるか明確でないため、温度計算値と実験値を比較して試行錯誤的に対
流熱伝達率ｈを推定する必要がある。 
 そこで本章では、まず２章の[火源に囲まれる角型鋼管]の実験データを有限要素法の境
界条件として用いて温度応答解析を行なう際に必要な実験パラメータの推定方法ついて考
察する。つぎにそのデータを用いて試行錯誤的に対流熱伝達 h を推定する。その後、推定
した h を使用して各条件での部材の温度分布予測を行ない、実験結果との比較を通じて解
析方法の妥当性を検証する。 
 有限要素法による計算プログラムでは、構造解析に対する機能が充実しており、熱を応
力を連成して解析する場合には最も有効な計算手法であるほか、要素の分割数を増やせば、
部材各部分の境界条件を厳密に計算に組み込んだり、温度を詳細に比較することが可能で
ある。このように、局部火災加熱される構造部材の温度予測を有限要素法を用いて行ない、
実用精度での解析が可能となれば、精密な耐火設計が可能となるばかりでなく、実験では
崩壊を起こすような条件でも、熱・応力連成解析により計算で耐火性能に関する予測が可
能となる。また、以上のような解析が可能となれば、局部火災を仮定した建築物の設計に
おいて、実験により耐火性能を評価しようとする場合、事前に実験条件や実験計画を決定
するための計算を行なうことも可能となる。 
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３．２ 拡散火炎に囲まれる角型鋼管の温度応答計算 
３．２．１ 有限要素法を用いた解析モデルの概要 
 解析には汎用有限要素解析プログラムＡＮＳＹＳ（version 6.1）を用い、これを計算機
上(VT-Alpha6)で実行した。 
ここで行なう温度解析において境界条件となる角型鋼管への入射熱について図 2.27 を見
ると、入射熱は火源高さから材軸方向への距離が増すに従い減衰している。また、各側面
の入射熱量分布は同一であるが、角型鋼管内部での放射伝熱を考えた場合、2 次元での解
析では不充分と考えられるため、ここでは 3 次元定常伝熱解析を行なった。 
寸法 150ｍｍ×150ｍｍ×5、高さ 2500ｍｍの□型普通鋼柱部材が、高さ 500ｍｍにおい
て火源に囲まれ、加熱される状態を解析の対象とした。図 3.1 に解析に使用した有限要素
モデルを示す。材軸方向の要素寸法は 50mm とし、材軸方向に 50 の要素に分割した。鋼材
は熱伝導率が高く、厚さが 4.5mm と薄いため、図 3.1 にあるように、厚さ方向は要素分割
せず、断面全体で 28 の要素を設けた。部材自体を構成する要素は 3 次元の熱伝導機能を備
え、それぞれ 8 つの節点を有し、各節点にそれぞれ 1 自由度(温度)をもつ。この柱部材(普
通鋼)の要素に対しては、図 3.2 のように熱伝導率の温度依存性を仮定した 13）。また、部
材表面に対しては部材からの再放射を考慮し、さらに火源に面する部材外側表面には、実
験により得られた入射熱(表 2.5 参照)を荷重条件として与えた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     
 
      図 3.1  解析モデル 
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３．２．２ 温度予測計算における境界条件及び仮定条件 
 部材の火源より上部の加熱を受ける外側表面(以降、加熱面と表記)に、面荷重として熱
流束を定義した。また、部材表面全体に部材からの再放射を考慮するための熱伝達境界面
を与えた。 
有限要素法による解析を行なうにあたり、次の仮定をおいた。 
①解析の境界条件に用いる入射熱には、表２．５に示した実験データを用い、さらに図
3.3 に示すように、材軸方向に対して測定点の間を直線で補間した値を各要素に与えた。 
②試験体各部分への入射熱を水平断面で比較した場合、同一側面内であっても分布が生
じているはずである。本来ならば分布を考慮した解析を行うべきではあるが、試験体
の水平断面への入射熱の分布は実験による測定を行っていないため、試験体各面への
入射熱は水平方向に対しては均一であるとした。 
③加熱を受ける部分の放射率を、すす等の付着を考慮して1とし、その他の部分は内部中空部
を含め鋼材平滑面の標準的な値0.79とした14）。 
④試験体内部空間の空気温度は試験体温度とあまり差がないことから、試験体内部での対流熱
伝達は無視した。 
 
３．２．３ 熱収支パラメータの推定 
 有限要素法による温度解析では、表面入射熱を境界条件として入力する必要がある
が、実験で測定した入射熱データを直接境界条件として入力すると、解析結果は、実
験値に対して著しく高温側にずれた値となる。試験体表面への正味熱伝達は、試験体
表面温度自体に依存するが、実験に使用した熱流計は水冷式であるため、試験体表面
温度(Ts)と、熱流計測定面の温度(Tg)にはかなりの温度差が生じている。実験で測定さ
れた値が、試験体への正味の入射熱である（熱流計と試験体の表面温度が等しい）と
して補正をせずに計算を行うと、熱収支において対流および放射による損失を大きく
しなければ実験結果と大きな差が生じてしまい、この時の熱伝達率の値は、通常の火
災現象の範囲から推定されている値を大きく超えていた。以上から実験により測定し
た入射熱データをそのまま入力データとして計算に使用すると、この温度差に起因す
る誤差が生じると考えられる。 
柱が火炎に接する場合の試験体表面への正味の入射熱（qnet）を求めると、次式によ
り表せる６)。 
 
qnet=h(Tf0-Ts)+αs(ψfqr+(1-ψf)σTa
4)-εsσTs
4   ･･･(3.1) 
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 ：
qr ：火炎の放射強度 
h ：対流熱伝達率 
Ta ：実験場内の周壁平均温度
Tf0：試験体周囲空気温度 
 
αs：試験体表面の吸収率  
αg：熱流計表面の吸収率 
εs：試験体表面の放射率 
εg 熱流計表面の放射率、 
 
 
Ts ：試験体表面温度 
ψf :試験体から見た火炎の形態係数
σ :Stefan-Boltzman 定数（5.67×
10-11kW/m2K4） 
 
また、熱流計と試験体表面の温度差による熱伝達率 h の違いが無視できるとすると、熱
流計が示す入射熱量(qg)は、 
 
qg=h(Tf-Tg)+αg(ψfqr+(1-ψf)σTa4)-εgσTg4   ･･･(3.2) 
 
となる。ただし、αs=εs、αg=εg で、実験中は試験体表面、熱流計表面ともにすすに覆わ
れていたことから、αs＝αg＝εs＝εg＝１と仮定して、(3.1)(3.2)式から、試験体への正
味の入射熱を qgを用いて表すと 
qnet= qg-h(Ts-Tg)-σ(Ts4-Tg4)   ･･･(3.3) 
 
となる。⑥式の第一項は熱流計の指示値、第二項・第三項はそれぞれ雰囲気周壁温度Ｔｇ
での表面熱伝達・放射をあらわす。即ち、試験体と熱流計との温度差による差を補正しつ
つ試験体の温度解析を行う場合、表面荷重条件として入射熱計測値を与え、対流熱伝達・
放射境界を設定する際に入力する周囲空気温度・周壁温度に熱流計温度Ｔｇを用いればよ
い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 計測
 
 
 
 
 
 
: 入射熱（測定値）
点の間を
直線で補間
火源面高さ
Surface load boundary
 
    全ての側面に同一の境界を設定 
 
図 3.3 柱への入射熱分布            図 3.4 解析モデル上の入射熱境界 
 60
３．２．４ 対流熱伝達率の推定  
3.3 式の対流熱伝達率 h は周囲流体の温度、成分、流速、さらに物体表面の形状等に依
存する。それゆえ本実験のような条件でどのような値をとるか明確でないため、Q=81kW に
ついてｈを変化させて温度分布を計算し、温度計算値と実験値を比較して試行錯誤的に対
流熱伝達率ｈを推定する。以降の検討ではここで求めたｈを使って、各入射熱条件に対す
る温度計算を行ない、計算法の妥当性を検討することになる。 
まず、h の値をいくつか仮定し、解析モデルの対流熱伝達率として設定した。また、そ
の際に必要となる周囲空気温度として熱流計表面温度（Tg）を用いた。この熱流計表面温
度についてだが、実験中の熱流計表面温度を熱電対等で直接測定することは物理的に非常
に困難であり、また、熱流の指示値と冷却水温から熱流計表面温度を求める方法もあるが、
今回のような火災実験において測定する試験体面の温度が高い（例えば 300℃以上）場合
は、以下のような理由から冷却水温を熱流計表面温度と読み替えてもさほど著しい誤差は
生じないと考える。 
1. 冷却水（水道水、温度１６℃）は、熱流計温度を一定に保つために規定された量(0.6l/
分)を常に供給し、冷却後の水温が概ね 26℃で一定であった。 
2. 実験に使用した Schmidt-Boelter 型の熱流計のセンサー部は、半径方向および軸方向
の両方で冷却されるために、表面に大きな温度勾配が生じない。 
0
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以上のように、冷却水温を熱流計表面温度と読み替えてもさほど著しい誤差は生じないた
め、熱流計測定面の温度(Tg)の値
299K を用いた。 
 図 3.5 に各ｈごとの温度計算
結果を示す。
には、熱流計を通過した冷却水温度として測定された
耐火設計において
     
図 3.5 ｈごとの温度解析値 
 
最も重要となるのは部材の最高
温度であるので、温度分布のピ
ークを参考にｈを推定すると、
ｈ＝0.0040kW／㎡ｋとなる。同
様の検討はほぼ同規模の梁につ
いても行なわれているが 6）、そ
の時の h（ｈ＝0.01kW/㎡ K）よ
りも小さい値となっている。 
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．２．５ 有限要素法による計算結果と実験結果との比較３  
 図 3.7～3.10 に各発熱速度での温度解析値と実験値を示す。部材の最高温度だけに注目
すると、非常に良く一致していて、最も差異の大きい Q=40.5kW においても誤差は約５％
である。また、部材全体の温度に関して解析値と実験値を比較すると、誤差は z/Lf＝0.5
付近で大きく、最大 20％程度である。発熱速度が大きくなると部材温度がピークとなる点
にややずれを生ずる。そのため 0.3≦z/Lf≦1 の範囲では解析値が実験値をしたまわって
いる。また、部材の上端や下端付近といった温度の低い範囲では、解析値が実験値を上ま
わる傾向が見られる。これは、対流熱伝達率ｈが実際は部材周辺空気温度が低くなるにつ
れ大きくなると考えられるのに対して、解析モデルでの対流熱伝達計算の際にはｈを一律
にきめているためと考えられる。耐火設計において構造部材の力学的応答を計算する場合、
部材温度がピークとなる点付近の高温部の温度分布が把握できれば良いと考えるが、もし
低温部までも含めた、詳細な計算を行なう場合、部材周辺空気温度に従って h を変化させ
る必要がある。 
図 3.6 解析結果コンター図  
（Q=81kW） 
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３．３ 拡散火炎に近接する角型鋼管の温度応答計算 
３．３．１ 有限要素法を用いた解析モデルの概要 
 解析には汎用有限要素解析プログラムＡＮＳＹＳ（version 5.6）を用い、これを計算機
上(VT-Alpha6)で実行した。 
ここでは第 2 章の、火源が接する条件での実験条件に基づいて、拡散火炎に接する角型
鋼管の温度解析を行なった。温度解析において境界条件となる角型鋼管への入射熱につい
て第 2 章の実験結果を見ると、火源正面、側面に全く異なった加熱が加えられており、そ
れぞれの面での入射熱も垂直方向に分布を生じている。また、このように各側面の入射熱
量分布が異なるため、角型鋼管内部での放射伝熱が解析結果に与える影響は大きいと考え
られる。以上のことから 2 次元での解析では不充分と考えられるため、ここでも 3 次元定
常伝熱解析を行なった。 
寸法 150ｍｍ×150ｍｍ×5、高さ 2500ｍｍの□型普通鋼柱部材が、高さ 500ｍｍにおい
て火源に接し、加熱される状態を解析の対象とした。図 3.11 に解析に使用した有限要素モ
デルを示す。材軸方向の要素寸法は５０mm とし、材軸方向に５０の要素に分割した。鋼材
は熱伝導率が高く厚さが 4.5mm と薄いため、図 3.11 にあるように、厚さ方向は要素分割せ
ず、断面全体で 28 の要素を設けた。部材自体を構成する要素は 3 次元の熱伝導機能を備え、
それぞれ 8 つの節点を有し、各 点にそれぞれ 1 自由度(温度)をもつ。この柱部材(普通
鋼)の要素に対しては、図 3.12 のように熱伝導率の温度依存性を仮定した。また、部材表
面に対しては部材からの再放射を考慮し、さらに火源に面する部材外側表面には、実験に
より得られた入射熱(表 2.2 参照)を３．２項の｢拡散火炎に囲まれる角型鋼管の温度応答解
析｣と同様に表面荷重条件として与えた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          図 3.11 解析モデル 
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 ３．３．２ 温度予測計算における境界条件及び仮定条件 
、表面荷重として熱流束を定義した。
にあたり、次の仮定をおいた。 
射熱の分布は実験による測定を行っていないため、試験体各面
図 3.14 解析モデル上の入射熱境界 
火源正面、側面にそれぞれの入射熱デ－タ
を入射熱境界として設定 
 
図 3.13 柱への入射熱分布 
 前条件と同様に、部材の火源より上部の外側表面に
また、部材表面全体に部材からの再放射を考慮するための熱伝達境界面を与えた。 
有限要素法による解析を行なう
① 解析の境界条件に用いる入射熱は、表２．２に示した実験データを用い、さらに図
3.13 に示すように、材軸方向に対して測定点の間を直線で補間した値を各要素に与
えた。試験体表面での対流熱伝達の計算に関して３．２項で求めた、対流熱伝達率
ｈ＝0.0040kW／㎡ｋを用いた。 
② 試験体各側面への入射熱を水平断面で比較した場合、同一側面内であっても分布が生
じているはずである。本来ならば分布を考慮した解析を行うべきではあるが、試験
体の水平断面への入
への入射熱は水平方向に対しては均一であるとした。 
③ 加熱を受ける部分の放射率を、すす等の付着を考慮して 1 とし、その他の部分は内部
中空部を含め鋼材平滑面の標準的な値 0.79 とした 14）。 
④ 試験体内部空間の空気温度は試験体温度とあまり差がないことから、試験体内部での
対流熱伝達は無視する。
: 入射熱（測定値）
計測点の間を
直線で補間
火源面高さ
Surface lo yad boundar
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３．３．３ 有限要素法による計算結果と実験結果との比較 
され、
験体の最高温度に注
目
は約
値はい
255kW 、約 15％である。これは、入力条件である入射熱
を
差につ
 
① 、周囲流体の成分・流速・温
影 空気温度が低くなるにつれ
そ 度によっては、対流による試験体からの熱損失が不足また
は過剰となっていると考えられる。即ち、h を経験的に定めた段階で｢火源に囲まれる
状態・Q=81kW｣の部材最高温度を参考としたが、この条件での最高温度部位周辺の空気
温度よりも、対象とする部位の周囲空気温度のほうが高い場合は低温側、低い場合は
高温側の解析結果となる。したがって本条件のように加熱の局部性が大きい場合、こ
の h の誤差が解析結果に及ぼす影響も大きくなるため、部材周辺空気温度に従って h
を変化させる必要があると考える。 
 
② 境界条件の設定で、部材表面の放射率は火炎からの加熱を受け、すすで覆われる
外表面については１、火炎に暴露されない裏面および内部表面は鋼材の標準値 0.79 と
している。しかし、実験では加熱を受ける面のすすの付着に分布が生じており、本実
験のような高温下においては放射による熱損失は大きな割合を占めるため、このすす
の付着状況に起因する放射率の分布が温度応答性状に影響していると考えられる。 
 図 3.15～3.18 に各発熱速度での温度解析値と実験値を表した図、ならびに計算結果コ
ンター図を示す。図中には測定された入射熱に対して、部材全体が定常かつ一様に加熱
表面から再放射されると仮定して2.3式から求めた温度を示してある。試
すると、どの条件でも解析値が実測値を上まわり、Q=52kW の条件では約 10％、255kW で
3％の誤差が生じている。試験体全体にわたって、火源正面、側面、裏面の温度解析
ずれも実測値を上まわっている。材端部を除いた高温域での誤差は、発熱速度が
の条件での側面温度で最大であり
、同一面内では水平方向に一様としたことに起因すると考えられる。また、これらの誤
いての考察として以下のことが考えられる。 
対流熱伝達計算の際に用いた対流熱伝達率ｈは本来
度などや固体表面の状態などによって異なるものであるが、本条件において最もｈに
響すると思われる周囲空気温度に注目すると、部材周辺
ｈは大きくなると考えられる。それに対して、解析の際にはｈを一律に決めている。
のため、部材周囲空気温
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図 3.16 計算結果コンター図 (Q=52kW) 
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図 3.15 材軸方向の温度分布 （Q=52kW） 
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図 3.18 計算結果コンター図 (Q=255kW) 
図 3.17 材軸方向の温度分布 (Q=255kW) 
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３．４ まとめ 
 局部火災を受ける角型鋼管の温度分布の温度分布を有限要素法により予測する手法を検
討した結果、次のような知見を得た。 
 
① 実験で得られた各計測点での入射熱の平均値から、計測点の間を直線で補間した値
を各要素に与えた場合、柱の温度は、実験結果に対して最高温度については約 10％、
全体の温度分布についても約２０％の誤差範囲で予測が可能となった。このことから
本報で定めた仮定や境界条件が、この種の局部的な加熱を受ける部材の熱応答予測の
実用に即すると考えられる。 
 
② 入射熱の実測値を解析の入力条件とする際の境界条件の設定方法を示した。今回の
系については試験体周囲空気温度ならびに周壁温度を計測時の熱流計温度とし、対流
熱伝達率ｈの値を 0.004kW/㎡ K とした場合に高温域での計算値と実測値が最も良く
一致することを明らかにした。 
 
③ 対流熱伝達境界での熱移動計算の際に用いる対流熱伝達 h に対する考察の結果、今
回の条件と大きく加 布を再現する場合、部
材周辺空気温度に従って h を変化させる必要があることを明らかにした。 
 
本研究の実験は模型実験であり、実大の場合には熱伝達率が異なる可能性がある。し
かし、比較的単純なモデルで計算条件や熱伝達率を調整しておけば、それらの数値を実際
の建築の予測に用いても大きな誤差は生じないと考える。 
 
 
熱強度が異なる場合や、より詳細な温度分
 
 
 
 
 
第４章 
拡散火炎に接する角型鋼管の力学的応答 
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４．１ 実験概要とその目的 
１） 実験の背景 
 前章までの研究により、局部火災加熱を受ける柱部材に関しては、火源条件の設定から
その温度分布まで予測する方法が一通り示された。実際に局部火災を想定して耐火設計を
行う場合、さらに予測された温度条件下における架構の安全性を検討する必要がある。こ
れは即ち、火災発生から鎮火後にかけて火災加熱による熱応力および鋼材の強度低下の影
響が、構造耐力上支障のある変形、溶解、破壊その他の損傷を引き起こすかどうかを検討
することである。 
 第 1 章１．２項にあるように、これら火災加熱による構造部材の力学的応答の検討は、
対象とする構造部材それぞれについて、さらには架構全体について有限要素法などを用い
その挙動を予測することで行われるものである。実際に盛期火災を想定した事例では、有
限要素法などを用いて対象建築物の架構全体の力学的応答を解析し、その安全性を示して
いるものも多い。 
 ここでそれら盛期火災を想定した力学的応答解析と、本研究の研究対象としている局部
火災加熱を想定した場合のそれの違いを考えた場合、局部火災加熱では部材内に大きな温
度分布が生じるのに対し、盛期火災を想定したものでは部材内の温度分布を考慮しないも
のが多いことがいえる。特に、第２章で述べられているように部材の断面方向の温度差が
大きいことが局部火災下の柱の熱的性状の特徴であり、この柱の加熱面と裏面との大きな
温度差に起因する熱膨張の不均一性、鋼材強度の不均一性は力学的応答に対し非常に大き
な影響を与えると考えられるのであるが、盛期火災を想定した既往の事例、研究において
はこれら部材断面方向の温度分布はほとんど考慮されていない。 
 現時点で、有限要素法により不均一な温度分布の生じた鋼材の力学的挙動を予測する
ことは、ある程度の精度では可能であると考えるが、その解析結果の整合性を検討するた
めの実験データ等は見当たらない。有限要素法などでの解析モデル構築の際には、メッシ
ュのサイズや、鋼材の応力－ひずみの温度依存性、境界条件の設定など、ユーザーの裁量
や、計算機の能力によって制限があったり、簡略化される可能性のある部分がある。これ
らが影響することも考えると、まず実験により力学的応答を把握するとともに、温度分布、
変形量などのデータを得て、それと解析結果を比較検討することで解析モデルの調整を行
うべきであると考える。 
 
 
２）実験の目的 
鋼管柱に局部的な加熱が加えられ水平断面内に大きな温度分布が生じた状況での、力学
的特性を把握すること。具体的には熱応力変形量、柱頭での熱応力変形拘束力、鉛直方向
の応力－ひずみを計測する。 
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３）実験概要 
 局部火災の生じた区画内において、柱が加熱を受ける状態は火源と部材との幾何学的関
係によりいくつかに分類されるが、本実験では加熱の局部性のもたらす力学的影響を最も
把握しやすい「柱が火源に接する状態」を対象とした。また、加熱を受ける柱の力学的挙
動は、さらに上層階の柱や梁による拘束状態にも影響を受ける。それら拘束状態は建築物
ごとに、さらには部位ごとに異なるため、まずは基本的な拘束条件においての柱の力学的
挙動を把握する。 
今回の実験では、局部火災加熱を受ける角型鋼管の力学的応答を把握するために、以下
の４種類の実験条件で実験を行った。それぞれの実験の目的、条件、計測事項、計測方法、
ならびに実験イメージを以下に示す。 
 
 
・ 実験 1 ：熱応力変形量計測 
目的  ：熱応力変形量を計測。後に行う解析での、鋼
材の熱膨張率の検討に用いる。 
拘束条件：下端固定・上端自由 
計測事項：水平変位、鉛直変位 
     試験体温度分布 
計測方法：常温～定常温度～(消火後)常温まで随時計測 
 
 
・実験 2 ：熱応力変形拘束力計測 
目的  ：熱応力変形を拘束する場合に生じる拘束力を
計測。後に行う解析での、鋼材の熱膨張率・
応力－ひずみの設定の検討に用いる。 
拘束条件：下端固定、上端水平・鉛直変位拘束 
計測事項：水平変位、鉛直変位、 
水平変位拘束力、鉛直変位拘束力、 
試験体温度分布     
計測方法：常温～定常温度～(消火後)常温まで随時計測 
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一定軸力 
・実験３ ：載荷実験 
目的  ：一般の耐火試験と同様に、軸力を一定とした
場合の時刻暦変化の計測。 
拘束条件：下端固定、上端水平変位拘束 
計測事項：水平変位、鉛直変位 
     水平変位拘束力、軸力    
試験体温度分布 
計測方法：常温～定常温度(消火後)常温まで随時計測、
軸力一定 
 
 
軸力漸増  
・実験４ ：鉛直方向圧縮試験 
目的  ：高温下(定常温度)での軸力－ひずみの関係を
計測。 
拘束条件：下端固定、上端水平変位拘束 
計測事項：水平変位、鉛直変位 
     水平変位拘束力、軸力      
試験体温度分布 
計測方法：定常温度から計測、軸力を漸増、柱が破壊さ
れるまで継続。 
 
 
４）本実験の位置づけとその後の展開 
本実験は特定の建築物を想定したものではなく、部材断面方向に大きな温度分布が生じ
た場合の角型鋼管の力学的応答を把握するとともに、有限要素法などの解析結果と比較す
ることで、その解析の整合性を検討するための基礎的データを得るための実験という位置
づけになる。 
その後、本実験で得られたデータをもとに有限要素法を用いて力学的応答の計算を行い、
解析モデルや境界条件などの設定の検討を行う（第５章）。調整した解析モデルにより、温
度分布、細長比、座屈長さ、軸力比、断面形状などを変化させて解析を行い、最終的には、
簡易な計算式によって安全性を判定する算定法が確立できるかを検討することも可能であ
る。 
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 ４．２ 実験装置概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.1 実験装置概要  
 
 図４．１に実験装置概要を示す（但し、これは軸力を加
える実験条件のもの）。本実験では、試験体に対して鉛直
荷重を加えるために門型を設置し、加力は試験体上部の油
圧式ジャッキにて行った。ジャッキによる加力・ストロー
クの制御は、実験条件にもよるが、後述の変位計あるいは
ロードセルからの出力をデジタルインディケーターにて
モニターし、それと電動油圧ポンプユニットとを連動させ
ることで行った。ジャッキと試験体の間には、軸力用ロー
ドセル、回転すべり支承、鉛直変位計測用プレートを設置
した。試験体上部の水平変位拘束は、試験体を挟むように
配置した水平変位拘束用部材にて行い、それら拘束用部材
の両端外側のロードセル(計４点)により水平変位拘束力を
計測した。なお、水平方向変位の拘束および拘束力計測は、
試験体の加熱面の法線方向に関してのみ行い、面外方向に
対しては行っていない。これは、温度分布が加熱面に対し
理想的に左右対称となる場合、面外方向への水平変位は非常に小さいと予測されるためで
ある。変位計・熱電対・ロードセルなどからの出力はデータロガーを用いパソコンにて計
写真４．２ 実験装置 （実験２）
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測、記録した。火源には 300ｍｍ角の拡散火炎バーナーを用い、燃料として燃料用プロパン
ガスを用いた。火源は試験体高さ 250ｍｍにおいて火源面が試験体に対し直角に接するよう
に設置した。本実験装置は排煙フードに接するように配置され、火源からの火炎および高
温の煙から実験装置、各計測機器を保護するとともに排煙フード内へと煙を誘導すること
を目的として、試験体を囲むように排煙用隔壁を設置した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真４．４ 
デジタルインディケーター(左上) 
電動油圧ポンプユニット(下) 
写真４．２ ロードセル 
  （計測レンジ：500ｋN）
写真４．５ 回転すべり支承 
  （ｒ＝300ｍｍ） 
写真４．３ 油圧式ジャッキ 
（最大出力 500ｋN） 
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①実験装置詳細 
実験に使用した実験装置の仕様は、実験 1 の上端自由の場合と、実験２～４の試験体上
部の水平変位拘束を行い何らかの形で軸力を加える場合の 2 種類となる。それぞれの場合
の実験装置図面を図４．２、図４．３に示す。 
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図４．２ 実験装置図面 
(拘束なし：実験 1) 
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ジャッキ　50ｔ
ロードセル　50ｔ
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回転すべり支承
試験体
バーナー
変位計測用プレート
図４．３ 実験装置図面 
(拘束あり：実験２～４) 
 なお、図面中には排煙用隔壁、変位計固定用の部材等は記載していない。門型、試験体
下部には実験場床面のボルト孔との取り合わせの都合上、十分な強度の土台を設置するこ
ととした。 
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②変位計設置状況 
 試験体の変位量計測は変位計（東京計測 CDP-100）を用いて行われた。計測は水平方
向と鉛直方向に大別され、水平方向については試験体裏面上の 7 点において、鉛直方向に
ついては試験体上部の変位計測用プレート上の 4 点において計測した。またそのほかに、
面外方向への水平変位を監視する目的で試験体側面に 1 点計測点を設けた。変位計は試験
体周囲の鉄製Ｌ字アングル架構にて所定の位置に固定した。図４．４に変位計測位置を示
す。 
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変位計測プレート 
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図４．４ 変位計測位置 
 
 
 前述のように、試験体上部での変位計測は変位計測用プレート上の 4 点で行われる。試
験体の柱頭部は図４．５のように鉛直方向だけではなく水平方向にも変位を生じる。それ
に対して変位計は固定されているため、正味の柱頭変位量を算出する必要がある。 
 
 
 
δd 
δvnet 
δhnet 
δc δa 
回転角θ 鉛直変位 
Ｄ 
Ｃ Ｂ Ａ  
 
 
 
 
 
Δｈ 
 
 
 
 
 
 図４．５ 鉛直変位計測値と柱頭変位の関係 
 
図のように、プレート上での鉛直変位計測値をδa、δb、柱頭回転角をθとすると、柱頭の
正味の鉛直変位δｖnetは 
 
)1.4(tan
2
L　　θδδδδ ⋅++= hnetbavnet 
 
となる。ただし、δhnetは柱頭の正味の水平変位量であり、次のように近似される。 
 
 )2.4(tan L　　　θδδ ⋅∆+= hdhnet
 
また、柱頭回頭角θは、図４．５で言うところの計測点 A－C 間距離が 400ｍｍであること
から下記のように表すことが出来る。 
 
)3.4(
400
tan L　　ac δδθ −= 
 
試験体裏面での水平変位計測は、熱により変位計が損傷する恐れがあるため、変位計探針
と試験体との間に石英棒を設置し計測を行った。 
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写真 4.8 水平変位計測用の変位計設置状況 
写真 4.6 変位計 写真 4.7 鉛直変位計測用プレート 
写真 4.9 変位計拘束用架構 
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③熱電対設置状況 
各部位の温度計測には K 型（クロム－アルメル）熱電対（φ0.65）を用いた。試験体表
面への熱電対の取り付けは、試験体と熱電対が密接していることを確認しつつ、熱電対の
上からスチール箔をスポット溶接にて貼り付けることにより行われた。なお、試験体表面
の熱電対は、鉛直方向のラインごとに下図のように表す。 
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図４．７ 熱電対計測位置 
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④ロードセル等設置状況 
ジャッキ
回転すべり支承　
　（ｒ＝300　）
変位計測用プレート
変位計　
30
0
62
変位拘束用部材
ロードセル　
試験体柱頭付近の仕様を図４．８に示
す。実験２～４では試験体に対して軸力
を加えるため、加力装置である油圧式ジ
ャッキと試験体柱頭部との間にロードセ
ル(計測レンジ５００kＮ)を設置した。ま
た、この軸力用ロードセルの下に、回転
すべり支承を設置した。回転すべり支承
の焦点と水平変位拘束用部材が一致する
よう配置した。この水平変位拘束高さは
1392ｍｍである。 
 
前述のように、試験体の水平変位拘束
力は水平変位拘束用部材の両端に設置したロードセル（５kＮ）で計測した。この水平拘束
力用のロードセルは、水平変位拘束用部材と厚さ１９ｍｍの鋼鉄製プレートの間に設置し、
プレートと門型との間隔をボルトにて保持した。水平変位拘束用部材と架台との間に大き
な摩擦力が生じないようにテフロンシートを 2 枚重ねて設置した。 
図４．８ 試験体柱頭付近の仕様  
（実験２～４） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 4.10 水平拘束力用ロードセル 
     設置状況 
写真 4.11 水平拘束力用ロードセル 
    （5ｋN） 
 
 
 
 
 
 
 84
⑤火源の設定 
 いずれの実験においても、火源は 300ｍｍ角の拡散火炎バーナーを用いる。この場合、プ
ロパンガスの流量と火炎高さの関係は完全燃焼を仮定すると表４．１のようになる。 
 
表４．１ ガス流量と火炎高さ  
 
プロパン流量 発熱速度 Q* Lf 
[ℓ/min] [kW] [-] [m] 
30 45.0 0.82 0.92 
35 52.5 0.95 1.02 
40 60.0 1.09 1.09 
45 67.5 1.23 1.14 
50 75.0 1.36 1.19 
 
 
 
 
 
 
 
前述の排煙用隔壁上壁はおよそ試験体高さ 1250ｍｍにおいて試験体と交差するため、火源
面高さが試験体下端から 250mm であることから、試験体の被加熱区間はおよそ１ｍとなる。
以上のことから、実験でのプロパンガス流量は 35ℓ/min 程度となる。ただし、実験の目的
上試験体温度が十分高くならない場合にはさらに流量を増やす必要があるため、予備実験
において試験体温度を検討しながらプロパンガス流量を決定する。 
 プロパンガスはプロパンガスボンベから供給し、ガバナーにて適正圧力にした後、マス
フローコントローラーにてその流量を制御する。 
 
 
写真 4.13  300mm 角 拡散火炎バーナー 
 
 
 
 
 
写真 4.12  ガスボンベ、ガバナー、マスフロ
ーコントローラー 
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４．３ 試験体概要と鋼材引張試験 
 ここでは、各実験に共通して試用する試験体の概要、および試験体材料鋼材の引張試験
結果を記述する。 
１）試験体概要 
本実験では試験体として STKR400 の角型鋼管（100×100×3.2、高さ 1600（ｍｍ））を用
いる。断面性能を以下に示す。 
 
単位質量    ・・・・・    9.52  kg/m 
断面積 (A)         ・・・・・        1213  mm2 
断面二次モーメント (I)  ・・・・・   1870000  mm4   
断面係数  (Z)      ・・・・・        37500  mm3 
断面二次半径  (i)  ・・・・・        39.3  mm 
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図４．9 試験体図面 
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 試験体の上端・下端には上図に示すように試験体固
定および実験装置設置のためにプレートを設けた。特
に熱応力が生じた場合に大きな曲げモーメントが発生
する部材下端は、不正な歪み等が生じないよう十分な
強度のものとしている。また、各プレートは試験体に
対し鉛直となるようにし、接合部は開先をとり溶接し
た。 
 前述のように、柱材軸方向に加力する場合、試験体
の高さ 1392ｍｍ(試験体 Base プレート上端からの高
さ)において水平変位を拘束し、さらに上部の座球球面
の焦点もこの高さとなる。そのため、試験体の上端拘
束条件としては当該位置においてピン接合された状態
と一致する。試験体下部は固定端である。 
   写真 4.14 試験体 
 
この場合、座屈長さ lkは  
lk＝1392×0.7＝974.4 [ｍｍ] 
となり、座屈に関する各数値は 
細長比 λ =  lk /i = 24.79 [-] 
弾性座屈荷重 Pk = π２EA/λ2 = 3988000 [N] = 407.0 [t] 
 
また、試験体の許容応力度は 
長期許容応力度 ｆｔ＝ F/1.5 = 235/1.5 = 156.7 [N/mm2] 
よって、本試験体の長期許容応力は 
長期許容応力 Nｔ =ｆｔ×A = 156.7×1213 = 190000 [N] = 19.39 [t] 
となる。 
 ちなみに、建築基準法施行令第 94 条(平 3 告示 1024)より定められる鋼材等の圧縮材の座
屈の許容応力度は 
限界細長比 Λ= 1500/(F/1.5)^0.5 = 120.0 
より、λ<Λ であり、この場合座屈の許容応力度は 
ｆb= F[{1-2/5(λ/Λ)2}/ {1.5-2/3(λ/Λ)2}] 
で与えられ、値は 
ｆb= 151.1 [N/mm2]  
Ｎb= 183300[N]= 18.70 [t] 
となる。 
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２）事前解析 
火炎高さ１ｍで柱が加熱されるとして、第 2 章で得られたデータをもとに入射熱を算定､
部材温度を解析した場合以下のようになった。なお、この時点ではまだ鋼材の引張試験結
果が得られていなかったため、標準的な鋼材 SS400 の高温時引張試験データ＊＊）を用い
た。 
加熱面：Max 530℃、裏面： Max 320℃ 
水平変位：バーナーと反対向きに 16ｍｍ 
鉛直方向：6.3ｍｍ 
また､柱頭の水平､鉛直方向の変位を拘束すると、その拘束力は 
水平：バーナー方向に 106ｋｇｆ 
鉛直：19.8ｔ 
となる。水平方向の変形力が自由端のときとは逆向きに作用しているので注意が必要であ
る。この解析結果を用いて各実験装置の適正レンジ、安全性、計測値の精度確保に有害な
ひずみ等が生じないことを確認した。 
 
 
 
図４．１０ 事前解析結果 
上端変位拘束時の変形 
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３）試験体材料の鋼材引張試験 
①目的 
各実験で使用する試験体である角型鋼管から試験片を採取し、常温、並びに高温時の引
張試験を行い引張強度を求める。得られたデータより真応力－真ひずみ線頭を作成、鋼材
の温度ごとの挙動を把握するとともに、後の有限要素法による解析での材料特性として入
力すべきデータを整理する。 
 
 ②試験方法 
 試験機：島津製作所製・100ｋN オートグラフ試験機、AG-G100ｋNG 
 試験規格：JIS G0567 に準拠 
 試験片形状：板状、平行部幅 6ｍｍ、平行部長さ 40ｍｍ、標点距離 30ｍｍのツバ付き 
       試験片形状、寸法を図４．１１に示す。 
 試験片数量：６本 
 試験温度：RT、300℃、400℃、500℃、600℃、700℃(１温度に付き試験片１本) 
 負荷速度：0.09ｍｍ/min 
 測定項目：0.2％耐力、引張強さ、破断伸び 
 
 
 
図４．１１ 試験片形状 
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③引張試験結果 
 試験片平行部寸法測定結果を表４．２、高温引張試験結果を表４．３、応力－ひずみ線
図を図４．１２に、真応力－真ひずみ線図を図４．１３に示す。 
 試験結果を見ると、試験体温度が 400℃以上となると弾性限界、引張強さは小さな値とな
り、およそ 500 度でほぼ半減している。また、常温においても明確な降伏点は確認できず、
降伏棚もみられない。真応力は、伸びによる試験片断面の減少を考慮したもので、図４．
１２の応力－ひずみ線図と比較して応力値が大きくなる。引張強さは、本試験で考慮した
温度に関して言えば 300℃において最も大きな値となっている。 
 
表４．２ 試験片平行部寸法計測結果 
板厚.1 板厚.2 板厚.3 板厚平均 板幅.1 板幅.2 板幅.3 板幅平均 原断面積
(mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm2) 
3.020 3.015 3.015 3.017 6.043 6.031 6.036 6.037 18.211 
3.033 3.023 3.023 3.026 6.059 6.026 6.036 6.040 18.280 
3.020 3.018 3.020 3.019 6.058 6.032 6.040 6.043 18.247 
3.020 3.018 3.020 3.019 6.057 6.034 6.037 6.043 18.245 
3.038 3.037 3.039 3.038 6.038 6.033 6.037 6.036 18.337 
3.023 3.018 3.020 3.020 6.043 6.042 6.051 6.045 18.259 
 
 
表４．３ 高温引張試験結果 
試験片 原断面積 標点距離 破断後 0.2％耐力 引張強さ 破断伸び 破断 試験温度
符号     伸び量           
  (mm2) (mm) (mm) (MPa) (MPa) (％) 位置 (℃) 
1 18.211 30 6.65 417.3 467.8 22.17 A RT(25) 
2 18.280 30 11.29 376.7 484.4 37.63 A 300 
3 18.247 30 10.09 310.9 356.6 33.63 A 400 
4 18.245 30 14.44 220.3 233.1 48.13 A 500 
5 18.337 30 18.74 142.2 145.9 62.47 A 600 
6 18.259 30 25.31 60.2 64.4 84.37 A 700 
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図４．１３ 真応力－真ひずみ線図 
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４．４ 拡散火炎に接する角型鋼管の載荷実験  
実験 0 予備実験 
①目的 
  本実験に入る前に、ガスバーナー・排煙用隔壁の性能の確認、および試験体の温度分
布の確認、変位計の確認を行う。試験体の温度分布とガス流量の関係を把握し、本実験の
火源条件を決定する。 
 
②実験装置概要 
実験装置については実験 1 とほぼ同様である。詳細は４．２項を参照。 
 
 
③実験条件・方法 
          表４．４ ガス流量と火炎高さ 
プロパン流量 発熱速度 Q* Lf 
[ℓ/min] [kW] [-] [m] 
30 45.0 0.82 0.92 
35 52.5 0.95 1.02 
40 60.0 1.09 1.09 
45 67.5 1.23 1.14 
50 75.0 1.36 1.19 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実験には、火源として 300×300ｍｍの拡散火炎バーナーを用い、プロパンガスを燃料
とする。この場合、ガス流量と火炎高さの関係は表４．４．１のようになる。バーナーは
試験体下部に接するように水平に設置し、バーナー上面は試験体高さ 250ｍｍの位置とする。
火源面（バーナー上面）から排煙用隔壁までの加熱区間は約 1ｍなので、火炎高さとこの加
熱区間の長さを一致させるとすると、流量は 35 リットル/min となる。よって当予備実験で
は、まず流量を 35ｌ/min とし、試験体温度がほぼ定常となるまで加熱を続ける。 
  試験体の最高温度が、500℃に満たない場合はガス流量を増加させる。加熱時間は実際
に計測データを観測しながら判断し、その値から本実験の加熱時間を検討する。 
  また、排煙用隔離壁や各計測器の設置位置での温度を確認し、熱による影響・破損が
生じないかどうか検討する。排煙用隔離壁のつなぎ目などから、火炎・煙の流出がないか
確認する。 
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④計測項目・位置 
  以下に計測項目を示す。計測事項、位置は実験 1 と同じである。主要な部位の詳細な
計測位置は４．２項を参照して頂きたい。 
  
ⅰ 温度：ｋ型熱電対（φ0.65） 
a、試験体 火源正面、センター（F）  ・・・16 点 
      火源正面、サイド  （FS）  ・・・8 点 
        側面、センター （S1、S2）・・・9＋4（反対側）点 
        裏面、センター （B）  ・・・9 点   小計 42 点 
 
ｂ、拘束部材・計測機器等  
裏面変位計        ・・・2 点 
             変位計測用プレート    ・・・1 点 
             排煙用隔離壁       ・・・3 点 
             変位拘束用部材（火源直上側）・・・1 点 
ⅱ 変位：変位計 
   水平方向 裏面・・・7 点 
        面外方向・・・1 点 
   鉛直方向 4 点 
 
⑤実験結果 
当予備実験の結果、ガス流量３５ℓ/min（52.5ｋW）の場合で試験体の火源正面表面温度
は最高でおよそ 560℃程度となり、鋼材の高温下での強度低下を検討するうえでは十分な温
度の上昇であると判断した。また、試験体裏面温度は最高でおよそ 330℃程度であり、同一
水平断面内においても十分な温度差が生じていることを確認した。よって、本実験の火源
条件として、そのガス流量を３５ℓ/min（52.5ｋW）とすることとした。 
また、排煙用隔壁からの熱気流の漏洩の有無を目視および熱電対での温度計測により確
認した。
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４．４．１ 熱応力変形量計測実験 （実験１） 
①目的 
  局部火災加熱を受けた角型鋼管の、熱応力変形性状を把握する。試験体の詳細な温度
分布と、そのときの試験体格部位の変位量を計測する。のちの数値計算において、計測し
た温度分布を入力条件として試験体の変形を計算し、解析モデル、熱膨張係数の設定など
の整合性を判定する。 
②実験装置概要 
  図４．２に実験装置図面を示す。変位計測用プレートより上部の、回転すべり支承・
ロードセルは設置しない。詳細は４．２項を参照のこと。 
 
③実験条件・方法 
  火源として 300×300ｍｍの拡散火炎バーナーを用い、プロパンガスを燃料とした。ガ
ス流量は予備実験（実験０）にて適正と判断された３５ℓ/min である。バーナーは試験体下
部に接するように水平に設置し、バーナー上面は試験体高さ 250ｍｍの位置とした。試験体
温度がほぼ定常となるまで加熱を続け、試験体格部位の温度がほぼ変化しないと判断され
た後に加熱を終了した。計測は着火 2 分前から開始し、バーナー消火後試験体温度がほぼ
常温となった時点で終了とした。データロガーを介してのＰＣ上での計測値の記録は、計
測開始から 10 秒間隔で行った。 
 
④計測項目・位置 
  以下に計測項目を示す。主要な部位の詳細な計測位置は４．２項の図４．４および図
４．６、４．７参照。各部位の温度計測には K 型（クロム－アルメル）熱電対（φ0.65）
を用いた。試験体表面への熱電対の取り付けは、試験体と熱電対が密接していることを確
認しつつ、熱電対の上からスチール箔をスポット溶接にて貼り付けることにより行われた。
なお、試験体表面の熱電対は、鉛直方向のラインごとに下記括弧内のように表す。 
  
ⅰ 温度：ｋ型熱電対（φ0.65） 
a、試験体 火源正面、センター（F）  ・・・16 点 
      火源正面、サイド  （FS）  ・・・8 点 
        側面、センター （S1、S2）・・・9＋4（反対側）点 
        裏面、センター （B）  ・・・9 点   小計 42 点 
b、拘束部材・計測機器等  
裏面変位計        ・・・2 点 
             変位計測用プレート    ・・・1 点 
             排煙用隔離壁       ・・・3 点 
             変位拘束用部材（火源直上側）・・・1 点 
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ⅱ 変位：変位計 
   水平方向 裏面・・・7 点 
        面外方向・・・1 点 
   鉛直方向 4 点 
 
・実験結果 
図４．１４～１７ に試験体各計測ラインごとの温度変化を示す。凡例中のアルファベ
ットは試験体水平断面内での温度計測位置を示し、数値は試験体下端からの高さ(ｍｍ)を示
している（図４．７参照）。グラフの横軸は着火からの経過時間を表している。加熱は試験
体温度がほぼ定常に達した着火後６０分まで行われた。 
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図４．１４ 試験体表面温度の推移 （F） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
100
200
300
400
500
600
0 20 40 60 80 100 120
着火後経過時間（min）
温
度
　
（℃
）
FS 0
FS 200
FS 400
FS 600
FS 800
FS 1200
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４．１５ 試験体表面温度の推移 （FS） 
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 まず最も強い加熱を受ける火源正面（Ｆ）の温度に注目すると、試験体表面温度はｚ＝
400ｍｍ付近で最も高く、その値はおよそ 580℃である。また、定常温度に到達するのに要
する時間も同位置において最も短くおよそ 10 分である。着火後 20 分以降に最高温度が低
下傾向にあるのは、試験体表面に付着したすすが断熱材の役割を果たすためと考えられる。 
 火源正面と側面の角であるＦＳの温度をみると、その鉛直方向の温度分布はＦとほぼ同
じで、ｚ＝400ｍｍにおいて最高温度となっており、その値はＦよりもおよそ 110℃ほど低
くなっている。側面の温度分布をみると、ｚ＝600ｍｍ付近において最高温度となっており、
Ｆ・ＦＳでの分布と異なっている。これは上方ほどプリュームが水平方向への広がりを持
つことの影響と考えられる。また、ＳⅠとＳⅡの温度を比較すると、全体的にＳⅡのほう
が高い温度となっている。本実験装置では、理想的な形状の火炎が形成されれば側面の温
度分布はどちらも同様になるはずであるが、これは排煙フードへの周囲空気巻込みの不均
一性などにより火炎がＳⅡ側に傾いて形成されていることを示している。 
 裏面の温度は、側面と同様にｚ＝600ｍｍ付近で最大となっており、その値は約 330℃
である。水平断面内の温度差はｚ＝400ｍｍ付近で最大となり、その値は約 250℃である。
鋼材の強度は 350℃程度までは常温とあまり変わらず、500℃程度になると半減するので、
試験体の加熱面側と裏面側とでは倍以上の強度の差が生じていると考えられる。
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 図４．１８に試験体柱頭部の鉛直変位および回転角の推移を、図４．１９に試験体裏
面の水平変位の推移を示す。図４．２０には、試験体の水平変形形状について、その推移
を把握しやすいよう適宜選択した時刻のものを示してある。前述のように、鉛直変位は試
験体上部の鉛直変位計測プレート上の４点において計測されており、図４．１８中の凡例
Ｆ、Ｂ、ＳⅠ、ＳⅡはそれらの計測位置を示している（図４．６ 参照）。柱頭鉛直変位お
よび柱頭回転角はそれら計測値から前述の計算によって導かれたものである。鉛直変位 
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は上方への伸びを正とし、柱頭回転角は火源と試験体の中心を通る断面内のもので、裏面
方向へ倒れこむ方向を正としている。また、水平変位は裏面方向を正としている。 
柱頭鉛直変位は着火後およそ 20 分で定常に達し、その値は約 5ｍｍである。消火後は速
やかに減少し、消火後およそ 40 分で変位はほぼ 0 となっている。柱頭回転角は着火後 6 分
ほどで最大となり、およそ 0.03rad に達している。その後回転角は急速に減少し、定常状
態でおよそ 0.017rad となる。消火後は急激に減少し、消火後約 5 分で 0rad となりその後
マイナス値、即ち火源側への回転となっている。これは火源側において部分的に塑性変形
が生じたことを示している。 
水平変位は柱頭回転角の推移とよく似た挙動を示し、やはり着火後 6 分ほどで最大とな
り、その後減少して定常状態となる。消火後はややマイナス域、即ち火源側への変位とな
っている。各時刻での水平変形形状を見ると、加熱中は強い加熱を受ける z=500mm 付近
から試験体は裏面方向に大きく曲がり始め、上方ほど変位は大きくなっているが、曲率は
強い加熱を受けるｚ＝400～500ｍｍ付近が最も大きくなっている。 
 このように、柱部材に対して局部的な加熱が加えられ、部材の加熱面と裏面との間に温
度差が生じた場合、鋼材の熱膨張による伸びにも差が生じ、結果的に柱は加熱方向を凸と
して湾曲する。 
 柱頭の回転角は、部材内の熱応力による歪が無視でき、高さごとの曲率が等しいと仮定
すると以下のように概算できる。 
 
1
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ただし、ℓ１：加熱面長さ、ℓ２：裏面長さ、ℓ：加熱前の柱長さ、
γ：熱膨張率、 ：加熱面平均温度上昇値、∆ ：裏面平均温
度上昇値、Ｂ：柱幅 
1
~
T∆ 2~T
以上の考察に基づき、∆ にＦ・ＦＳでの温度計測値から算出した平均温度、∆ にＢ
での温度計測値から算出した平均温度を使用し、γ＝1.2×10
1
~
T 2
~
T
-5、Ｂ＝0.1 として 15）４．４
式から柱頭回転角を計算したものを図４．２１に示す。実験での計測値と４．４式から算
出したグラフは非常によく一致しているが、回転角が最大となった後はやや算出値のほう
が高くなっている。これにはいくつか理由が考えられる。まず、熱膨張率γが本来温度に
依存し、高温部ではさらに大きな値となっていることが挙げられる。また、同一水平断面
内に大きな温度分布が存在することにより、熱応力ひずみが生じることも挙げられるであ
ろう。図４．１８・１９で見られたように水平変位や柱頭回転角が消火後マイナス値にな
ることから、この熱応力ひずみが部分的に塑性領域にまで達していることが分かる。図４．
２１において、消火後十分温度が低下した状態での柱頭回転角のマイナス値が消火直前の
算出値と計測値との差にほぼ一致することから判断すると、計測値と算出値の差の大部分
は鋼材の塑性変形に起因すると考えられる。 
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４．３．２ 変位拘束力計測実験 (実験 2) 
①目的 
  局部火災加熱を受けた角型鋼管の温度分布と熱応力の関係を把握するとこが目的であ
る。可能であれば柱頭の回転も拘束した方がよいが、実験計測装置上非常に困難であるた
め拘束は水平・鉛直方向の変位とする。 
  のちの数値解析において、実験 1 と同様に計測した温度分布を入力条件として柱頭の
水平・鉛直方向の拘束力を計算し、解析モデル・鋼材の応力－歪定義の整合性を検討する。 
②実験装置概要 
 実験装置概要図、実験装置図面等は４．２項を参照のこと。拘束用部材によって、試験
体高さ（試験体下部プレート上端からの高さ）1392ｍｍにおいて試験体の水平変位を拘束
する。水平拘束部材の両端部にロードセルを設置し、水平方向の拘束力を計測する。また、
試験体上部に回転すべり支承・ロードセルを設置し、その上からジャッキにて柱頭の鉛直
変位を 0 に保つよう制御する。この鉛直変位拘束制御は、正味の鉛直変位を鉛直変位計測
値（試験体上部の鉛直変位計測用プレート上の４点での値）からデジタルインディケータ
ーにて演算し、同装置と油圧ポンプユニットを連動させることにより行われた。 
③実験条件・方法 
試験体上端は試験体高さ 1392ｍｍにおいて水平・鉛直変位が拘束される条件となる。火
源として 300×300ｍｍの拡散火炎バーナーを用い、プロパンガスを燃料とした。ガス流量
は３５ℓ/min（525ｋW）である。バーナーは試験体下部に接するように水平に設置し、バ
ーナー上面は試験体高さ 250ｍｍの位置とした。着火後試験体温度がほぼ定常となり、温度、
変位がほぼ変化しないと判断された後に加熱を終了した。計測は着火 2 分前から開始し、
バーナー消火後試験体温度がほぼ常温となった時点で終了とした。データロガーを介して
のＰＣ上での計測値の記録は、計測開始から 10 秒間隔で行った。 
 
④計測項目・位置 
  以下に計測項目等を示す。詳細な計測位置は図４．４ならびに４．６，４．７参照。 
ⅰ 温度：ｋ型熱電対（φ0.65） 
a、試験体 火源正面、センター（F）  ・・・16 点 
      火源正面、サイド  （FS）  ・・・8 点 
        側面、センター （S1、S2）・・・9＋4（反対側）点 
        裏面、センター （B）  ・・・9 点   小計 42 点 
 
b、 束部材・計測機器等  
裏面変位計        ・・・2 点 
             変位計測用プレート    ・・・1 点 
             排煙用隔離壁       ・・・3 点 
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             変位拘束用部材（火源直上側）・・・1 点 
ⅱ 変位：変位計 
   水平方向 裏面・・・7 点 
        面外方向・・・1 点 
   鉛直方向 4 点 
     合計 12 点      
ⅲ 荷重 ：ロードセル 
   鉛直方向 ・・・1 点 
   水平方向 ・・・4 点    合計 5 点 
 
⑤実験結果 
各温度計測ラインにおいて最も高温となる計測点（F 400、FS 400、SⅠ600、B 600）
の温度推移を図４．２２に示す。加熱時間は、試験体温度ならびに変位の推移から、45 分
間とした。試験体各部位の温度分布の推移はおおむね実験 1 と同様であるが、最高温度は
およそ 560℃と実験 1 に比較して若干低くなっている。定常時の温度分布に関しても実験 1
と比較し全体的にやや低目となっている。側面 SⅠ、SⅡ間の温度差に注目すると SⅠの方
が全体的に高く、実験 1 とは逆の傾向となっている。また、図４．２２の SⅠに見られるよ
うに、特に間欠火炎の領域となる高さにおいて比較的大きな温度の上下動が観測されてい
る。これは、排煙フードへの周囲空気の巻き込みと実験場内の気流の影響であると考えら
れ、後の解析の際に用いるデータを採取する際にはこれら影響を考慮し、慎重にその解析
対象時刻を決定する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
温
度
　
（℃
）
 
 
 
 
 
 
 
 
0
100
200
300
400
500
600
0 20 40 60 80 100 120
着火後経過時間（min）
F 400
FS 400
SⅠ600
B　600
図４．２２ 試験体の温度推移 
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図４、２３ 柱頭の鉛直変位と回転角の推移 
図４．２３に柱頭鉛直変位と柱頭回転角の推移を示す。前述のように、図中の凡例Ｆ、
Ｂ、ＳⅠ、ＳⅡは試験体上部の鉛直変位計測プレート上の計測位置を示している（図４．
６ 参照）。柱頭鉛直変位および柱頭回転角はそれら計測値から前述の式(4.1)、(4.3)によっ
て導かれたものである。鉛直変位は上方への伸びを正とし、柱頭回転角は火源と試験体の
中心を通る断面内のもので、裏面方向へ倒れこむ方向を正としている。前述のように、加
熱は着火後 45 分間行われた。なお、消火後試験体温度が下降するとともに試験体は収縮し
ていき、温度がある程度以下となると実験開始時の試験体長さを下回るのであるが、本実
験装置においては鉛直変位拘束は試験体に対して圧縮する方向にのみ可能であるため、こ
の場合は柱頭の鉛直変位の拘束は行われていない。 
本来、本実験条件においては柱頭の鉛直変位は０となるのが理想であるが、油圧ジャッ
キの制御上多少の変動が生じる。図４．２３をみると、ジャッキの制御誤差は最大で 0.35
ｍｍ程度であり、これは常温の試験体の場合でも軸力にして 60kＮほどで生じるひずみであ
り、鉛直拘束力が最大 300ｋN 程度になることを考えると無視出来ない範囲である。また、
前述のように試験装置上、柱頭に対して引張りの拘束力を加えることが不可能なため、着
火後 55 分(消火後 10 分)から柱頭は下向きに変位し、最終的にその変位量は 1.5mm に達す
る。これは柱頭が拘束されることで試験体内に大きな塑性変形が生じたことを表している。 
柱頭回転角は、着火後 5 分で最大値 0.0015rad となったのち減少し、着火後 15 分から
消火まではほぼ 0 付近を推移している。上端が自由端の場合は最大 0.03rad 程度であった
のと比較してこれは非常に小さな値となっている。消火後は徐々に火源側への回転を示し
始め、それは消火後 5 分ごろから急激になる。その後、回転角は消火後 10 分程度で-0.004
程度となり安定する。 
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図４．２４ 水平変位の推移 
図４．２４に試験体裏面の水平変位の推移を示す。図４．２５には、試験体の水平変形
形状について、その推移を把握しやすいよう適宜選択した時刻のものを示してある。水平
変位は裏面方向を正としている。試験体の水平変位は、まず着火直後から火源側へと変位
し着火後 5 分に火源側への最大変位となる。このときの試験体形状は図４．２５にあるよ
うに、ｚ＝475ｍｍ付近の高温部が最も大きな変異となっている。その後変位は減少し始め、
高温部が裏面側に凸となる形状となる。着火後 23 分にはｚ＝475ｍｍにおいてプラス側の
変位、即ち初期位置よりも裏面側の変位となり、その後徐々に試験体全体が裏面側へと変
位する。消火後は急激に裏面側へと変位し、最終的にその変位量はｚ＝475ｍｍにおいて最
大値 2.5ｍｍとなる。この消火後の変位は、前述のように柱頭の収縮に対する拘束がない条
件下のものであるが、柱頭鉛直変位がマイナスとなる着火後 55 分の段階ですでに水平変位
はかなり大きくなっていることから、仮に柱頭の拘束が理想的に行われた場合にもほぼ同
様の形状となるものと思われる。 
図４．２５をみると、試験体経常の推移が良く把握できる。まず着火直後に試験体が火
源側へと凸となるのは、実験 1 でそうであったように加熱面の温度が裏面よりも高く、前
者のほうが熱膨張により長くなるためである。その後、試験体の加熱面と裏面との温度差
は小さくなり、着火後 15分程度でほぼ一定となる。それに伴いやや水平変位は小さくなる。
さらに試験体全体の温度が上昇し鉛直拘束力が増大すると、まず高温部での塑性変形が顕
著になり、それゆえにｚ＝475ｍｍ付近で裏面側への極大点が生じるものと考えられる。 
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図４．２６ 柱頭での鉛直・水平拘束力の推移 
図４．２６に柱頭部における鉛直・水平拘束力の推移を示す。図中のロードセル１～４
は、柱頭の水平変位拘束用部材の両端に設置されたもので、ロードセル１・２は火源側へ
の、３・４は裏面側への変位を拘束する場合の荷重を計測する（４．２項参照）。水平拘束
力はこれらを合算したもので、裏面方向を正としている。柱頭の鉛直変位に関する実験結
果から、ジャッキ制御精度の影響により、最大でおよそ 0.35ｍｍ柱頭が上方へ変位してい
ることが判明している。ここで、改めて図４．２３をみると、柱頭の鉛直変位は 0~＋0.35
の範囲を上下しており、変位が少ないほど軸力は大きくなるはずなので、常に柱頭鉛直変
位が０の場合の鉛直変位拘束力は、図４．２６のグラフの外側の頂点を結んだような形態
となると推測される。また、鉛直拘束力が最大となる着火後 23 分前後の軸力と鉛直変位の
推移をみると、変位差 0.3ｍｍで軸力が 21kＮ変化している。そこでこの値を使用し、鉛直
変位を参照して補正を加えると図中の鉛直拘束力グラフとなる。 
鉛直拘束力は着火後８分までほぼ直線的に増加し 250ｋN に達している。その後緩やかに
上昇し、着火後 23 分で最大値 310ｋN となる。この鉛直拘束力が最大となる時刻は、試験
体形状において高温部の水平変位がマイナス域へと移り変わる時刻とほぼ一致している。
ピーク後はやや上下しながら徐々に低下し、定常状態でおよそ 280kＮとなる。消火後は速
やかに減少し、消火後 10 分で 0 まで低下する。さらに試験体の温度が低下すると、鉛直拘
束力はマイナス値となると考えられる。 
水平拘束力は着火後 3 分で火源方向（マイナス側）に最大となりそのときの値は 2ｋN で
ある。その後減少して着火後 12 分でほぼ０となり、着火後 20 分ほどでほぼ定常状態とな
る。消火後は急激に増大し、消火後 10 分で 4.8kＮとなりその後はほぼ横ばいとなる。ただ
し、この消火後の水平拘束力の推移は鉛直拘束力と関係があると考えられ、仮にマイナス
域の鉛直拘束力が加えられた場合にはさらに大きな値となると予測される。 
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４．４．３ 載荷実験概要 （実験 3） 
①目的  
一定軸力がかかった状態の鉄骨柱が局部火災加熱を受けた場合の力学的挙動を把握す
ることが目的である。加熱条件に違いがあるが、一般に行われる柱部材の耐火試験と同様
に、実火災での部材の熱的・力学的挙動を把握することを念頭に置き、鉛直変位、変形形
状などの推移を計測する。 
 
②実験装置概要 
  実験装置は実験 2 とほぼ同様となる。実験装置図面などは４．２項を参照のこと。水
平変位拘束用部材によって、試験体高さ 1392ｍｍにおいて試験体の水平変位を拘束する。
水平拘束部材の両端部にロードセルを設置し、水平方向の拘束力を計測する。また、試験
体上部に回転すべり支承、ロードセルを設置し、その上からジャッキにて長期許容荷重を
加える。４．３項にあるように、荷重値は 190ｋN となる。ジャッキ制御は、試験体上部の
軸力用ロードセルにて計測した軸力をデジタルインディケーターにて参照し、同装置と油
圧ポンプユニットを連動させることにより行われた。 
 
③実験条件・方法 
試験体上端は試験体高さ 1392ｍｍにおいて水平変位が拘束される条件となる。火源とし
て 300×300ｍｍの拡散火炎バーナーを用い、プロパンガスを燃料とした。ガス流量は 35ℓ
/min（525ｋW）である。バーナーは試験体下部に接するように水平に設置し、バーナー上
面は試験体高さ 250ｍｍの位置とした。着火前にあらかじめ軸力を加えたのち過熱を開始し
た。着火後試験体温度がほぼ定常となり、温度、変位がほぼ変化しないと判断された後に
加熱を終了した。計測は軸力を加える 2 分前から開始し、バーナー消火後試験体温度がほ
ぼ常温となった時点で終了とした。データロガーを介してのＰＣ上での計測値の記録は、
計測開始から 10 秒間隔で行った。 
 
④計測項目・位置 
  以下に計測項目等を示す。詳細な計測位置は図４．４ならびに４．６，４．７参照。 
ⅰ 温度：ｋ型熱電対（φ0.65） 
a、 験体 火源正面、センター（F）  ・・・16 点 
      火源正面、サイド  （FS）  ・・・8 点 
        側面、センター （S1、S2）・・・9＋4（反対側）点 
        裏面、センター （B）  ・・・9 点   小計 42 点 
 
b、 束部材・計測機器等  
裏面変位計        ・・・2 点 
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             変位計測用プレート    ・・・1 点 
             排煙用隔離壁       ・・・3 点 
             変位拘束用部材（火源直上側）・・・1 点 
ⅱ 変位：変位計 
   水平方向 裏面・・・7 点 
        面外方向・・・1 点 
   鉛直方向 4 点 
     合計 12 点      
ⅲ 荷重 ：ロードセル 
   鉛直方向 ・・・1 点 
   水平方向 ・・・4 点    合計 5 点 
 
⑤実験結果 
各温度計測ラインにおいて最も高温となる計測点（F 400、FS 400、SⅠ600、B 600）
の温度推移を図４．２７に示す。加熱時間は、60 分間とした。試験体各部位の温度分布の
推移はおおむね実験 1 と同様で、最高温度はおよそ 580℃となった。定常時の温度分布に関
しても実験 1 とほぼ一致する。側面 SⅠ、SⅡ間の温度差に注目すると若干 SⅡの方が全体
的に高くなっている。また、図４．２２の SⅠに見られたような、間欠火炎の領域となる高
さにおける比較的大きな温度の上下動は観測されていない。 
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図４．２８ 柱頭鉛直変位と回転角の推移 
図４．２８に柱頭鉛直変位と柱頭回転角の推移を示す。前述のように、図中の凡例Ｆ、
Ｂ、ＳⅠ、ＳⅡは試験体上部の鉛直変位計測プレート上の計測位置を示している（図４．
６ 参照）。柱頭鉛直変位および柱頭回転角はそれら計測値から前述の式(4.1)、(4.3)によっ
て導かれたものである。鉛直変位は上方への伸びを正とし、柱頭回転角は火源と試験体の
中心を通る断面内のもので、裏面方向へ倒れこむ方向を正としている。前述のように、試
験体上部の油圧式ジャッキにて長期許容荷重に相当する 190ｋN を加力したのちに加熱を
開始した。加熱時間は 60 分間とした。 
柱頭鉛直変位は着火後 25 分で最大となり、最大値はおよそ 4.1ｍｍである。その後わず
かに減少し、消火直前には 3.8ｍｍ程度となっている。消火後は速やかに鉛直変位は減少し、
消火後20分程度で0、その後さらに試験体温度が低下するとおよそー0.8ｍｍで定常となる。 
柱頭回転角は、着火後 5 分で最大値 0.002rad となったのちわずかに減少し、およそ
0.0015rad で定常となる。実験 2 では加熱後 10 分から消化まで柱頭回転角は 0 前後となっ
ていたが、本条件ではそのような回転角の減少はみられない。実験 2 と 3 との相違点は、
鉛直方向の拘束の有無となるのだが、これは言い換えれば、軸力の値が異なるということ
である。実験２では着火後 5 分で軸力は 170kN、10 分で 250kN となっており、回転角は
着荷後 5 分で最大となっている。このことから、軸力の増大は柱頭の回転角を減少させる
（火源側への回転に寄与する）と考えられ、本実験条件では 170kN 程度からその効果が現
れるようである。 
消火後は急激に火源側への回転を示し、最終的にー0.0012rad 程度となる。なお、消火
後の柱頭回転角が階段状となっているのは、水平拘束部材と同部材架台との摩擦の影響と
考えられる。 
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図４．２９ 水平変位と柱頭水平拘束力の推移 
図４．２９に試験体裏面の水平変位および水平拘束力の推移を示す。図４．３０には、
試験体の水平変形形状について、その推移を把握しやすいよう適宜選択した時刻のものを
示してある。水平変位、水平拘束力は裏面方向を正としている。試験体の水平変位は、ま
ず着火直後から火源側へと変位し着火後6分にｚ＝625ｍｍにおいて火源側への最大変位―
1.75ｍｍとなる。その後変位は減少し、高温部が裏面側に凸となる形状となり、定常状態で
はｚ＝475ｍｍにおいてほぼ変位０となる。消火後は急激に裏面側へと変位し、最終的にそ
の変位量はｚ＝475ｍｍにおいて最大値 1.5ｍｍとなる。 
水平変形形状の推移は、実験２での着火後 22.5 分までの推移に良く似ている。実験 2 で
は着火後７分以降、軸力が 190kＮを上回っているが、それにもかかわらず軸力が 190kＮ
と一定の本実験においても良く似た変形形状の推移が見られることから、この形状の推移
は試験体内の温度分布の変化が大きな要因であり、それに軸力の大きさを加味することで、
変形の推移の進展具合と、各変形段階での変位の大きさが決まると推測される。ただし、
ある程度以上軸力が大きい場合や細長比が大きい場合は、加熱初期の火源側への変位が生
じた段階で火源に凸となる全体あるいは局部座屈を生じる可能性も考えられる。 
水平拘束力の推移は、実験 2 のものと非常によく一致するが、値自体はやや小さい。着
火後 3.5 分で水平拘束力は火源方向（マイナス側）に最大となりそのときの値は 1.75ｋN
である。その後減少して着火後 12 分でほぼ０となり、着火後 20 分ほどでほぼ定常状態と
なり、値はおよそ 0.5ｋN である。消火後は急激に増大し、定常状態で 1.8kＮとなりその後
はほぼ横ばいとなる。 
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４．４．４ 圧縮実験 (実験 4) 
①目的 
  局部火災加熱を受ける角型鋼管の軸力－圧縮ひずみの関係、座屈荷重、座屈後の挙動
を把握することが目的である。また、軸力の変化に対する水平方向の変形拘束力の変化も
把握する。 
②実験装置概要 
   実験装置は実験 2 とほぼ同様となる。実験装置図面などは４．２項を参照のこと。
水平変位拘束用部材によって、試験体高さ 1392ｍｍにおいて試験体の水平変位を拘束する。
水平拘束部材の両端部にロードセルを設置し、水平方向の拘束力を計測する。また、試験
体上部に回転すべり支承、ロードセルを設置し、その上からジャッキにて徐々に軸力を加
える。ジャッキ制御は、試験体上部の軸力用ロードセルにて計測した軸力をデジタルイン
ディケーターにて参照し、同装置と油圧ポンプユニットを連動させることにより行われた。 
 
③実験条件・方法 
試験体上端は試験体高さ 1392ｍｍにおいて水平変位が拘束される条件となる。火源と
して 300×300ｍｍの拡散火炎バーナーを用い、プロパンガスを燃料とした。ガス流量は 35
ℓ/min（525ｋW）である。バーナーは試験体下部に接するように水平に設置し、バーナー
上面は試験体高さ 250ｍｍの位置とした。着火前に試験体上部の回転すべり支承、ロードセ
ルの転落防止の目的で軸力 2ｋN を加えたのち加熱を開始した。着火後試験体温度がほぼ定
常となり、温度、変位がほぼ変化しないと判断された後に軸力を増加させた。負荷速度は
10ｋN/min である。計測は着火 2 分前から開始し、試験体の座屈後、計測の続行が不可能
となった時点で終了とした。データロガーを介してのＰＣ上での計測値の記録は、計測開
始から 10 秒間隔で行った。 
④計測項目・位置 
  以下に計測項目等を示す。詳細な計測位置は図４．４ならびに４．６，４．７参照。 
  
ⅰ 温度：ｋ型熱電対（φ0.65） 
a、試験体 火源正面、センター（F）  ・・・16 点 
      火源正面、サイド  （FS）  ・・・8 点 
        側面、センター （S1、S2）・・・9＋4（反対側）点 
        裏面、センター （B）  ・・・9 点   小計 42 点 
 
b、拘束部材・計測機器等  
裏面変位計        ・・・2 点 
             変位計測用プレート    ・・・1 点 
             排煙用隔離壁       ・・・3 点 
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             変位拘束用部材（火源直上側）・・・1 点 
ⅱ 変位：変位計 
   水平方向 裏面・・・7 点 
        面外方向・・・1 点 
   鉛直方向 4 点 
     合計 12 点      
ⅲ 荷重 ：ロードセル 
   鉛直方向 ・・・1 点 
   水平方向 ・・・4 点    合計 5 点 
 
⑤実験結果 
各温度計測ラインにおいて最も高温となる計測点（F 400、FS 400、SⅠ600、B 600）
の温度推移を図４．３１に示す。着火後 50 分に定常温度に達したと判断し、52 分から圧縮
を開始した。着火後 90 分に試験体は座屈し、ジャッキによる加力が不可能となったため、
着火後 97 分に火源を消火した。 
試験体格部位の温度分布の推移はおおむね実験 1 と同様で、最高温度はおよそ 580℃と
なった。ただし、圧縮開始時にはやや低下し、550℃程度となっている。定常時の温度分布
に関しても実験 1 とほぼ一致する。側面 SⅠ、SⅡ間の温度差は非常に小さくなっている。
なお、座屈後の着火後 90 分以降に若干の温度低下が見られるが、これは試験体の変形によ
って該当部位が裏面方向に大きく変位したためである。 
圧縮開始：着火後 52 分 座屈：着火後 90 分 
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図４．３１ 試験体表面温度の推移 
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図４．３２ 柱頭鉛直変位と回転角、水平拘束力の推移  
 図４．３２に柱頭鉛直変位と柱頭回転角、水平拘束力の推移を示す。柱頭鉛直変位お
よび柱頭回転角はそれら計測値から前述の式(4.1)、(4.3)によって導かれたものである。鉛
直変位は上方への伸びを正とし、柱頭回転角は火源と試験体の中心を通る断面内のもので、
裏面方向へ倒れこむ方向を正としている。前述のように、試験体温度が定常に達した後、
着火後 52 分から試験体上部の油圧式ジャッキにて圧縮を開始し、90 分に試験体が座屈、そ
の後 97 分に火源を消火した。 
圧縮開始の着火後 52 分までは、ｚ＝1392ｍｍにおいて試験体の水平変位を拘束し、鉛
直方向には特に拘束なし（軸力 2kN 程度)という条件となる。着火後 50 分の時点で、試験
体の温度は定常となっており、鉛直変位は 5.5mm である。圧縮開始後はおよそ 20 分間
（200kＮ分）直線的に変位が減少している。その後、柱頭の収縮速度は速くなり、変位が
ー1ｍｍを越えた付近で試験体は座屈し、変位は瞬間的にー７程度となっている。柱頭回転
角は圧縮開始時にはおよそ 0.002rad であり、軸力が増大するとともに減少し、座屈直前で
はー0.0004rad となっている。推移自体は鉛直変位と同じ傾向が見られる。水平拘束力は圧
縮開始時にはー2.6kN であり、圧縮開始とともにゆるやかにその絶対値は増大する。着火
後 66 分にピーク値－3.6ｋN となる。座屈直前の値はー0.01ｋN である。 
ここで、圧縮開始後に変位が 0 となるときの軸力を見ると 354kＮであり、これは実験
２の変位拘束実験での最大拘束力 310kＮと比較すると、約 14％も大きい値である。これは、
加熱直後の大きな変形が生じる段階で、大きな軸力が加えられている実験 2 では大きな塑
性ひずみが生じ、結果的に累積塑性ひずみ量が多くなるためだと考えられる。 
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 図４．３３ 水平変位と軸力の推移 
 
図４．３３に試験体裏面の水平変位および軸力の推移を示す。図４．３４には、試験体
の水平変形形状について、その推移を把握しやすいよう適宜選択した時刻のものを示して
ある。水平変位、水平拘束力は裏面方向を正としている。 
前述のように、圧縮開始の着火後 52 分までは柱頭拘束条件が水平方向への変位拘束のみ
となるのだが、この間の水平変位の推移は実験２，
3 とは異なる。試験体の変形形状は常に火源側に
凸となり、最大変位はおおむね z＝625mm 付近と
なっている。温度が定常となる着火後 50 分におい
て、最大変位はー１ｍｍ程度である。 
圧縮開始後、水平変位は緩やかに減少し始め、
高温部が裏面側に凸となる形状となる。軸力が
280ｋN となると、ｚ＝475ｍｍにおいてプラス側
の変位、即ち初期位置よりも裏面側の変位となる。
その後試験体はＳ字状の形状を経て裏面側に凸の
“く”の字状となり、軸力が 378kＮとなった時点
で座屈を生じた。座屈はｚ＝630ｍｍ付近に生じ、
火源側と裏面が試験体内部方向に、側面が外向き
に変形した。写真４．１５に座屈部位をしめす。 
 
写真 4.15 座屈部位の変形形状 
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図４．３４ 水平変形形状の推移  
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図４．３５ 試験体の応力―ひずみの関係 
σ＝1.14×105ε 
 
 図４．３５に、試験体の応力ーひずみの関係を示す。横軸は圧縮開始時からの鉛直変
位量を試験体長さ：1600ｍｍで除した値である。応力度とひずみは、ε＝0.0017 付近まで
はほぼ比例関係にあり、その係数はおよそ 1.14×105 である。これは鋼材の常温でのヤン
グ率のおよそ 53%である。応力度がさらに大きくなると、ひずみは上記の関係式で与えら
れるものよりも大きくなっていき、ひずみがおよそ 0.004 となった時点で座屈を生じる。
このときの応力度は 300MPa であり、この値は本試験体鋼材の基準強度 F＝235MPa（平
12 建築基準法告示 2464）よりも大きな値となっている。これは、材料試験結果(4.3 項)か
ら分かるように、本実験に用いた鋼材の強度が大きいためである。 
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４．５ まとめ 
 拡散火炎に接する角型鋼管の力学的挙動に関する実験から、次のような知見を得た。 
 
①  下端固定、上端拘束なしという拘束条件の下で角型鋼管に局部的な加熱を加えた場合
の変形性状を把握した。水平変位および柱頭回転角は裏面方向へ傾倒するものとなり、
いずれも加熱面と裏面の平均温度差が最大となる着火数分後に最大値となることを明ら
かにした。柱頭回転角は加熱面と裏面の平均温度差の関数で表されることを示した。ま
た、上端が自由端であっても、大きな温度分布により部材内部に熱応力による塑性変形
が生じることが判明した。 
 
② 柱頭での鉛直・水平変位を拘束した条件にて試験体に局部火災加熱を加える実験を行
い、水平変形形状の推移、柱頭での熱応力拘束力を把握した。これらから、ある程度部
材内の温度分布が定常状態に近付いた後に生じる変形形状の推移は、鉛直拘束力に対し
てはあまり影響を与えないことを明らかにした。 
 
③ 局部火災加熱により定常温度分布となった試験体の圧縮実験を行い、軸力―ひずみの
関係及び水平変形形状の推移、座屈荷重を計測した。これらから、試験体全体について
の応力度―ひずみの関係を導いた。 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
第５章 
有限要素法による局部火災加熱を受ける 
角型鋼管の力学的応答解析 
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５．１ 目的 
 第２章では、自由空間中の鉄骨柱部の近接する拡散火炎による加熱性状を測定し、火源
条件と火源・部材との幾何学的関係で整理した。続いて第３章において、これら結果を有
限要素法による伝熱解析モデルに入力して部材の温度応答を計算し、おおむね２０％の誤
差で角型鋼管の温度応答予測が可能となった。これにより、局部火災加熱される柱部材の
耐火設計における応力計算の前提が全て整備されたこととなる。 
 しかしながら、火災時の建築部材の構造上の安全性の検討に関する研究は、そのほとん
どが盛期火災を想定したものであり、部材内の大きな温度分布などはあまり考慮されてい
ない。火災が局所にとどまる場合、その加熱の局所性により部材の温度上昇が抑制される
ことが確かめられたが、部材内部の温度の不均一性による熱応力変形や、強度低下の不均
一性はむしろ局部座屈などの危険性を高める可能性を持っている。このような観点から、
第４章において実際に角型鋼管柱の載荷加熱実験などを行い、局部加熱を受ける角型鋼管
の力学的応答を把握した。 
 本章ではこれら実験結果をもとにまず力学的挙動を予測するための有限要素モデルの確
立を目的とし、上記の各実験と同じ条件で柱の挙動を有限要素法にて再現することで、熱
膨張率や、材料特性の設定、解析方法などを検討してゆく。解析は実験で計測された温度
分布をモデルへの入力条件とし、実験ごとの拘束条件にて構造解析を行う。その解析結果
と実験での結果とを比較し、各種設定やモデルの妥当性を検討する。 
 
・解析手順 
・実験１．２．３について 
①  温度解析用モデルにより、実験で得た温度データから試験体全体の温度分布を計算す
る。実験の温度変化と変形などの挙動を見ながら、適宜解析対象とする時刻を決定した。
温度分布は、実験での計測ポイントに相当する解析モデル上の各点に各実測値を温度拘
束条件として与え、部材内の熱伝導のみを考慮した定常解析にて求めた。 
②  構造解析用モデルに①で得た各温度分布データを段階的に入力し、各実験と同じ拘束
条件を与え変形、力学的つりあいなどを計算する。 
・実験 4 について 
①  まず、線形座屈解析を行い、座屈モード・形状を得る。 
②  解析モデルに、①で求めた座屈時の変形の 0.1％程度を初期不整として与える。温度
は一定であるため、上記と同様にして定常状態の温度分布を得る。 
③  モデルを構造解析用モデルに置換し、非線形座屈解析を行う。 
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５．２ 有限要素法による解析モデルの
概要 
   (断面の要素分割)
 
 
図５．１ 解析モデル 
（要素分割の様子） 
 解析には汎用有限要素解析プログラム、ＡＮ
ＳＹＳ Version 7.1 を用い、これをパソコン
上で実行した。図５．１に解析に用いた有限要
素モデルを示す。解析モデルは伝熱解析、構造
解析ともに実験体で用いた 100ｘ100ｘ3.2、高
さ 1600（ｍｍ）の角型鋼管を対象とし、断面
内を 44 個の要素に分割、材軸方向に 160 分割
したモデルとした。 
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 実験での温度計測値から柱全体の温度分布
を求める伝熱解析では、モデルを構成する各要
素はそれぞれ３次元の熱伝導機能を備えたも
のとした。この要素は、要素に８つの接点を有
し、各接点にそれぞれ１自由度（温度）を持つ。 
温度分布を入力値とし、力学的応答を求める構
造解析では、モデルを構成する各要素は８つの
接点を有し、各接点にそれぞれ４自由度
（UX,UY,UZ,θ）を持つ。 
 
 ・材料特性の定義 
試験体に用いた鋼材の熱伝導率、熱膨張
率、強度などには温度依存性があるため、こ
れらの材料特性については図５．２、５．３
に示す温度依存性を仮定した 16）。このうち、
鋼材の応力―ひずみの関係の温度依存性は、
第４章の４．３項での鋼材引張試験結果をも
とに、多曲線にて近似し設定した。ただし、
解析プログラム上、応力－ひずみ曲線が右下
がりとなる状況は解析不能であるため、応力
が最大となるポイント以降はほぼ傾き 0 の直
線で近似した。 
図５．２ 
熱伝導率・熱膨張率の温度依存性 
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 図 5.3 鋼材の応力―ひずみの温度依存性 
 
５．３ 伝熱解析における境界条件および仮定条件 
 本解析では、第４章の実験１～４をその解析対象とし、それぞれの実験において計測さ
れた温度を入力情報として各拘束条件における試験体の力学的挙動を計算する。構造解析
において解析モデルに温度分布を設定する際には、解析モデル全体の各節点の温度が必要
となるため、まず実験での計測温度を入力値として伝熱解析を行い、モデル全体の温度分
布を求める必要がある。 
 実験１～３を対象とした解析では、温度分布、変位等の実験結果から解析対象とする時
刻を選択し、それぞれの時刻について定常・静的解析を行うため、その入力情報である温
度分布を求める伝熱解析もそれぞれの時刻について行われる。実験４については、定常温
度下での圧縮実験を対象としているため、温度分布は定常状態をよく代表すると考えられ
る時刻の温度計測値から伝熱解析にて求めたものを用いた。 
 伝熱解析では、実験での計測ポイントに相当
する解析モデル上の各点に各実測値を温度拘束
条件として与え、部材内の熱伝導のみを考慮し
た定常解析にて求めた。これは、計測点間の温
度を直線的に補間する意味となり、本来の試験
体表面での熱収支を反映させたものではないた
め若干の誤差が生じる恐れがあるが、本解析に
おいてはこの方法で求めたものが試験体の温度
分布を表現しているとした。 
 図５．３ 温度拘束の様子 
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 拡散火炎に接する角型鋼管の力学的応答予測 
５．４．１ 熱応力変形量予測 
  第４章における実験１の実験条件である下端固定、上端自由端という拘束条件で部材
に温度分布を与え、熱応力変形量を計算する。解析結果と実験での計測値との比較をし、
熱膨張率設定などの妥当性を検討する。 
 前述のように、まず第４章での実験結果から解析対象とする時刻を選択し、各時刻での
温度分布を伝熱解析用モデルでの解析によってもとめる。つぎに求めた温度分布を構造解
析用モデルに順次入力、計算する。図５．４、図５．５に解析対象とした時刻と代表的な
実験結果との対応を示す。それぞれの図の左側は、着火直後の解析対象時刻の集中する範
囲を拡大したものである。図中の番号は解析時刻番号（Step 番号）であり、時刻との対応
を表５．１に示す。Step11 は実験後に試験体が常温となった状態を想定して、全節の点温
度拘束を 25℃としたものである。 
・境界条件･拘束条件 
 部材下端の拘束として、モデル最下部の各節点の水平,鉛直方向の移動を拘束した。 
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 図５．５ 実験１結果（水平変位）と解析対象時刻 
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表５．１ Step 番号と解析対象時刻 
 
Step 番号 着火後経過時間
Step1 1 分 10 秒 
Step2 1 分 50 秒 
Step3 2 分 20 秒 
Step4 3 分 10 秒 
Step5 4 分 10 秒 
Step6 6 分 30 秒 
Step 番号 着火後経過時間 
Step7 20 分 
Step8 60 分 
Step9 65 分 
Step10 90 分 
Step11 常温（25℃） 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５．４、５．５の熱応力変形実験での温度変化や水平変位等の挙動を参照しながら、
Step1 から Step10 までを決定した。Step1 から Step5 は、着火から着火経過 5 分までの温
度変化、水平変位が著しい範囲から適宜決定した。Step6 は水平変位最大時、Step7 は温度
定常時、Step8 は消火直前時、Step9 は消火後水平変位が定常となり始める時、Step10 は消
火後温度水平変位定常時である。さらに消火後常温時を想定し、Step11 とした。 
 
・解析結果 
図５．６に試験体水平変形形状解析結果の推移を示す。図中には解析結果とともに第４
章での実験結果を示してある。 
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図５．６  
水平変形形状の推移 
Step9 65 分 Step10 90 分 
Step11 常温 
 
 加熱中は全体的に変形形状は非常によく一致しているが、着火直後はやや解析値のほ
うが変位が大きくなっている。これは試験体の温度分布を求める伝熱解析において、実
験での計測温度から計測点間の温度を直線的に補間することによって温度分布を求め
たことにより、実際の温度と誤差が生じたためであると思われる。特に着火直後には部
位ごとの温度差が大きくなるため、誤差が大きくなったようである。解析値のほうが大
きく変位していることから、加熱面の温度分布が実際よりも高く計算されていることが
分かる。その後、わずかにではあるが徐々に解析値のほうが実験値を下回るようになる。
消火直後の Step９では、解析と実験の変形形状は大きく異なり、解析値のほうが大き
く塑性変形域での鋼材の収縮を呈しているように見受けられるが、次の Step10 を見る
と形状はおおむね一致していることから、塑性変形量の誤差によるものではないと思わ
れる。 
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図５．７ 柱頭の水平変位解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５．８ 柱頭の鉛直変位解析結果  
 
 図５．７、図５．８は実験で計測された柱頭の水平・鉛直変位のグラフに、各ステッ
プの柱頭変位解析値をプロットしたものである。着火から消火後までの各段階でよく一
致していることが分かる。加熱中の鉛直変位は全体的にやや大きめに計算されている。 
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 図５．９ 変形形状解析結果 （Step８ 変位スケーリング 5 倍） 
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５．４．２ 変位拘束力予測 
  第４章における実験２の実験条件である下端固定、ｚ＝1392ｍｍにおいて水平・鉛直
変位拘束という拘束条件で部材に温度分布を与え、熱応力変形、上部拘束点での反力解を
計算する。  
前述のように、まず第４章での実験結果から解析対象とする時刻を選択し、各時刻での
温度分布を伝熱解析用モデルでの解析によって求める。つぎに求めた温度分布を構造解析
用モデルに順次入力、計算する。図５．１０、５．１１に解析対象とした時刻と代表的な
実験結果との対応を示す。左側の図はそれぞれ着火直後の解析対象時刻の集中する範囲を
拡大したものである。図中の番号は解析時刻番号であり、時刻との対応を表５．２に示す。
Step11 は実験後に試験体が常温となった状態を想定して、全節点の温度拘束を 25℃とした
もので、Step12 はさらに拘束を解除した条件を想定している。 
・境界条件･拘束条件 
 部材下端の拘束として、モデル最下部の各節点の水平,鉛直方向の移動を拘束した。さら
に、z＝1392mm においてモデル断面中央の節点にて水平方向の変位を拘束、Z=1600mm にお
いてモデル断面中央の節点にて鉛直方向の変位を拘束した。 
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図５．１０ 実験２結果（試験体温度）と解析対象時刻 
⑩
⑥ ⑦ ⑨⑧
120
⑤④③ ② ①
⑥ ⑦ ⑨⑧ ⑩ ⑤④③ ② ①
120
図５．１１ 実験２結果（水平変位）と解析対象時刻 
 130
表５．２ Step 番号と解析対象時刻 
 
Step 番号 着火後経過時間
Step1 2 分 10 秒 
Step2 2 分 40 秒 
Step3 3 分 30 秒 
Step4 4 分 10 秒 
Step5 5 分 
Step6 15 分 
Step 番号 着火後経過時間 
Step7 30 分 
Step8 45 分 
Step9 50 分 
Step10 55 分 
Step11 常温 
Step12 拘束解除 
 
 
 
 
 
 
 
図５．１０、５．１１の変位拘束実験での温度変化や水平変位等の挙動を参照しなが
ら、Step1 から Step10 までの解析対象時刻を決定した。Step1 から Step5 は、着火後 5
分までの温度変化、水平変位が著しい範囲から適宜決定した。Step6 は高温部の温度が
定常になり始める時、Step7 は温度水平変位が定常である時、Step8 は消火直前時、Step9
は消火後試験体温度上昇値がおおむね半減する時、Step10 は消火後鉛直拘束力が 0 と
なる時である。さらに消火後常温時を Step11、拘束解除時を Step12 とした。 
 
・解析結果 
図５．１２に試験体水平変形形状解析結果の推移を示す。図中には解析結果ととも
に第４章での実験２の結果を示してある。 
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図５．１２ 水平変形形状の推移 
1800Step11 常温 
解析値1800Step10 55 分 解析値1800Step9 50 分 
加熱直後、実験と解析の変形形状は同様の形状を示すものの、変位量に誤差が見られる。
その後、着火後５分まで実験ではあまり形状の変化は見られないが、解析結果では徐々
に変位が減少し、着火後５分には高温部が裏面側に凸となり、裏面側への変位となって
いる。さらに着火後１５分では、実験結果は依然火源側への変位であるのに対し、解析
結果では完全に裏面側に凸となり、S 字状の形状となっている。その後消火まで、解析
結果ではあまり変位に変化が見られないが、実験結果では高温部が裏面側への変位とな
り、解析よりも遅れて形状の推移が進行している。 
消火後、両者の形状はどちらも同様に裏面側に凸となり、変位量も比較的一致している。 
 なお、実験では実験装置の構造上試験体が初期長さ以下に収縮した場合、柱頭の鉛直
変位の拘束が不可能であったためこの範囲のデータは得られていないが、解析結果を見
ると試験体温度の低下にしたがって裏面側への水平変位がやや減少するようである。 
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図５．１３ 鉛直拘束力解析結果 
図５．１４ 水平拘束力解析結果 
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図５．１３、図５．１４は実験２で計測された柱頭の鉛直・水平拘束力のグラフに、
各ステップの解析値をプロットしたものである。柱頭の鉛直拘束力に注目すると、着火
直後は解析結果のほうが大きくなっており、その後軸力があまり変化しない範囲ではや
や低くなっている。全体の推移はおおむね一致する。着火直後に解析結果のほうが大き
きい値となるのは、図５．１２（Step4）に見られるように解析のほうが変形形状が直
立に近い形状となるためである。また、着火後５分以降、解析と実験でその形状に大き
な差が見られたが、鉛直拘束力には大きな差が見られていない。 
水平拘束力は、着火直後解析結果のほうがかなり大きく、実験の倍程度の値となって
いる。これは実験において水平拘束位置に若干のずれが生じたことの影響であると思わ
れる。その後の推移はよく一致しているが、消火直後に大きな差が見られる部分がある。 
 
５．４．３ 軸力一定の場合の応力変形時刻暦予測 
  第４章における実験２の実験条件である下端固定、ｚ＝1392ｍｍにおいて水平変位拘
束という拘束条件で部材に温度分布を与え、柱頭に一定軸力を加え、変形、反力解を計算
する。  
前述のように、まず第４章での実験結果から解析対象とする時刻を選択し、各時刻での
温度分布を伝熱解析用モデルでの解析によって求める。つぎに求めた温度分布を構造解析
用モデルに順次入力、計算する。図５．１５～５．１６に解析対象とした時刻と代表的な
実験結果との対応を示す。左側の図はそれぞれ着火直後の解析対象時刻の集中する範囲を
拡大したものである。図中の番号は解析時刻番号（Step 番号）であり、時刻との対応を表
５．３に示す。Step11 は実験後に試験体が常温となった状態を想定して、全節点の温度拘
束を 25℃としたもので、Step12 はさらに拘束を解除した条件を想定している。 
・境界条件･拘束条件 
 部材下端の拘束として、モデル最下部の各節点の水平,鉛直方向の移動を拘束した。さら
に、z＝1392mm においてモデル断面中央の節点にて水平方向の変位を拘束、Z=1600mm にお
いてモデル断面中央の節点に長期許容荷重である 190kＮを鉛直下向きに加えた。 
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図５．１５ 実験 3 結果（試験体温度）と解析対象時刻 
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図５．１６ 実験 3 結果（水平変位）と解析対象時刻 
 
表５．３ Step 番号と解析対象時刻 
 
Step 番号 着火後経過時間 
Step8 60 分 
Step9 70 分 
Step10 80 分 
Step11 180 分 
Step12 定常（25℃） 
Step13 拘束・軸力解除 
Step 番号 着火後経過時間
Step1 2 分 10 秒 
Step2 2 分 30 秒 
Step3 3 分 
Step4 4 分 
Step5 5 分 
Step6 11 分 
Step7 25 分 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５．１５、５．１６の変位拘束実験での温度変化や水平変位等の挙動を参照しなが
ら、Step1 から Step10 までの解析対象時刻を決定した。Step1 から Step5 は、着火後 5
分までの温度変化、水平変位が著しい範囲から適宜決定した。Step6 は高温部の温度が
定常になり始める時、Step7 は温度水平変位がほぼ変動しなくなる時、Step8 は消火直
前時、Step9 は消火後試験体温度上昇値がおおむね半減する時、Step10 は消火後水平変
位がほぼ変動しなくなる時である。さらに消火後常温時を Step12 とし、さらに水平拘
束と軸力を解除した状態を想定し Step13 とした。 
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 図５．１７ 水平変形形状の推移 
 
 図５．１７に試験体水平変形形状解析結果の推移を示す。図中には解析結果とともに
第４章での実験３の結果を示してある。加熱直後、実験と解析の変形形状は同様の形状
を示し、変位量に誤差が見られるが前項の鉛直変位拘束時と比較するとその差は小さく
なっている。その後の水平変位の推移も前項のように解析結果のほうが推移の進行が早
いが、やはりその差は前項の場合よりも小さい。消火直前の Step8 では、実験、解析結
果ともにＳ字状の形状となっており、その頂点となる高さはほぼ一致しているが、解析
のほうが全体的に裏面よりで変位量も大きくなっている。図を見ると分かるように、実
験において本来 0 であるべきｚ＝1392ｍｍの水平変位が 0 となっていない。これは実験
装置上の問題であるが、この水平拘束点の変位のために実験結果は Step7～11 にかけて
全体的に火源よりとなっていると考えられる。消火後はおおむね実験結果と解析結果は
同じ形状となるが、やや解析のほうが大きな変位となっている。 
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図５．１８ 鉛直変位解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図５．１９ 水平拘束力解析結果 
 
図５．１８、図５．１９は実験３で計測された柱頭の鉛直変位、水平拘束力のグラフ
に、各ステップの解析値をプロットしたものである。柱頭の鉛直変位に注目すると、着
火直から消火後にかけて非常によく一致している。解析と実験で水平変形形状の推移に
差が見られるものの、鉛直変位には大きな差が見られない。 
水平拘束力は、着火直後解析結果のほうがかなり大きく、実験の倍程度の値となって
いる。その後の推移はよく一致しているが、消火直後は大きな差が生じている。この消
火後の範囲について実験での水平拘束力の推移を見ると、消火後に階段状となっている
部分があり、これはおそらく水平変位拘束用部材とその架台との間の摩擦によるものか、
回転すべり支承の不規則な挙動によるものであると考えられ、計測された値に誤差が生
じている可能性がある。 
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５．４．４ 温度分布一定の場合の軸力ーひずみ予測 
  第４章における実験４の実験条件である下端固定、ｚ＝1392ｍｍにおいて水平変位拘
束という拘束条件でさらに部材に定常状態の温度分布を与え、非線形座屈解析を行う。 
実験４については、定常温度下での圧縮実験を対象としているため、温度分布は定常状
態をよく代表すると考えられる時刻の温度計測値から伝熱解析にて求めたものを用いた。 
一般の建築部材には本来、鋼材材質のばらつきや作成段階に受ける外力などにより、わ
ずかであるが強度分布や微小なひずみなどが存在する。これに対して解析プログラム上に
て定義される解析モデルでは、それらの初期不整は存在しない。柱の座屈のように、荷重
の加わる材軸方向に直交する方向への変形についての非線形座屈解析では、初期不整が存
在しないと解析上では実際の座屈荷重よりもはるかに大きな軸力にも座屈を起こさない場
合がある。 
そのため本解析では、まず構造解析用モデルに伝熱解析よりもとめた定常温度分布を温
度拘束条件として与えた上で線形座屈解析を行い、座屈形状を計算する。ただし、線形座
屈解析では鋼材の応力―ひずみに関する非線形性が考慮されないため、便宜上温度ごとに
ヤング率に差を設定することで高温部分の強度低下を表現した。この温度ごとのヤング率
は試験体鋼材の引張試験結果をもとに、原点と各温度のε＝0.002 での引張応力とを結ぶ直
線の傾きによって算出した。 
次に、求めた座屈形状の 0.1%程度を初期不整として構造解析用モデルに定義し、要素モ
デルの形状を更新する。この初期不整の大きさは、材厚方向の変形に関してその値が材厚
の 10％程度となるように決定した。 
最終的に上記の形状更新後のモデルに定常温度分布と引張試験から求めた材料特性を定
義し、非線形座屈解析を行った。 
 
・境界条件･拘束条件 
 部材下端の拘束として、モデル最下部の各節点の水平,鉛直方向の移動を拘束した。さら
に、z＝1392mm においてモデル断面中央の節点にて水平方向の変位を拘束、Z=1600mm にお
いてモデル断面中央の節点に軸力を鉛直下向きに加えた。 
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図５．２０ 水平変形形状の推移 0
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・解析結果 
 図５．２０に試験体水平変形形状解析結果の推移を示す。図中には解析結果とともに
第４章での実験４の結果を示してある。なお、解析においては与える軸力値はTime-Step
として適宜選択される。図５．２０はそれらの Time-Step から形状等を参照しながら抽
出したものである。表５．４に Step 番号と軸力値の対応を示す。 
 
表５．４ Step 番号と解析対象時刻 
  
Step 番号 軸力 N（ｋN） 
Step1 10 
Step2 108 
Step3 233 
Step4 332 
Step 番号 軸力 N（ｋN） 
Step5 407 
Step6 432 
Step7 443 
Step7 445 
 
 
 
 
 
 実験での座屈荷重は 373kＮであり、それまでの水平変形形状を解析結果と比較する
とおおむね一致しているが、解析結果のほうが全体的に裏面よりの変位となっている。
これら水平変形形状の差は、実験 2・3 と解析との差に比べて小さくなっている。これ
は、本解析では温度拘束条件として最初から定常温度分布を与え、加熱初期の熱応力変
形の大きい段階を経ていないためであると考えられる。言い換えると、実験 2・3 を対
象とした解析において、その水平変形形状解析結果と実験での値に大きな差が生じるの
は加熱初期の熱応力変形の大きな段階での誤差が影響している可能性がある、というこ
とになる。 
その後、実験では計測が不可能となったため、変形形状等の比較は出来ないが、解析
ではさらに軸力を加えても柱は大きく変形しながら耐え続け、最終的に 446kＮで解が
発散する。 
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図５．２０ 軸力と柱頭鉛直変位・水平拘束力の関係 
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図５．２１ 応力度と鉛直ひずみの関係  
 図５．２０に軸力と柱頭鉛直変位、水平拘束力の関係を、図５．２１に応力度と鉛直
ひずみの関係を示す。軸力に対する鉛直変位の推移は実験と解析でおおむね一致してい
るが、解析値のほうが若干収縮を小さく計算している。解析結果では、軸力が 380kＮ
となるあたりから軸力あたりの収縮が大きくなり始め、N=440ｋN 付近で急速に鉛直変
形が増大し、崩壊に至っている。実験での座屈荷重は 373kＮで、この解析での崩壊荷
重とは比較的大きな差がある。しかし、ここで解析において鉛直変形が大きくなり始め
る、N＝400 付近の変形形状を見てみると両者の形状は良く似ている。このことから、
解析においても軸力値が 400kＮとなる付近で局部座屈を生じているものと考える。た
だし、実験では座屈発生後、瞬間的に試験体の収縮が進み、軸力を支持できなかったの
に対し、解析ではその後もしばらく軸力に耐え続けている。これは、鋼材の温度ごとの
応力ーひずみ設定時に、「応力－ひずみ曲線が右下がりとなる状況は解析不能であるため、
応力が最大となるポイント以降はほぼ傾き 0 の直線で近似した」とすることに起因すると
思われる。 
図５．２２ 座屈形状の比較 （左：407kN 時） 
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５．５ まとめ 
局部火災を受ける鉄骨柱部材の力学的挙動を予測するモデルを構築することを目的とし
て、4 章の各実験を対象とした有限要素法による解析を行い、次のような知見を得た。 
 
①  上端が自由端となる条件での解析を行い、大きな温度分布のある角型鋼管の変形
形状が十分な精度で求められることを確かめた。 
 
② 柱頭の水平・鉛直変位を拘束した条件、ならびに一定軸力として長期許容荷重を加
えた条件で解析を行った結果、試験体温度分布がある程度定常状態に近付いた後の
鉛直方向の拘束力ならびに鉛直変位に関しては高い精度で予測できることを示した。 
 
③  柱頭に対し軸力のかかる条件下における、水平方向の変形形状の推移については
実験と解析ではその進行に差が見られ、精度の高い予測が困難であることがわかっ
た。また、鉛直方向の拘束力や鉛直変位といった、材軸方向の力学的挙動に対して
水平変形形状はあまり影響を与えないことが判明した。 
 
④ 定常温度分布のもとでの非線形座屈解析を行った結果、実験と解析では局部座屈が
生じた後の挙動に差があることがわかった。これは、鋼材の材料特性である温度ご
との応力―ひずみの関係を設定に問題があると考えられる。局部座屈発生時の軸力
値はよく一致し、誤差は 10％以内である。 
  
 
 
 
第６章 
結論 
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６．１ 総括 
火災を想定する区画の容積や開口面積が火災荷重に対して十分に大きい場合、消火
活動を何ら行わなくても火災が区画の局部に留まる可能性があり、このような火災と
なることが想定される区画では、火炎による構造部材への加熱は従来の盛期火災を想
定した場合よりも弱く、小範囲であると考えられる。火災が区画の一部に留まる場合
は、柱等の構造部材が火炎に直接暴露される部分も局部に留まると考えられ、特に金
属構造ではその熱伝導率の大きさにより火源近傍の部材の温度上昇が抑制されると予
測される。しかし、火災時の構造部材の加熱性状や温度応答、力学的応答に関しては、
区画全体が一様に高温となる火災盛期を想定した場合についてはその予測法の体系化
が進んでいるのに対して、局部的な火災加熱が予想される場合については系統的な研
究が行われてこなかった。局部火災を想定した耐火性能評価法を考える場合、加熱源
である可燃物の燃焼性状→各構造部材の加熱性状→温度応答→力学的応答の各段階の
予測手法を確立する必要がある。 
以上のような観点から、本研究では火源条件を与えることで局部火災時の鉄骨柱の
力学的応答を予測する手法を導くことを目的とし、熱的・力学的実験および解析を行
った。まず、鉄骨柱が局部火災に暴露される状況を想定し、模型規模および実大規模
の実験を行って部材の加熱性状を明らかにし、火炎から部材各部位への入射熱を予測
する関係を誘導した。次に入射熱を入力条件として有限要素法による柱部材の温度予
測解析を行い、拡散火炎に部材表面が接する場合の対流熱伝達率の推定方法を提案し、
実験値との比較から計算法や各仮定条件の妥当性を検討した。また、角型鋼管に火源
が接する条件において載荷実験を行い、局部火災加熱を受ける鉄骨柱の力学的応答を
明らかにした。次いでこれら実験結果を基に有限要素法による力学的応答予測解析を
行い、実験値との比較から解析方法や鋼材の材料特性設定の妥当性を検討した。 
以下に本研究で得られた知見について、各章ごとにまとめる。 
 
(１) 第２章 局部火災加熱を受ける鉄骨角柱の加熱性状 
本章では、局部火災加熱を受ける鉄骨柱部材の熱的性状に焦点をおき、模型規模と
実大規模の実験を行った。本実験では、柱面が火源から受ける入射熱を、火源の発熱速度、
火源と部材との距離、および位置関係を変化させながら計測し､それらとの関係を分析し
た。その結果、判明したことをまとめると以下のようになる。 
柱の一側面に火源が近接する条件において、火災加熱の局部性に由来する柱部材温度上昇
の抑制効果が確認された。即ち、実験により測定された柱表面の温度は、柱全体が同じ入射熱
で定常一様加熱を受けると仮定する場合よりも低く、模型規模実験では計算値に対して L/D=0
の場合、最大で９割、最小で５割程度、 L/D=0.1の場合には最大で６割、最小で３割程度であ
った。また、実大規模実験では、L/D=0の場合、最大で９割、最小で３割程度であり、両者の比
較から幅厚比が大きいほど加熱の局部性に由来する温度上昇抑制効果は顕著となることを確認
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した。また、柱が火源に囲まれる条件下では、温度上昇の抑制効果はほとんど見られず、柱表
面温度はそのときの入射熱で柱全体が定常加熱を受けると仮定する場合とほぼ一致した。 
連続火炎域での柱の加熱性状には壁面上の火炎とは明瞭の相違があった。即ち、火源正面
の柱表面入射熱は、壁面のそれよりも低く、また壁面では、連続火炎域の入射熱がほぼ一定で
あるのに対して、柱では各実験条件とも、無次元高さz/Lf＊が0.1～0.4の範囲で入射熱が最大を
示し、火源面高さ付近では裏面方向からの空気巻き込みによる冷却効果が見受けられた。 
火源と柱の距離が、柱の加熱の緩和に著しく効果的であることが分かった。即ち、L/Dが
大きくなるほど入射熱量が減少し、ｚ/Lf＊が1以下の強い加熱を受ける領域では、火源と部材と
の間にL/Dで0.1だけでも隙間が存在すると、 L/D＝0の場合に比べて同じ高さの入射熱がほぼ半
減する。ただし、実大規模実験においてはL/D＝0.05の場合の入射熱はL/D＝0の場合とほとんど
相違が無く、上記の現象はL/D＞0.1程度で生じるものと考える。 
火源寸法の異なる条件ごとの結果を比較した場合、同じＱ＊である条件であっても入
射熱に差があることを示し、火炎の放射率についての考察から、柱の一側面に火源が近接
する条件での火源正面の加熱性状を火源寸法から導く方法を示した。即ち、火源寸法をD
（正方火源）、火炎の吸収係数をｋとすると火源正面の加熱強度ｑは、 
z/Lf＜0.4 の範囲で ｑ＝120×(1ーe－k×0.9D)（ｋＷ/㎡） 
z/Lf≧0.4 の範囲で ｑ＝20×(1ーe－k×0.9D)×（z/Lf）-1.95  （ｋＷ/㎡）となる。 
 
（２） 第 3 章 有限要素法による鉄骨角柱の温度分布予測法 
本章では、有限要素法により、２章の「火源に囲まれる鉄骨角柱」で得られた部材入射
熱を入力条件として、局部火災加熱を受ける鉄骨角柱の温度予測解析を行う方法を検討し
た。さらに実験データを用いて試行錯誤的に対流熱伝達 h を推定した後、推定した h を使
用して各条件での部材の温度分布予測を行ない、実験結果との比較を通じて解析方法の妥
当性を検証した。本章で明らかになったことをまとめると以下のようになる。 
 実験で得られた各計測点での入射熱の平均値から、計測点の間を直線で補間した値
を各要素に与えた場合、柱の温度は、実験結果に対して最高温度については約 10％、全体
の温度分布についても約２０％の誤差範囲で予測が可能となった。このことから本報で定
めた仮定や境界条件が、この種の局部的な加熱を受ける部材の熱応答予測の実用に即する
と考えられる。 
入射熱の実測値を解析の入力条件とする際の境界条件の設定方法を示した。今回の系
については試験体周囲空気温度ならびに周壁温度を計測時の熱流計温度とし、対流熱伝達
率ｈの値を 0.004kW/㎡ K とした場合に高温域での計算値と実測値が最も良く一致するこ
とを明らかにした。 
対流熱伝達境界での熱移動計算の際に用いる対流熱伝達 h に対する考察の結果、今回
の条件と大きく加熱強度が異なる場合や、より詳細な温度分布を再現する場合、部材周辺
空気温度に従って h を変化させる必要があることを明らかにした。 
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（３）  第 4 章 拡散火炎に接する鉄骨角柱の力学的応答 
 本章では、局部火災加熱を受ける鉄骨柱部材の力学的応答に焦点をおき、実験条件
の異なる 4 種類の模型規模載荷加熱実験を行った。本章で明らかになったことをまとめる
と以下のようになる。 
下端固定、上端拘束なしという拘束条件の下で鉄骨角柱に局部的な加熱を加えた場合
の変形性状を把握した。水平変位および柱頭回転角は裏面方向へ傾倒するものとなり、い
ずれも加熱面と裏面の平均温度差が最大となる、着火数分後に最大値となることを明らか
にした。柱頭回転角は加熱面と裏面の平均温度差の関数で表されることを示した。また、
上端が自由端であっても、大きな温度分布により部材内部に熱応力による塑性変形が生じ
ることが判明した。 
柱頭での鉛直・水平変位を拘束した条件にて試験体に局部火災加熱を加える実験を行
い、水平変形形状の推移、柱頭での熱応力拘束力を把握した。これらから、ある程度部材
内の温度分布が定常状態に近付いた後に生じる変形形状の推移は、鉛直拘束力に対しては
あまり影響を与えないことを明らかにした。 
局部火災加熱により定常温度分布となった試験体の圧縮実験を行い、軸力―ひずみの
関係及び水平変形形状の推移、座屈荷重を計測した。これらから、試験体全体についての
応力度―ひずみの関係を導いた。 
 
（４） 第 5 章 有限要素法による鉄骨角柱の力学的応答予測 
本章では、局部火災を受ける鉄骨柱部材の力学的挙動を予測するモデルを構築するこ
とを目的として、4 章の各実験を対象とした有限要素法による解析を行った。本章で明ら
かになったことをまとめると以下のようになる 
上端が自由端となる条件での解析を行い、大きな温度分布のある角型鋼管の変形形状
が十分な精度で求められることを確かめた。 
柱頭の水平・鉛直変位を拘束した条件、ならびに一定軸力として長期許容荷重を加え
た条件で解析を行った結果、試験体温度分布がある程度定常状態に近付いた後の鉛直方向
の拘束力ならびに鉛直変位に関しては高い精度で予測できることを示した。 
柱頭に対し軸力のかかる条件下における、水平方向の変形形状の推移については実験
と解析ではその進行に差が見られ、精度の高い予測が困難であることがわかった。また、
鉛直方向の拘束力や鉛直変位といった、材軸方向の力学的挙動に対して水平変形形状はあ
まり影響を与えないことが判明した。 
定常温度分布のもとでの非線形座屈解析を行った結果、実験と解析では局部座屈が生
じた後の挙動に差があることがわかった。これは、鋼材の材料特性である温度ごとの応力
―ひずみの関係を設定に問題があると考えられる。局部座屈発生時の軸力値はよく一致し、
誤差は 10％以内である。 
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６．２ 今後の展望 
 第 1 章で述べているように局部火災を想定した耐火設計法には以下の 4 つの技術的段
階が存在する。 
① 火源の火炎性状の予測 
② 部材の加熱性状の予測 
③ 部材温度分布の予測 
④力学的応答の予測 
本研究ではいくつかの実験・解析によって、これらの段階のうち②、③および④のため
の基礎的解析手法を明らかにした。今後さらに上記耐火設計法を体系化してゆくには、次
のような課題が考えられる。 
 
ⅰ 上記の①火源の火炎性状の予測に関するもの 
・局部火災が想定されるような区画内の可燃物量やその配置に関する実態の把握と、そ
れら情報を設計段階で使用する手法 
・ 可燃物の配置と燃え移りなどの燃焼性状の予測手法 
・ 盛期火災と局部火災の境界に関する判定基準の確立 
ⅱ 部材の加熱性状の予測に関するもの 
 ・火源と柱がある程度はなれている場合の入射熱算出方法。これには火炎の放射熱源と
してのモデル化が必要であると考えられる。 
ⅲ 部材温度分布の予測に関するもの 
・有限要素法による温度解析モデル、および境界条件として入力する入射熱に対する補
正方法。特に、補正の際に用いる対流熱伝達率ｈの周囲空気温度等への依存性の調査 
ⅳ 力学的応答の予測に関するもの 
・局部火災の生じた建築物の架構全体を対象とした構造解析法 
・ 鋼材の材料特性の設定法のみなおし 
 
上記のように、局部火災加熱を受ける架構の耐火設計を体系化するには、いまだ多く
の課題が存在するが、本研究までの成果により想定可燃物の燃焼性状がある程度判ってい
る場合においては、その力学的予測までを行うことができる。今後は予測モデルの精度の
向上や、温度分布をいくつかのパラメーターによって表現し、力学的応答に関わる機械的
特性の変化を簡易な方法で算定する手法などの確立を目的とした更なる研究が期待される。 
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現 在 一 般 的 に 行 わ れ て い る 耐 火 設 計 で は 、 法 令 に 基 づ い て 火 災 盛 期 を 想 定
し た 加 熱 に 耐 力 部 材 全 体 を 曝 露 し 、 部 材 の 温 度 に よ り 耐 火 性 能 を 評 価 し て い
る 。 し か し 、 火 災 を 想 定 す る 区 画 の 容 積 や 開 口 面 積 が 火 災 荷 重 に 対 し て 十 分
に 大 き い 場 合 、 消 火 活 動 を 行 わ な く て も 火 災 が 区 画 の 局 部 に 留 ま る 可 能 性 が
あ る 。 こ の よ う な 火 災 と な る こ と が 想 定 さ れ る 区 画 で は 、 耐 火 設 計 で 考 慮 す
べ き 構 造 部 材 の 加 熱 性 状 の 想 定 は 現 行 法 令 の 考 え 方 よ り 緩 和 さ れ る べ き で あ
る と 考 え ら れ る 。 し か し 、 区 画 全 体 が 一 様 に 高 温 と な る 火 災 盛 期 を 想 定 し た
場 合 に つ い て は 構 造 部 材 の 加 熱 性 状 や 温 度 応 答 、 力 学 的 応 答 の 予 測 法 の 研 究
が 進 ん で い る の に 対 し て 、 局 部 的 な 火 災 加 熱 が 予 想 さ れ る 場 合 に つ い て は ほ
と ん ど 研 究 が 行 わ れ て こ な か っ た 。 局 部 火 災 を 想 定 し た 耐 火 性 能 評 価 法 を 誘
導 す る に は 、 ① 加 熱 源 で あ る 可 燃 物 の 燃 焼 性 状 、 ② 各 構 造 部 材 の 加 熱 性 状 、
③ 温 度 応 答 、 ④ 力 学 的 応 答 の 各 段 階 の 予 測 手 法 を 確 立 す る 必 要 が あ る 。  
本 論 文 で は 、 火 源 条 件 を 入 力 情 報 と し て 局 部 火 災 時 の 鉄 骨 柱 の 力 学 的 応 答
を 予 測 す る 手 法 を 導 く こ と を 目 的 と し 、 こ の 各 段 階 に 関 す る 実 験 お よ び 解 析
を 行 っ て い る 。 ま ず 、 模 型 規 模 お よ び 実 大 規 模 の 実 験 を 行 い 、 火 炎 か ら 部 材
各 部 位 へ の 入 射 熱 を 予 測 す る 関 係 を 誘 導 し て い る 。 次 に 入 射 熱 を 入 力 条 件 と
し て 有 限 要 素 法 に よ る 柱 部 材 の 温 度 予 測 解 析 を 行 い 、 拡 散 火 炎 に 部 材 表 面 が
接 す る 場 合 の 対 流 熱 伝 達 率 の 推 定 な ど 、 実 験 値 と の 比 較 か ら 計 算 法 や 各 仮 定
条 件 の 妥 当 性 を 検 討 し て い る 。 さ ら に 、 角 型 鋼 管 に 火 源 が 接 す る 条 件 に お い
て 載 荷 実 験 を 行 い 、 そ の 力 学 的 応 答 を 把 握 し て い る 。 こ れ ら 実 験 結 果 を も と
に 有 限 要 素 法 に よ る 力 学 的 応 答 予 測 解 析 を 行 い 、 実 験 値 と の 比 較 か ら 数 値 解
析 の 方 法 や 鋼 材 の 材 料 特 性 設 定 を 検 討 し て い る 。  
こ れ ら の 研 究 成 果 は 、 局 部 火 災 を 考 慮 し た 合 理 的 な 耐 火 設 計 法 を 実 現 す る
上 で き わ め て 有 用 な 情 報 で あ り 、 今 後 の 新 た な 耐 火 設 計 指 針 に 寄 与 し 、 建 築
構 造 の 材 料 お よ び 設 計 手 法 の 多 様 化 を 促 す と と も に 、 経 済 的 な 構 造 計 画 の 達
成 を 防 災 設 計 の 面 か ら 支 援 す る も の で あ る と 評 価 で き る 。  
 
第 1 章 「 序 論 」 で は 、研 究 の 背 景 と し て 、 局 部 火 災 に 対 す る 従 来 の 耐 火 性
能 評 価 法 の 問 題 点 を 整 理 し 、 局 部 火 災 と い う 概 念 を 耐 火 設 計 に 取 り 入 れ る 必
要 性 を 述 べ て い る 。 次 に 、 本 論 文 の 研 究 対 象 で あ る 局 部 火 災 と 現 行 法 令 と の
対 応 に つ い て 整 理 し て い る 。 ま た 、 局 部 火 災 を 想 定 し た 耐 火 設 計 手 法 確 立 の
た め に は 、上 述 の ① ~④ の 技 術 的 課 題 が 存 在 す る こ と を 挙 げ 、そ の う ち の ② ~
④ 、 す な わ ち 部 材 の 「 加 熱 性 状 の 予 測 」 か ら 「 力 学 的 応 答 の 予 測 」 ま で が 本
研 究 の 研 究 範 囲 で あ る こ と を 明 記 し て い る 。 こ れ ら を 踏 ま え 、 研 究 対 象 と し
て 角 型 鋼 管 を と り あ げ 、 局 部 火 災 を 想 定 し た 耐 火 設 計 手 法 の 確 立 を 本 研 究 の
目 標 と す る こ と を 述 べ て い る 。  
 
第 2 章「 局 部 火 災 加 熱 を 受 け る 角 型 鋼 管 の 加 熱 性 状 」で は 、柱 近 傍 に 存 在
す る 火 源 に 生 じ る 拡 散 火 炎 か ら 加 熱 を 受 け る 条 件 と 、 柱 が 拡 散 火 炎 に 囲 ま れ
 1
る 条 件 で 実 験 を 行 っ て い る 。 こ れ ら 実 験 か ら 、 鋼 材 の 熱 伝 導 に よ り 火 源 近 傍
の 部 材 の 温 度 上 昇 が 抑 制 さ れ る こ と を 実 証 し て い る 。 さ ら に 、 柱 に 対 す る 局
部 的 な 火 災 加 熱 の 性 状 を 定 量 的 に 把 握 し 、「 火 源 の 発 熱 速 度 」、「 部 材 と 火 源
と の 幾 何 学 的 位 置 関 係 」 と 柱 各 部 位 へ の 入 射 熱 の 関 係 を 明 ら か に し て い る 。
柱 に 火 炎 が 接 す る 場 合 、 高 さ を 火 炎 長 さ で 除 し た 無 次 元 高 さ （ z /L f） と 、 火
源 寸 法 か ら 導 か れ る 火 炎 の 放 射 率（ ε f =1 -e - k D）に よ っ て 入 射 熱 分 布 を 予 測 で
き る こ と を 示 し て い る 。  
こ の 成 果 は 、 局 部 火 災 加 熱 さ れ る 構 造 部 材 の 耐 火 設 計 に お い て 最 も 基 本 的
な 入 力 情 報 で あ る 入 射 熱 分 布 の 予 測 法 を 明 ら か に し た も の と し て 特 筆 に 価 す
る 。  
 
第 3 章「 有 限 要 素 法 に よ る 角 型 鋼 管 の 温 度 分 布 予 測 法 」で は 、有 限 要 素 法
に よ り 部 材 の 温 度 予 測 解 析 を 行 う 方 法 を 提 示 し て い る 。こ れ は 第 2 章 で 得 ら
れ た 部 材 へ の 入 射 熱 を 入 力 条 件 と し 、 部 材 各 部 位 で の 熱 伝 導 、 対 流 熱 伝 達 、
放 射 を 考 慮 し た 定 常 伝 熱 解 析 で あ る 。  
水 冷 式 の 熱 流 計 を 試 験 体 表 面 へ の 熱 流 束 計 測 に 用 い た 場 合 、 熱 流 計 と 試 験
体 の 温 度 差 に 起 因 し て 熱 流 計 の 計 測 値 と 試 験 体 表 面 へ の 実 際 の 入 射 熱 の 間 に
差 が 生 じ る こ と が 知 ら れ て い る 。 こ こ で は そ の 原 因 と 補 正 方 法 を 伝 熱 工 学 的
に 明 ら か に し 、 そ れ ら を 加 味 し た 境 界 条 件 の 設 定 法 を 示 し て い る 。 部 材 表 面
の 熱 収 支 に は 対 流 熱 伝 達 も 一 定 の 役 割 を 果 た す が 、 火 災 加 熱 時 の 表 面 熱 伝 達
率 に つ い て は ほ と ん ど 測 定 例 が な い 。 そ の た め 、 対 流 熱 伝 達 率 の 推 定 方 法 を
提 案 し た 上 で 有 限 要 素 法 に よ る 計 算 を 行 い 、第 2 章 の 実 験 結 果 と 比 較 し て 計
算 方 法 の 妥 当 性 を 示 し て い る 。 さ ら に 、 推 定 し た 対 流 熱 伝 達 率 を 用 い 、 実 験
で 得 ら れ た 入 射 熱 分 布 を 境 界 条 件 と す れ ば 、 柱 の 温 度 分 布 を 高 い 精 度 で 予 測
で き る こ と を 示 し て い る 。  
こ の 成 果 は 、 有 限 要 素 法 な ど の 数 値 解 析 に よ り 加 熱 強 度 か ら 部 材 の 温 度 分
布 を 予 測 す る 手 法 を 明 ら か に す る も の で あ り 、 高 く 評 価 で き る 。  
 
第 4 章「 拡 散 火 炎 に 接 す る 角 型 鋼 管 の 力 学 的 応 答 」で は 、火 源 が 角 型 鋼 管
に 接 す る 条 件 で 縮 尺 １ /３ 程 度 の 模 型 規 模 実 験 を 行 い 、部 材 の 温 度 分 布 と 力 学
的 挙 動 の 関 係 を 示 し て い る 。 実 験 で は 試 験 体 の 下 端 を 固 定 と し 、 さ ら に ① 上
端 拘 束 な し 、 ② 上 端 の 変 位 を 拘 束 、 ③ 上 端 の 水 平 変 位 拘 束 ・ 一 定 軸 力 、 ④ 上
端 の 水 平 変 位 拘 束 ・ 定 常 温 度 下 で 軸 力 漸 増 、 の ４ つ の 条 件 に つ い て 計 測 が 行
わ れ た 。こ れ ら の 実 験 か ら 水 平 変 形 形 状 の 推 移 、柱 頭 で の 熱 応 力 変 形 拘 束 力 、
鉛 直 変 位 の 推 移 な ど が 明 ら か に さ れ て い る 。 こ れ ら か ら 、 部 材 内 の 温 度 分 布
が 定 常 状 態 に 近 づ い た 後 に 生 じ る 水 平 変 形 形 状 の 推 移 は 、 鉛 直 方 向 の 力 学 的
挙 動 に 対 し て は あ ま り 影 響 を 与 え な い こ と な ど を 示 し て い る 。  
こ の よ う な 局 部 火 災 加 熱 を 受 け る 建 築 部 材 の 力 学 的 挙 動 に 関 す る 実 験 は 過
去 に 例 が な く 、 防 災 工 学 上 非 常 に 意 義 深 い も の で あ る と 評 価 で き る 。  
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第 5 章「 有 限 要 素 法 に よ る 角 型 鋼 管 の 力 学 的 応 答 解 析 」で は 、有 限 要 素 法
に よ り 部 材 の 力 学 的 挙 動 予 測 解 析 を 行 う 方 法 を 提 示 し て い る 。 こ こ で は 、 第
4 章 で の 実 験 を 有 限 要 素 法 に て 再 現 し 、 実 験 結 果 と 比 較 す る こ と で 、 熱 膨 張 率
や 材 料 特 性 の 設 定 、 解 析 方 法 な ど を 検 討 し て い る 。 そ の 結 果 、 軸 力 が 加 わ る 条
件 で は 、 水 平 方 向 の 変 形 形 状 の 推 移 に つ い て は 実 験 と 解 析 と の 間 に 差 が 見 ら
れ る も の の 、 鉛 直 方 向 の 力 学 的 挙 動 に 関 し て は 高 い 精 度 で そ の 予 測 が 可 能 な
こ と を 示 し て い る 。 ま た 、 座 屈 荷 重 を 求 め る た め の 非 線 形 座 屈 解 析 手 法 に 関
し て 、 座 屈 形 状 を 予 測 す る 線 形 座 屈 解 析 の 際 に 鋼 材 の 力 学 特 性 の 温 度 依 存 を
ヤ ン グ 率 の 変 化 に 置 換 し た モ デ ル を 用 い る 方 法 を 提 示 し て い る 。  
こ れ ら の 成 果 は 、 架 構 全 体 の 安 全 性 を 検 討 す る た め の 、 梁 や 上 層 階 の 柱 を
組 み 込 ん だ 解 析 モ デ ル 構 築 の 布 石 と な る べ き 解 析 法 を 示 す も の で あ り 、 高 く
評 価 で き る 。  
 
第 6 章 ｢結 論 ｣で は 、各 章 に お け る 結 論 を 総 括 し 、局 部 火 災 を 想 定 し た 耐 火
設 計 法 の 確 立 に 向 け て 、 さ ら に 研 究 を 行 う 必 要 が あ る 点 を 挙 げ る と と も に 今
後 の 展 望 を 示 し て い る 。  
 
 
以 上 、 本 論 文 は 局 部 的 な 火 災 加 熱 を 受 け る 角 型 鋼 管 の 熱 的 ・ 力 学 的 性 状 予
測 手 法 を 実 験 と 解 析 に よ り 示 し た も の で あ り 、 現 実 に 即 し た 合 理 的 な 耐 火 設
計 に 必 要 な 数 多 く の 新 し い 知 見 を 得 た も の で あ る 。 し た が っ て 、 本 研 究 の 成
果 は 建 築 学 お よ び 火 災 安 全 工 学 の 発 展 に 大 き く 寄 与 す る も の で あ り 、博 士（ 工
学 ） の 学 位 論 文 と し て 価 値 の あ る も の と 認 め る 。  
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